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凡 例 

 
⑴ 本報告書における裁判例の表記は、次のとおりである。 5 
 

最判(決)平成○年○月○日    最高裁判所平成○年○月○日判決（決定） 

 

⑵ 本報告書における裁判例の掲載判例集の表記は、次のとおりである（参考文献として引用するときも

同様の表記による。）。複数の判例集に掲載があるときは、上段のもののみを記載している。なお、判例10 
集に登載されていない裁判例は、「東京地判令和○年○月○日 （令和○年（ワ）第○○号）」のように、判

決等年月日の後の（ ）内に事件番号を付して特定している。一部の裁判例は、裁判所ウェブサイトの

裁判例検索から閲覧することができる。なお、判決等年月日及び掲載判例集等の後の〔 〕内の記載は、

当該事件の通称であり、文献等において多く用いられている事件名を記載している。 

 15 
民 集   最高裁判所民事判例集 

判 時   判例時報（判例時報社） 

判 タ   判例タイムズ（判例タイムズ社） 

ジュリ   ジュリスト（有斐閣） 

 20 
⑶ 本報告書における判例解説の表記は、次のとおりである。 

 

最判解   最高裁判所判例解説（法曹会） 

 

⑷ 裁判例の紹介においては、原文の表記や審級にかかわらず、原則として、原告（パブリシティ権等の25 
権利を有すると主張する者）をＸ、被告（パブリシティ権等の権利を侵害したと主張されている者）を

Ｙと記載している。第２章の事例検討も同様である。 
 

 
 30 
 

 

●本報告書の理解に資する前提情報 

 

・補足意見 35 
  最高裁判所の判決書（電子判決書を含む。）には、各裁判官の意見を表示しなければならないとされて

いるところ（裁判所法第１１条）、裁判体の多数を形成した意見（ 「多数意見」。全員一致の場合には 「法

廷意見」。）に加わった裁判官が、それに付加して自己の意見を述べた場合における当該意見を補足意見

という。飽くまで当該裁判官の個別意見であるが、多数（法廷）意見の趣旨を補足するものとして、その

理解の参考となることも多いと考えられる。 40 
 

・調査官解説 

  最高裁判所には、裁判官の命を受けて、事件の審理及び裁判に関して必要な調査その他の法律におい

て定める事務をつかさどる裁判所調査官（最高裁調査官）が置かれている （裁判所法第５７条）。調査官

解説は、最高裁の裁判の審理に関与した最高裁調査官が、判決等の判示事項や裁判の要旨等を摘示し、45 
当該判決等について個人的意見に基づいて解説したものである。飽くまで担当調査官の個人的見解を述

べるものであるが、当該判決等の理解の参考となることも多いと考えられる。 
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第１章 パブリシティ権、肖像権等による肖像、声等の法的保護に関する一般論 

 

近時、生成ＡＩによる肖像、声等の無断利用が深刻化しているとの指摘があるとこ

ろ、このような無断利用の事案は、肖像、声等の商業的価値から生ずる財産的利益及

び肖像、声等の精神的価値から生ずる人格的利益を侵害する場合がある。 5 

後記のピンク・レディー事件最高裁判決は、これらの利益を保護するものとしてパ

ブリシティ権及び肖像等をみだりに利用されない権利を認めているが、これらの権利

は、法律上明文の規定がなく、判例上形成されてきた権利であって、特に生成ＡＩの

事案については、裁判例もなくその権利侵害の外延が不明確であるとの指摘もあった。 

本報告書では、第２章で、パブリシティ権や肖像権をみだりに利用されない権利が10 

問題となる生成ＡＩの利用をめぐる想定事例について、これらの権利侵害の有無等を

検討することとしているが、第１章では、その前提として、パブリシティ権及び肖像

等をみだりに利用されない権利について、不法行為法等においていかなる範囲で保護

されるかといった論点に関する一般論について、裁判例や学説等の動向を踏まえ、本

検討会における検討の結果を整理することとしている。なお、肖像、声等の無断利用15 

に関しては、不正競争防止法（以下「不競法」ということがある。）も、その適用の

有無が問題となることがあるため、あわせて、第１章で、必要な範囲において一般論

を記載することとしている。 

「肖像等をみだりに利用されない権利」については、その権利の範囲にパブリシテ

ィ権を含むものであるか、パブリシティ権とは別個独立のものであるかについて、ピ20 

ンク・レディー事件最高裁判決の解釈をめぐり異なる整理があるが1、肖像等の精神

的価値から生ずる人格的利益を含む概念であることは異論がないと考えられる。本報

告書は、両者の権利の関係についていずれかの立場に立つものではないが、用語の使

用方法として、肖像等をみだりに利用されない権利を、肖像等の精神的価値から生ず

る人格的利益を保護するものとして、肖像権等の権利を総称して指すものとして用い25 

ている。 

なお、第１章の第２において検討するとおり、「肖像等をみだりに利用されない権

利」における「肖像等」には人の声が含まれると解されるところ、その権利の名称に

ついては肖像権や氏名権のような名称を付す試みがされているが、いまだ定着したと

はいえない状況にある。そこで、便宜上、これを「声をみだりに利用されない権利」30 

と呼称することとしている。  

 
1 パブリシティ権は人格権に由来する権利である肖像等をみだりに利用されない権利の一内容であると理

解するものとして、上野達弘「人のパブリシティ権」吉田克己＝片山直也編  財の多様化と民法学』（商事

法務、２０１４年）４１０頁、水野謙「判批」法学教室４０８号（２０１４年）１３５頁。他方で、パブリ

シティ権は肖像等をみだりに利用されない権利と並んで人格権に由来する権利の一内容であると理解する

と思われるものとして、久保野恵美子「判批」ジュリスト１４５３号（２０１３年）８５～８６頁。 
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第１ パブリシティ権 

 

１ パブリシティ権の保護の対象等 

⑴ ピンク・レディー事件最高裁判決が示す保護の対象――人の「肖像等」 

顧客吸引力を有する肖像等の無断利用については、パブリシティ権侵害が問題5 

となるところ、我が国におけるパブリシティ権の権利性について最高裁として初

めて正面から判断を示した2最判平成２４年２月２日民集６６巻２号８９頁〔ピ

ンク・レディー事件〕がそのリーディングケースであるとされる。同判決の要旨

は以下のとおりである（判決書全文は本報告書末尾の別紙記載のとおり）。 

 10 

○最判平成２４年２月２日民集６６巻２号８９頁〔ピンク・レディー事件〕 

「人の氏名、肖像等（以下、併せて「肖像等」という。）は、個人の人格の象徴であるから、当該

個人は、人格権に由来するものとして、これをみだりに利用されない権利を有すると解される（氏

名につき、最高裁昭和５８年（オ）第１３１１号同６３年２月１６日第三小法廷判決・民集４２巻

２号２７頁、肖像につき、最高裁昭和４０年（あ）第１１８７号同４４年１２月２４日大法廷判決・15 
刑集２３巻１２号１６２５頁、最高裁平成１５年（受）第２８１号同１７年１１月１０日第一小法

廷判決・民集５９巻９号２４２８頁各参照）。そして、肖像等は、商品の販売等を促進する顧客吸

引力を有する場合があり、このような顧客吸引力を排他的に利用する権利（以下「パブリシティ権」

という。）は、肖像等それ自体の商業的価値に基づくものであるから、上記の人格権に由来する権

利の一内容を構成するものということができる。他方、肖像等に顧客吸引力を有する者は、社会の20 
耳目を集めるなどして、その肖像等を時事報道、論説、創作物等に使用されることもあるのであっ

て、その使用を正当な表現行為等として受忍すべき場合もあるというべきである。そうすると、肖

像等を無断で使用する行為は、①肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用

し、②商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付し、③肖像等を商品等の広告として使用す

るなど、専ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とするといえる場合に、パブリシティ権を侵25 
害するものとして、不法行為法上違法となると解するのが相当である。」 

 

同判決は、「人の氏名、肖像等（以下、併せて 「肖像等」という3。）は、個人の

人格の象徴であるから、当該個人は、人格権に由来するものとして、これをみだ

りに利用されない権利を有すると解される。そして、肖像等は、商品の販売等を30 

促進する顧客吸引力を有する場合があり、このような顧客吸引力を排他的に利用

する権利（以下「パブリシティ権」という。）は、肖像等それ自体の商業的価値

に基づくものであるから、上記の人格権に由来する権利の一内容を構成するもの

ということができる。」と判示し、「人の氏名、肖像等」がパブリシティ権の保護

の対象となることを明らかにした。なお、競走馬等の 「物」がパブリシティ権に35 

よる保護の対象となるかについては、ピンク・レディー事件以前の最高裁判決4に

おいて否定されている。 

 
2 中島基至「判解」最判解民事篇平成２４年度（上）７８頁 
3 本報告書においても、ピンク・レディー事件最高裁判決にいう「人の氏名、肖像等」を併せて「肖像等」

と表現する。 
4 最判平成１６年２月１３日民集５８巻２号３１１頁〔ギャロップレーサー事件〕 
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Point 

 肖像等は、商品の販売等を促進する効力である顧客吸引力を有する場合があ

り、これを排他的（他人による利用を許さない）に利用する権利が、パブリシ

ティ権として保護される。 5 

 

 

⑵ 「肖像等」に声が含まれるか 

上記のとおり、ピンク・レディー事件最高裁判決は、パブリシティ権の保護の

対象について、人の 「氏名」と 「肖像」を例示した上で、これらに 「等」を加え10 

て 「肖像等」と定義しているが、判決文には、氏名及び肖像以外にいかなる対象

が含まれるかは示していない。 

この点について、同判決の調査官解説 （以下では単に「調査官解説」というこ

とがある。）は、「肖像等」は、本人の人物識別情報をいうものであり、例えば、

「サイン、署名、声、ペンネーム、芸名等」が含まれるとして、声がパブリシテ15 

ィ権の保護の対象となることを明示している5。また、同判決が「人の氏名、肖像

等……は、個人の人格の象徴であるから、当該個人は、人格権に由来するものと

して、これをみだりに利用されない権利を有する」と判示していることを踏まえ、

パブリシティ権が人格権に由来する権利とされるのは、人物識別情報である肖像

等が「個人の人格の象徴」だからであり、「肖像等」に含まれるのは、「個人の人20 

格の象徴」といえるものである必要があるとの見解が有力であり、本検討会にお

いても支持されたが6、声がこれに含まれることには異論がないと考えられる。 

本検討会においても、声は、人物を識別する情報であり、かつ、個人の人格の

象徴であることから、声がパブリシティ権の保護対象に含まれることについて、

異論がなかった。 25 

 

Point 

 人の「声」は、人物を識別させるとともに個人の人格の象徴となるものであり、

ピンク・レディー事件最高裁判決における「「氏名、肖像等」の「等」に含まれ

るものとして、パブリシティ権による保護の対象となる。 30 

 
5 中島・前掲注 2）４１頁。なお、ＡＩ時代の知的財産権検討会「ＡＩ時代の知的財産権検討会中間とりま

とめ」［https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/chitekizaisan2024/0528_ai.pdf］（２０２４

年）５５頁以下参照。 
6 君嶋祐子ほか編 サイバネティック・アバター（ＣＡ）と法』（弘文堂、２０２５年）１１４～１１８頁

〔奥邨弘司〕。例えば、個人番号は、個人の人格の象徴ではなく、パブリシティ権の保護の対象にならない

と指摘する。上野達弘「人のパブリシティ権」吉田克己＝片山直也編 財の多様化と民法学』（商事法務、

２０１４年）４１８頁も同旨。 

https://www.cas.go.jp/jp/seisakukaigi/titeki2/chitekizaisan2024/0528_ai.pdf
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２ パブリシティ権の法的性質・保護法益 

パブリシティ権の法的性質については、かつては、人格権説と財産権説とに分か

れていたとされているが7、ピンク・レディー事件最高裁判決は、前述のとおり、 「パ5 

ブリシティ権……は、肖像等それ自体の商業的価値に基づくものであるから、……

人格権に由来する権利の一内容を構成するものということができる」として、パブ

リシティ権が人格権に由来する権利の一内容を構成するものと判示した8。 

また、調査官解説は、同判決が説示するところによれば、パブリシティ権は、肖

像等の有する商業的価値を抽出、純化し、同価値から生ずる財産的利益を保護する10 

ものであり、このような性質自体は、経済財を保護する財産権であるとして9、パブ

リシティ権の保護法益が肖像等の有する商業的価値から生ずる財産的利益であり、

財産権としての性質も有するものとしている。 

 

Point 15 

 パブリシティ権は、人格権に由来する権利の一内容を構成し、肖像等の商業的

価値から生ずる財産的利益を保護法益とする。 

 

 

３ パブリシティ権侵害の判断基準 20 

⑴ ピンク・レディー事件最高裁判決における判断基準 

ピンク・レディー事件最高裁判決は、パブリシティ権侵害による不法行為の成

否の判断基準について、前記２のとおりパブリシティ権が肖像等それ自体の商業

的価値に基づくものであり、人格権に由来する権利の一内容を構成する一方で、

「肖像等に顧客吸引力を有する者は、社会の耳目を集めるなどして、その肖像等25 

を時事報道、論説、創作物等に使用されることもあるのであって、その使用を正

当な表現行為等として受忍すべき場合もあるというべきである」ことを根拠とし

て、「肖像等を無断で使用する行為は、①肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象

となる商品等として使用し、②商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付

し、③肖像等を商品等の広告として使用するなど、専ら肖像等の有する顧客吸引30 

力の利用を目的とするといえる場合に、パブリシティ権を侵害するものとして、

 
7 中島・前掲注2）２６頁 
8 調査官解説（中島・前掲注2）２７～２９頁）は、氏名権、肖像権は、氏名、肖像の有する精神的価値に

着目してこれを権利として構成するものであるのに対し、肖像等の有する商業的価値に着目してこれを保

護する権利を構成し、肖像権とは区別してパブリシティ権と名付けたものであり、パブリシティ権は、氏

名権や肖像権と共に人格権に由来するものであるとしている。 
9 中島・前掲注2）２８頁 
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不法行為法上違法となると解するのが相当である」とした。 

なお、同判決の金築誠志裁判官の補足意見は、この点について、「肖像等の無

断使用が不法行為法上違法となる場合として、本判決が例示しているのは……三

つの類型であるが、これらはいずれも専ら顧客吸引力を利用する目的と認めるべ

き典型的な類型である」と補足している。 5 

すなわち、同判決の示すパブリシティ権侵害の判断基準は、本人の肖像等が顧

客吸引力を有する場合において、当該肖像等を無断で使用する行為が、専ら肖像

等の有する顧客吸引力の利用を目的とするものといえるか否かであり、その典型

的な類型が上記①から③までの３類型 （以下、単に「３類型」といい、それぞれ

の類型を「第１類型」などということがある。）であって、３類型に当たらない10 

としても、上記の 「など」に当たるものとして、パブリシティ権侵害となる場合

があるということになる。 

そこで、以下では、同判決において保護対象であることが明示されている氏名、

肖像を念頭に、各類型において共通して問題となる「肖像等」と「顧客吸引力」

についてまず検討し（➡⑵ア～ウ）、その後、３類型とそれ以外の「など」の各15 

要件について検討する（➡⑵エ～ク）。さらに、これらの要件について、声を対

象とした場合の当てはめ等について検討する（➡⑶）。 

 

Point 

 ピンク・レディー事件最高裁判決は、肖像等が顧客吸引力を有する場合に、そ20 

の肖像等を使用する行為が、専ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とす

るといえるときに、パブリシティ権侵害として不法行為法上違法となるものと

した。 

 そして、同判決は、その具体的内容を類型化し、 

①肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用する場合、 25 

②商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付す場合、 

③肖像等を商品等の広告として使用する場合 

などがこれに当たるとした。 

 

 30 

⑵ 氏名・肖像を念頭に置いた各要件の検討 

ア 肖像等の顧客吸引力について 

ピンク・レディー事件最高裁判決は、「肖像等は、商品の販売等を促進する

顧客吸引力」を有する場合があるとしている。 

本人が俳優、歌手、タレント等の知名度のある芸能人である場合には、その35 
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肖像等についても顧客吸引力を有するのが通常である10。もっとも、ピンク・

レディー事件最高裁判決において示された規範の当てはめにおいては、肖像等

が有する顧客吸引力の利用を目的とする行為であるか否かが肝要であるから、

顧客吸引力は、肖像等それ自体が商品等の販売を促進するものであるか否かと

いう点が重要であり、本人が著名、有名であるか否かは、その判断の一要素に5 

すぎないと考えられる。特定の分野や一部の地域における需要者層に対して商

品等の販売を促進する効力があると認められる場合にも、顧客吸引力が認めら

れ得る。 

さらに、顧客吸引力は、肖像等を商品等に付したり商品等の広告に利用した

りするなど、商業的に利用した事実によって実質的に裏付けられるとの見解が10 

あり11、このような考え方は、本検討会においても支持された。 

裁判例では、大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号９９頁〔Ｒｉ

ｔｍｉｘ事件〕が、「Ｒｉｔｍｉｘ」という海外のフィットネスプログラムの

マスタートレーナーとして認定された者について、日本でも相応のＲｉｔｍｉ

ｘ愛好家が存在するとうかがわれること、同トレーナーはファン層から相応の15 

商品購入希望を得たこと、Ｙにおいても同トレーナーの存在が広告効果を有す

ることを前提としていたことなどを指摘し、同トレーナーの肖像等は、日本の

Ｒｉｔｍｉｘ愛好家の間でも一定の顧客吸引力を有していたと判断している。 

これに対し、ピンク・レディー事件最高裁判決以降の裁判例で明示的に顧客

吸引力が否定されたものとしては、①Ｘ及びＸが院長を務める医院が遠隔医療20 

に積極的に取り組んでいることや診療上の工夫等をしていることなどについ

て紹介する新聞記事における、Ｘの氏名、同医院の名称及びＸの肖像12や、②

女性芸能人の芸能活動開始前の写真及び開始後における私生活上の写真13、③

同人誌及びマスク（お面）に掲載された、ゲームユーザー間で著名なゲームプ

 
10 菊地浩明「パブリシティ権についての裁判例の分析（上）」判タ１３４６号（２０１１年）３１頁 
11 君嶋ら・前掲注6）１２１頁〔奥邨〕。ただし、商業的に利用されたとしても、当該肖像に顧客吸引力が

あることが実質的に裏付けられるとまでいえない場合もあると考えられる。例えば、本検討会においては、

家庭用サウナの購入者の顔写真と実名を掲載し、これに同人が述べたことのない感想コメントを付した新

聞広告が問題となった、東京地判平成元年８月２９日判時１３３８号１１９頁〔サウナ風呂広告事件〕の

事例では、一般人の肖像が新聞広告に使用されたとしても、商品の販売が促進されるとはいえないのでは

ないかとの議論の余地があるとの意見が示された。したがって、具体的な利用態様を踏まえ、当該肖像に

よって商品の販売が促進されるか否かを検討する必要があると考えられる。 
12 東京地判平成３１年１月２５日（平成２９年（ワ）第４０１２１号）〔遠隔医療事件〕。「Ｘの氏名、Ｘ〔が

院長を務める〕医院の名称又はＸの肖像が、需要者である医療機関向けの商品やサービスの販売等を促進

する顧客吸引力を有すると認めることはできない」と判示した。 
13 東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件〕。「芸能活動に基づ

いてその肖像等についてパブリシティ権を有する者について、その芸能活動を開始する前あるいは芸能活

動を開始した後の私生活における肖像等が公表された場合においても、当該芸能人が私生活上の肖像等を

顧客吸引力を有するものとして使用しこれについてパブリシティ権が成立するような場合は格別、そうで

ない限りは、プライバシーの侵害の有無の問題として、その事実を公表されない法的利益とこれを公表す

る理由とを比較衡量して不法行為の成否を検討すべきことは、一般人の場合と異ならない」と判示した。 
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ロデューサー・ゲーム開発会社代表であるＸの肖像等14が見られる程度である

（なお、①は肖像権侵害も否定し、②、③はパブリシティ権侵害を否定したが

プライバシー侵害（②）又は肖像権侵害（③）を肯定している。）。 

もっとも、本検討会においては、上記②、③の事件でも、顧客吸引力を認め

ることは可能であるとの意見が相当程度あった。具体的には、上記②について5 

は、芸能人等が知名度を得る過程で、過去の写真や私生活上の写真にも関心が

集まり、顧客吸引力を獲得することは十分にあり得るとの意見があり15、上記

③については、上記Ｒｉｔｍｉｘ事件などの裁判例の動向からすると、ゲーム

ユーザー間で著名である以上、顧客吸引力を認めることができるとの意見があ

った16。 10 

 

Point 

 肖像等の顧客吸引力は、本人が著名・有名であることが必須の要素ではなく、

本人の肖像等それ自体が商品等の販売を促進するものであるか否かから判断

される。 15 

 顧客吸引力は、肖像等を商品等に付したり商品等の広告に利用したりするな

ど、商業的に利用した事実によって実質的に裏付けられる場合も多いと考えら

れる。 

 

 20 

イ 本人の「肖像等」の使用について 

パブリシティ権の侵害に当たるというためには、本人の「肖像等」が使用さ

れたといえることが必要であると考えられる。 

本人が掲載された写真や本人の氏名を使用することは、基本的に「肖像等」

を使用したものといえると考えられるが、漫画やイラストなど、本人の顔をデ25 

フォルメしたものであっても、本人と識別することができるものである限り

「顔」としての使用はあるというべきであるとする見解があり17、調査官解説

も、人物識別情報として本人を示すものとして誤解されるような 「肖像等」は、

 
14 東京地判令和５年１月２６日（令和３年（ワ）第１１１１８号）〔艦隊これくしょん事件〕。「Ｘが本件ゲ

ームの愛好者等の間で著名であるとしても、そのことから直ちにＸの肖像等に顧客吸引力があることには

ならないところ、この点について、Ｘは何ら具体的な主張立証をしない」と判示した。 
15 同旨をいうものとして、茶園成樹「［講演録］パブリシティ権の現状と課題」コピライト７０８号（２０

２０年）１６頁 
16 なお、当該事案において、Ｘの肖像等に顧客吸引力があったとしても、Ｙが専らその顧客吸引力の利用

を目的としていたかについては別途問題となり得ると考えられる。 
17 内藤篤＝田代貞之 パブリシティ権概説［第３版］』（木鐸社、２０１４年）２７２頁 
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パブリシティ権侵害を構成する余地もあるとしている18。また、 「写真のように

肖像そのものが示されている場合だけでなくて、肖像をイラスト化などしたも

のであっても、その利用形態とあわせて、本人の肖像だと（肖像が利用されて

いる商品等や広告の）顧客が認識し、結果、当該肖像の有する顧客吸引力を専

ら利用する目的が果たされるのであれば、パブリシティ権侵害を認めて良いは5 

ずである」と、肖像等の顧客吸引力を専ら利用する目的が果たされるか否かに

結び付けて指摘するものもある19。 

裁判例では、東京地判平成１７年６月１４日判時１９１７号１３５頁〔矢沢

永吉事件〕が、パチンコ機の遊戯中に特定の出現条件を満たした際に、演出と

して液晶画面内に再生される動画内において、Ｘの特徴を表していると言えな10 

くもない身なりやポーズをした人物の漫画絵が０．３秒表示されたという事案

に関して、まず、当該人物絵とＸの肖像との類似性について検討し、「本件人

物絵は客観的に見て、Ｘとある程度の類似性は有するものの、Ｘを知る者が容

易にＸであると識別し得るほどの類似性を備えたものとはいい難」く、「本件

パチンコ機の実際の中央液晶画面において本件人物絵からＸであることを識15 

別することは、およそ不可能に近い」とし、その他の事情も考慮した上で、パ

ブリシティ権の侵害を認めなかった。 

このように、パブリシティ権の保護の客体である「肖像等」を使用したとい

えるのは、本人と同一の肖像等が使用された場合はもちろん、本人に類似する

肖像等が使用された場合も含まれ、その場合には、当該肖像等の類似性の程度20 

や、使用されるに当たって付加されたその他の情報等を総合的に考慮して、当

該肖像等に接する商品等の需要者において、本人の肖像等を想起し、本人の肖

像等であると識別することができるものであるか否かを検討することとなる

と考えられる。 

 25 

Point 

 本人の「肖像等」を使用するものといえるためには、需要者において、それ

が本人を想起し、本人と識別することができるものであることを要する。 

 

 30 

ウ 「専ら……顧客吸引力の利用を目的」 

「専ら」の意義について、金築誠志裁判官の補足意見は、「原判決は、顧客

吸引力の利用以外の目的がわずかでもあれば、 専ら』利用する目的ではない

 
18 中島・前掲注2）４２頁 
19 奥邨弘司「生成ＡＩ時代のパブリシティ権－序論（上）」コピライト７６４号（２０２４年）３５頁。そ

のほか、君嶋ら・前掲注6）１２６頁〔奥邨〕も参照。 
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ことになるという問題点を指摘しているが20、例えば肖像写真と記事が同一出

版物に掲載されている場合、写真の大きさ、取り扱われ方等と、記事の内容等

を比較検討し、記事は添え物で独立した意義を認め難いようなものであったり、

記事と関連なく写真が大きく扱われていたりする場合には、 専ら』といって

よく、この文言を過度に厳密に解することは相当でないと考える」と述べてい5 

る21。 

なお、以下の裁判例は、明示的に「専ら」要件の該当性を否定したものでは

ないが、他の目的を認定してパブリシティ権侵害を否定したものであり、顧客

吸引力の利用以外の目的の有無を検討するに当たり、参考になると思われる。 

① 週刊誌の中吊り広告に掲載されたＸの肖像について、記事の見出しを補足10 

する目的で使用されたものと認定した事例22 

② Ｙが販売した同人誌に掲載され、Ｙが着用したマスク（お面）に表示され

たＸの肖像等について、主にＸを揶揄する文脈で掲載等されたものと認定し

た事例23 

③ 芸能プロダクションであるＹのホームページのトップページ及び所属タ15 

レントのページに掲載されたＸの肖像及び氏名について、ＸがＹに所属する

事実を示すとともに、Ｘに関する人物情報を補足するために使用されたもの

と認定した事例24 

④ Ｙの販売するタオルのネームタグに印字されたＸの氏名について、万国著

作権条約に基づくⓒ （コピーライト）表示の責任を果たすために付されたも20 

のと認定した事例25 

⑤ Ｙの投稿した動画のタイトルやハッシュタグにＸの属するグループ名を

付すことについて、Ｘの著名度に便乗し、これを利用する意図が全くなかっ

たとは認め難いが、Ｘのことを話題として取り上げた動画の内容を簡潔に表

 
20 ピンク・レディー事件の原審である知財高判平成２１年８月２７日判時２０６０号１３７頁は、 「パブリ

シティ権侵害の判断基準として、その使用行為の目的、方法及び態様を全体的かつ客観的に考察して、そ

の使用行為が当該芸能人等の顧客吸引力に着目し、専らその利用を目的とするものであるといえるか否か

により判断すべきであるとのＹ（被控訴人）の主張に応える形で、「その使用行為が  専ら』当該芸能人等

の顧客吸引力の利用を目的とするか否かによるべきとする点は、出版等につき、顧客吸引力の利用以外の

目的がわずかでもあれば、そのほとんどの目的が著名人の氏名・肖像による顧客吸引力を利用しようとす

るものであったとしても、  専ら』に当たらないとしてパブリシティ権侵害とされることがないという意味

のものであるとすると、Ｙの主張もまた、一面的に過ぎ、採用し得ない」としている。 
21 調査官解説（中島・前掲注 2）４０頁）も、 「専ら」の意味内容について、必ずしも１００％全て （ 「ｏｎ

ｌｙ」、「ｅｘｃｌｕｓｉｖｅｌｙ」）という意味に限られるものではなく、主として（ 「ｍａｉｎｌｙ」）の

意味を含み得るものとして使用するものと思われるとしている。 
22 知財高判令和３年１２月２４日（令和３年（ネ）第１０００８号）〔太田光事件〕 
23 東京地判令和５年１月２６日（令和３年（ワ）第１１１１８号）〔艦隊これくしょん事件〕 
24 東京地判令和５年１２月１１日判時２６１６号１３４頁〔岡田佑里乃事件〕 
25 東京地判令和６年３月２８日判タ１５２８号２１６頁〔ＡＴＳＵＫＯ ＭＡＴＡＮＯ（タオル美術館）

事件〕 
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し、又は動画の分類、検索等を容易にするという、タイトルやハッシュタグ

の目的に沿って付されたものと認定した事例26 

 

エ 第１類型――「「肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使

用」 5 

(ｱ)「典型例 

第１類型の典型例について、金築誠志裁判官の補足意見は、「ブロマイド、

グラビア写真」を挙げる。 

また、調査官解説は、第１類型の典型例として、肖像に関しては、ブロマ

イド、ポスター、ステッカー、シール、写真集、画像の配信サービス等を挙10 

げ、さらに、頁の一部に剥がして利用することができるシールを付する場合、

付録や袋とじで写真等を挿入する場合、雑誌の一部に 「グラビア写真」とは

いえないような小さい写真が、記事と関連性なく多数掲載されており、いわ

ゆるミニ写真集と同視することができるような場合、ニュース番組等で芸能

人の実演を全て報道するような場合も、「独立要件」（➡(ｳ)）を充足すると15 

して第１類型に該当するということも可能であるとしている。 

 

(ｲ)「「肖像等それ自体」 

本要件は、肖像等に新たに加えられた創作的貢献に着目した要件であると

説明される27。そして、鑑賞の対象が肖像等それ自体であるか、肖像等を利20 

用して新たに創作された別の物であるかが問題となる典型例として、肖像等

を滑稽化・風刺化するパロディーが挙げられる。 

調査官解説は、パロディーについて、肖像等「それ自体」を鑑賞の対象と

するというよりも、むしろ、当該肖像等の滑稽化・風刺化によって新たに創

作された思想、笑い等を鑑賞の中心とするものであるから、パロディーは、25 

第１類型にいう「それ自体」の要件に該当しないとしている。また、実在の

有名人等をモデルとして同人とは異なるキャラクターを描いた漫画等につ

いても、同キャラクターは、本人をモデルとしつつも架空の人物を示すもの

である上、その鑑賞の対象は、新たに創作された「笑い」等にあるといえる

から、パロディーの取扱いと同様に考えるべきであろうとしている28。 30 

 
26 東京地判令和８年３月２５日（令和６年（ワ）第７０５５５号） 
27 関真也「エンターテインメント産業における生成ＡＩ・ディープフェイクと声の権利 第２回 パブリシ

ティ権による声の保護 ～米国裁判例の分析とピンク・レディー最判の判断枠組みに対する示唆～」コピラ

イト７７３号（２０２５年）５２頁 
28 中島・前掲注 2）４２頁。その上で、「本判決は、パロディー等の取扱いにつき直接判示するものではな

いが、肖像等は 創作物等』に使用されることもあり、その使用を正当な表現行為等として受忍すべき場

合もあると説示して、創作行為へのインセンティブを保障する重要性を指摘していることからすれば、第

１類型にいう それ自体』は、創作行為等への萎縮効果を防ぐという上記の趣旨を十分に踏まえて解釈さ
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(ｳ)「「独立して鑑賞」（独立要件） 

独立要件は、雑誌のグラビア写真のように出版物の一部を構成するにすぎ

ない場合に、肖像等が他の部分から独立して鑑賞の対象となっているか否か

を問題とする要件である （反対に、ブロマイドのような単体の商品における5 

肖像は、それ自体が独立して鑑賞の対象となっていることが明らかである。）。 

調査官解説は、「グラビア写真」という概念の外延自体が一義的には明確

なものでないことに留意を要するとした上で、 「下級審の裁判例においても、

モデル料等が通常支払われるようなグラビア写真として肖像写真を使用す

る場合には、パブリシティ権侵害を構成すると説示するものもあり……、原10 

判決、本判決も、取引の実情等を踏まえて、基本的には同様の考え方を採用

したものと思われる」として、モデル料等が通常支払われるようなものであ

るか否かを一つの考慮要素としている29。 

また、金築誠志裁判官の補足意見は、「専ら」要件との関係で肖像写真と

記事が併存する場合の考え方を説明しているが、調査官解説は、第１類型と15 

の関係でこれを考察し、「写真の大きさ、取り扱われ方等と、記事の内容等

を比較検討し、記事と関連性がない場合、又は記事と関連性があったとして

も、実質的には、記事は  添え物』で独立した意義が認められないような場

合に限り」、グラビア写真は、独立要件を充足するとしている。 

裁判例においては、東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６20 

頁〔ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件〕が、「本件記事は、概ね本件写真をグラビア

写真のように使用しつつも、コメントを付したものであるから……、肖像等

それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用したか否か……に

ついて、写真の大きさ、取り扱われ方等とコメントの内容等を比較検討し、

写真とコメントとの間に関連性がない場合又はコメントとの間に関連性が25 

あったとしても実質的にはコメントに独立した意義が認められない場合に

限り、パブリシティ権を侵害すると解するのが相当である」として、おおむ

ね調査官解説と同様の規範を定立している。 

そのほか、ピンク・レディー事件最高裁判決及びその後の下級審裁判例に

おいて、独立要件該当性を肯定した事例としては、以下のものがある。 30 

・ ①Ｘの写真に対し、当該写真と無関係ではないものの写真の大きさと比

較して小さい欄においてコメントが付され、しかも各コメントが分散して

記載されており、写真の内容を即物的に説明したにすぎないもの、及び②

縦約４ｃｍ、横約４．８ｃｍと掲載頁の大きさに比較して小さいものであ

 
れるべきであろう」としている。 
29 中島・前掲注2）４３～４７頁 
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る上、白黒であるが、Ｘの学生時代の写真と併せ又は対比することによっ

て、独立した鑑賞の対象としたものである上、当該写真に係るコメントは

当該写真と無関係ではないものの、写真の内容に即して筆者の願望、推測

等を述べるにすぎず、当該コメントに独立した意義が認められないもの30 

・ 全１１２頁の書籍の全編にＸの写真計１８０枚が掲載され、その大部分5 

が写真だけか、写真の脇に短い記述を添えただけであり、コラムには比較

的まとまった文章があるものの、その具体的な内容と掲載された写真との

間に格別の関連がなく、当該写真が当該コラムの内容を補足するものでは

ないもの31 

他方で、独立要件の該当性を否定した事例としては、以下のものがある32。 10 

・ Ｘの属するグループそのものの紹介はなく、同グループの曲の振り付け

を利用したダイエット法の効果やその解説、子供の頃に同グループの曲の

振り付けをまねていたタレントの思い出等を紹介する中で、約２００頁の

雑誌全体のうち３頁において、縦２．８ｃｍ、横３．６ｃｍないし縦８ｃ

ｍ、横１０ｃｍ程度の白黒写真を掲載したもの33 15 

・ Ｘの肖像写真に乳房のイラストを合成することによって、これらに付さ

れたコメント等と相俟って、Ｘの乳房ないし裸体を読者に想像させること

を目的とするもので、当該イラスト部分自体に肖像写真を離れた独立の意

義があるとは必ずしもいい難いが、上記目的を踏まえると、コメント等と

ともに本件記事の不可欠の要素となっており、単なる添え物とは評価でき20 

ないもの34 

これらの裁判例の動向を踏まえると、独立要件の検討に当たっては、使用

された肖像の大きさ、肖像等にコメント等の文章が付されている場合には当

 
30 東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件〕 
31 知財高判平成２５年１０月１６日（平成２５年（ネ）第１００５２号）〔嵐ら事件〕 
32 ピンク・レディー事件最高裁判決以前の事案であるが、東京地判平成１２年２月２９日判時１７１５号

７６頁〔中田英寿事件第一審〕は、グラビア部分４頁と本文部分２３７頁から構成されるＸの伝記を主な

内容とする書籍のうち、表紙、上記グラビア部分全部及び上記本文部分中１６頁にＸの肖像が、そのほか

にＸのサインや詩等が掲載されていた事案に関して、①Ｘの氏名及び肖像写真を利用して購入者の視覚に

訴える体裁になっているものの、残りの約２００頁はＸの生い立ちや言動について記述された文章で構成

されており、これが本件書籍の中心的部分であること、②本文中に掲載されたＸの写真は、その前後の文

章で採り上げられた時期のＸに対応するもので、本文の記述を補う目的で用いられたものであること、③

表紙及びグラビア頁等に利用されたＸの氏名及び肖像写真は、文章部分とは独立して利用されており、Ｘ

の氏名等が有する顧客吸引力に着目して利用されているが、そのような態様によるＸの氏名、肖像の利用

は本件書籍全体の一部分にすぎないこと等を踏まえれば、本件書籍におけるＸの氏名、肖像等の使用は、

Ｘの氏名、肖像等の持つ顧客吸引力に着目して専らこれを利用しようとするものとは認められないとした。 
33 ピンク・レディー事件最高裁判決 
34 知財高判平成２７年８月５日（平成２７年（ネ）第１００２１号）〔週刊実話事件〕。なお、肖像権侵害

の成立は肯定した。 
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該文章の分量、肖像と文章の関係性等が考慮されていることが分かる35。 

 

Point 

 パブリシティ権侵害が認められる第１の類型は、「肖像等それ自体を独立して

鑑賞の対象となる商品等として使用」する場合であり、肖像そのものを商品化5 

したブロマイドやポスター、肖像を用いた雑誌のグラビア写真などがその典型

例とされる。 

 パロディーなど、鑑賞の対象の中心が肖像等そのものではなく、肖像等に付加

して新たに創作された笑い等である場合には、パブリシティ権侵害に当たらな

い。 10 

 グラビア写真など、雑誌等の一部に肖像等が用いられている場合に、その肖像

等が「独立して鑑賞の対象」となっているかは、使用された肖像の大きさ、肖

像等にコメント等の文章が付されているときは当該文章の分量、肖像と文章の

関係性等が考慮される。 

 15 

 

(ｴ) 「商品等」 

調査官解説は、「商品等」とは、商品又はサービスとして「商品化」さ

れたものをいい、肖像等の使用が私的なものにとどまれば違法性を欠くと

いうべきであるから、業としての行為（商業的利用行為）に限られ、例え20 

ば、デモ等に利用する目的で政治家の写真を個人のＴシャツに付するよう

な場合や、インターネット上の個人のファンサイト又はブログに肖像写真

を掲載するような場合には「商品等」に該当しないとしている36。 

 

オ 第２類型――「商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付し」 25 

(ｱ)「典型例 

第２類型の典型例について、金築誠志裁判官の補足意見は、「キャラクタ

ー商品」を挙げる。 

また、調査官解説は、第２類型を肖像等の有するいわゆるキャラクター価

値を「商品化」する類型であるとした上で、その典型例として、Ｔシャツ、30 

マグカップ、ポーチ、ストラップ、タオル、下敷き、カレンダー、キーホル

 
35 調査官解説（中島・前掲注2）４９頁）は、第１類型で使用される肖像は、「肖像それ自体」の鑑賞性に

着目してされるものであることから、同類型に基づく請求をするときは写真１枚毎に独立鑑賞性を個別的

に主張立証することになるとする。 
36 中島・前掲注2）４０頁。同様に、「商品等」の「等」は商業的役務を意味すると解するものとして、奥

邨弘司「判批」ジュリスト１４５３号（２０１３年）２７４頁。 
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ダー、マグネット、スポーツ用具、切手、食品等を挙げているところ37、こ

れは、これらの商品等に氏名や肖像がワンポイント的に印刷されたものを想

定しているものと考えられる。 

 

(ｲ)「「差別化を図る目的」 5 

調査官解説は、第２類型にいう 「差別化」とは、商品に肖像等を付してこ

れをキャラクター商品にするような場合を意味するものであり、本判決にい

う「差別化」の外延は、「キャラクター商品」の外延と実質的に重なること

になると思われるとしている38。第２類型が想定する肖像等の使用類型は、

第１類型のように肖像等が独立鑑賞の対象とされるわけではなく、肖像等以10 

外に別途の主要な商品価値を備える商品において、他の同種商品との「差別

化」を図るために肖像等を使用する場合と解されるとの指摘もある39。 

ピンク・レディー事件最高裁判決及びその後の下級審裁判例において、差

別化目的の該当性を肯定した事例としては、以下のものがある。 

・ Ｙの運営するウェブサイトにおいてＸの肖像等が転写されたグッズを15 

販売した事案40 

・ Ｙが、その提供する全てのサービスに共通して、「日本一稼いだ伝説の

キャバクラ嬢」として広く認知されているＸの芸名や肖像を使用したブラ

ンド価値を全面に押し出し、商号、標章、ウェブページ、ドメイン名にＸ

の芸名や肖像を使用した事案41 20 

他方で、差別化目的の該当性を否定した事例としては、以下のものがある。 

・ Ｙの販売するタオルに付された、タオルの大きさと比較して極めて小さ

な形状のネームタグに、Ｘの氏名を記載した事案42 

 

(ｳ)「「商品等に付し」 25 

「商品等」には、商品のほか、サービスも含まれる43。 

 
37 中島・前掲注2）４７頁 
38 中島・前掲注2）４８頁 
39 本山雅弘「パブリシティ権侵害の第３類型と表現媒体商品の広告の場合」國士舘法學第５７号（２０２

４年）６９頁 
40 知財高判令和５年９月１３日 （令和５年（ネ）第１００２５号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメンバ

ー事件〕 
41 知財高判令和７年６月３０日（令和６年（ネ）第１０００４号）〔ＥＮＲＩＫＥ事件〕 
42 東京地判令和６年３月２８日判タ１５２８号２１６頁〔ＡＴＳＵＫＯ ＭＡＴＡＮＯ（タオル美術館）

事件〕。Ｘがタオルの絵柄とは別にネームタグのパブリシティ権侵害を主張した事案であるが、裁判所は、

Ｙ商品の顧客吸引力は専ら絵柄に由来するものであること、ネームタグは万国著作権条約に基づくⓒ（コ

ピーライト）表示の責任を果たすために付されたものであると認定した。 
43 法人の商号、標章、ウェブページ及びドメイン名という、商品そのものではないサービスへの肖像等の

利用も第２類型に当たると判断した、知財高判令和７年６月３０日・前掲注41〔ＥＮＲＩＫＥ事件〕 
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また、「付し」には、肖像等を商品等に付してキャラクター商品を生産す

る行為のほかにも、肖像等が付された商品等を販売、輸出等する行為も含ま

れると解される44。 

 

Point 5 

 パブリシティ権侵害が認められる第２の類型は、「商品等の差別化を図る目的

で肖像等を商品等に付す」場合であり、肖像等をワンポイント的に印刷したＴ

シャツ、マグカップ等の商品がその典型例とされる。 

 

 10 

カ 第３類型――「肖像等を商品等の広告として使用」 

(ｱ)「典型例 

第３類型は、肖像等を商品等の広告として使用する場合である。ＳＮＳ等

のウェブサイトにおけるなりすまし広告 （当該有名人の承諾を得ずに、あた

かも当該有名人が投資商品等を推薦しているかのような広告を掲載するも15 

の）に他人の肖像等を用いることもこれに該当し得る。 

 

(ｲ)「「広告」 

調査官解説は、肖像等を商品等の出所を示すものとして利用する場合 （例

えば、本の広告の中にその本の著者の肖像等を使用する行為）には、当該肖20 

像等は商品等の「広告」とはいえないことから第３類型に該当せず、また、

レストラン等に芸能人が来店した写真を店内に飾るような行為も、当該芸能

人が来店した事実を示すものにすぎず、「広告」とまではいえないため、第

３類型に該当しないとする45。 

 25 

(ｳ)「裁判例 

ピンク・レディー事件最高裁判決以後の下級審裁判例において、明示的に

第３類型の該当性を肯定したと考えられる事例としては、以下のものがある。 

・ Ｙが開設した、閲覧者をＸの属するグループのグッズ販売サイトやファ

ンクラブサイトに誘導してその購入・入会を促す役割を有するウェブサイ30 

トにおいて、Ｘの肖像等を掲載した事案46 

 
44 中島・前掲注 2）４０、４９頁。販売につき、知財高判令和５年９月１３日・前掲注 40〔ＦＥＳＴ Ｖ

ＡＩＮＱＵＥＵＲメンバー事件〕。 
45 中島・前掲注2）５０頁 
46 知財高判令和５年９月１３日 （令和５年（ネ）第１００２５号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメンバ

ー事件〕 
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・ Ｙが開設した、Ｘのオフィシャルホームページと題するウェブサイト

（オンラインショップやショップリスト等のコンテンツページを含む。）

において、Ｘの氏名や肖像を掲載した事案47 

・ Ｙが開設したフィットネス関係の衣料品を販売するウェブサイト等に

Ｙの商品を着用したＸの肖像を掲載した事案48 5 

これに対し、第３類型の該当性そのものを否定した事例は見当たらない。

他方で、以下の事例は、３類型全ての該当性を検討した上でいずれもその該

当性を否定しているが、最も問題となるのは第３類型の該当性であったと考

えられる。 

・ Ｙの発行する雑誌の中吊り広告において、その左から４分の１程度のス10 

ペースを使用して縦書き４行にわたってＸの大学裏口入学疑惑に関する

見出しが記載されているところ、当該見出しスペースの下方３分の１程

度、幅３分の２程度のスペースにＸの肖像を掲載した事案49 

・ Ｙが開設した、所属タレントの紹介サイトにおいて、Ｘの氏名や肖像を

掲載した事案50 15 

 

(ｴ)「第３類型該当性の判断手法 

ピンク・レディー事件最高裁判決の判断枠組みからすれば、３類型は、専

ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とするといえる場合の例示であ

ることから、論理的には、３類型に該当する場合には、別途上記目的の有無20 

を検討することは要しないことになる。もっとも、第３類型の要件は、「肖

像等を商品等の広告として使用」することであり、第１類型の「それ自体」

や「独立して鑑賞」、第２類型の「差別化を図る目的」のように文言上は顧

客吸引力を利用する目的といった観点からスクリーニングする要件が設定

されていないため、専ら顧客吸引力の利用を目的とする場合でなくとも、形25 

式的には第３類型に該当するようにみえる場合がある51。そのため、特に第

 
47 東京地判平成３１年２月８日（平成２８年（ワ）第２６６１２号等）〔ジル・スチュアート事件〕 
48 大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号９９頁〔Ｒｉｔｍｉｘ事件〕 
49 知財高裁令和３年１２月２４日（令和３年（ネ）第１０００８号）〔太田光事件〕 
50 東京地判令和５年１２月１１日判時２６１６号１３４頁〔岡田佑里乃事件〕。当該事件に関する小泉直樹

「判批」ジュリ１５９６号（２０２４年）８頁は、 「一般に、芸能プロダクションのホームページ上の所属

タレント一覧には、タレントの氏名・肖像が有する顧客吸引力を利用したプロダクションの広告という側

面もまったくないとまではいえない」として、第３類型が問題となり得ることを示唆する。他方で、同論

稿は、 「判旨の指摘のとおり、その主たる目的は、当該タレントの所属の事実を示し、人物情報を補足する

ことにあり、 専ら』タレントの顧客吸引力を利用するものとはいえない」として、「専ら」要件の問題とし

て検討している。 
51 例えば、知財高裁令和３年１２月２４日（令和３年（ネ）第１０００８号）〔太田光事件〕では、雑誌の

中吊り広告にＸの肖像が掲載されていたもので、形式的に見れば、「肖像等を商品等の広告として使用」し

ているとも思えるが、パブリシティ権侵害が否定されている。 
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３類型については、とりわけ表現作品の広告につき、顧客吸引力の利用目的

の有無を実質的に検討することが必要となる場合もあると考えられる52。 

 

Point 

 パブリシティ権侵害が認められる第３の類型は、「肖像等を商品等の広告とし5 

て使用」する場合であり、テレビやウェブサイトの広告に肖像等を掲載するこ

とがその典型例とされる。 

 

 

キ ３類型以外で、専ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とするといえる10 

場合――「など」 

ピンク・レディー事件最高裁判決の金築誠志裁判官による補足意見において、

「三類型以外のものについても、これらに準ずる程度に顧客吸引力を利用する

目的が認められる場合に限定することになれば、パブリシティ権の侵害となる

範囲は、かなり明確になるのではないだろうか」として、「など」は３類型に15 

準ずる場合に限定すべきことが示唆されている。 

調査官解説は、３類型に付け加えられた「など」は、３類型と違法性におい

て実質的に同一である（「均等」）と評価されるような場合に、パブリシティ権

の禁止効の及ぶ範囲を例外的に拡張するものであり、本判決が第１類型ないし

第３類型を具体的に明示して、侵害範囲を厳格に制限しようとした趣旨からす20 

れば、「など」は、基本的には予測できない利用態様が将来発生し得ることに

配慮してその余地を残したものであり、３類型の限界事例について 「など」に

該当するとして禁止効を拡張すべきではないとしている53。その上で、「など」

に該当するか否かが検討され得る一応の例として、インターネット上の個人の

ファンサイトやブログに肖像写真を多数掲載するような場合であって、ファン25 

サイト等の内容と関連性が低い肖像写真が極めて多数にのぼり、肖像写真をブ

ロマイド等として販売する本人の営業上の利益を現に害するようなときを挙

げ、こうした肖像写真は、３類型にいう「商品等」に該当せず、３類型に該当

するものではないものの、３類型と違法性において同一であって、パブリシテ

 
52 関真也「エンターテインメント産業における生成ＡＩ・ディープフェイクと声の権利 第２回 パブリシ

ティ権による声の保護 ～米国裁判例の分析とピンク・レディー最判の判断枠組みに対する示唆～」コピラ

イト７７３号（２０２５年）５４頁、奥邨弘司ほか「弁護士知財ネット創立２０周年記念シンポジウム パ

ブリシティ権にかかわる比較法的考察」Ｌａｗ ａｎｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ１０９号（２０２５年）

５８頁〔奥邨発言〕。また、本山 ・前掲注 39）９０～９１頁は、表現媒体商品の広告の場合には「肖像等を

商品等による営利達成のみを図る目的で広告として使用する」がその侵害類型の定義としてより適切であ

るとする。 
53 中島・前掲注2）５０～５１頁 
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ィ権侵害を構成するとの解釈も成り立ち得るとしている54。 

 

ク 各類型の区別 

(ｱ)「対象の違い 

各類型の区別について、特に第１類型と第２類型は、肖像が商品化のため5 

に使用されるという点において共通するが、第１類型で使用される肖像は、

「肖像それ自体」の鑑賞性に着目し、これを商品化するのに対し、第２類型

で使用される肖像は、「商品全体」を差別化することに着目し、これをキャ

ラクター商品として商品化するという点において相違する。例えば、写真集

に掲載された独立鑑賞性のある１枚の写真は、それ自体を鑑賞性の高い商品10 

として商品化するものである （第１類型）と評価することができるし、それ

と同時に、そのほかの人物識別情報と併せて商品全体を差別化してこれを本

人の写真集として商品化するために使用されている （第２類型）とも評価す

ることができる。そのため、出版物に掲載されている複数の写真がパブリシ

ティ権を侵害するとして損害賠償等を求める場合においては、第１類型に基15 

づく請求をするときは写真１枚毎に独立鑑賞性を個別的に主張立証するこ

とになり55、第２類型に基づく請求をするときは「差別化」（ 「キャラクター

商品」）該当性をいうために、商品全体のうち氏名、肖像等の人物識別情報

部分とその余の構成部分の内容、割合等を概括的に主張立証することになる
56。 20 

なお、３類型の区別に関して、知財高判令和５年９月１３日（令和５年（ネ）

第１００２５号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメンバー事件〕は、侵害

が認定されたウェブサイトが３類型全てを網羅しており、参考になる。 

 
54 中島・前掲注2）５０～５１頁。同旨を述べるものとして、田村善之 不正競争法概説〔第２版〕』（有斐

閣、２００３年）５１９頁。 
55 例えば、東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件〕は、表紙

を含めて２６０頁の、多数の芸能人の写真が無断掲載されていた雑誌のうち、カラーページ１頁（縦約１

８．１ｃｍ、横約１４．８ｃｍ）上部に写真１枚（縦約１０ｃｍ、横約１４．８ｃｍ）を掲載されたにすぎ

ないＸとの関係においてもパブリシティ権侵害を認めている。 
56 中島・前掲注2）４９頁。このように、第１類型と第２類型とでは、顧客吸引力が利用される対象範囲が

異なる場合がある。その他の例として、有名人の肖像等を無断利用した多数の動画が掲載されるウェブサ

イトを運営し広告収入を得ている場合には、個別の動画が商品等であるとして第１類型を主張することが

考えられるし、また、当該有名人の動画が全体のウェブサイトを差別化するとして、第２類型を主張する

ことも考えられる。 
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すなわち、同判決は、①本件Ｙサイトは、本件グループのメンバーや活動

内容等を紹介することにとどまらず、その閲覧者を本件グッズ販売サイトや

本件ファンクラブサイトに誘導して、グッズの購入及びファンクラブへの入

会を促す役割も果たすものであるから、本件被告サイトにおける原告らの肖5 

像等の利用は、商品販売等の広告として使用するものとした（第３類型）。 

また、②Ｙが、本件グッズ販売サイトにおいて、Ｘらの肖像等が転写され

たグッズを販売する行為は、Ｘらの肖像等を商品等の差別化を図る目的で利

用しているといえるとした（第２類型）。 

さらに、③本件ファンクラブサイトにＸらの肖像等に係る写真及び画像等10 

を掲載することは、会費を支払ったファンクラブ会員に対する本件グループ

のメンバー （Ｘら）及び活動内容等を紹介することを目的としてされるもの

であるから、Ｘらの肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等とし

て使用するものというべきであるとした（第１類型）。 

 15 

(ｲ)「 肖像等が商品等に組み込まれている場合における第１類型と第２類型の

区別 

 生成ＡＩを用いて本人の肖像等を無断で利用して動画、楽曲、オーディオ

ブック等の商品等が作成された場合には、本人の肖像等は当該商品等に組み

込まれることになる。このような場合に、商品等において、当該肖像等を鑑20 

賞するという側面に着目すれば第１類型への該当性が、当該肖像の存在が他

の商品等との差別化要因となるという側面に着目すれば第２類型への該当

性がそれぞれ問題になると考えられる。本検討会においては、第１類型は肖

像等そのものをコンテンツとして鑑賞する類型であり、第２類型は別途存在

する商品等に肖像等をマークとして付する類型であるとの理解を前提とし25 

て、両者は基本的に区別されるべきものであって、肖像等を商品等そのもの

本件Ｙサイト 

リンク 

Ｆ Ｃ 

グッズ 

本件ファンクラブサイト  

リンク 

第３類型 

¥■,■■■ 

第２類型 
第１類型 
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に組み込み、それ自体が鑑賞の対象となるような形で肖像等を「使用」する

場合については、「付す」とはいえない以上第２類型には該当せず、「など」

に該当するか否かを問題とすべきであるとの意見が示された57。 

これに対し、第２類型には、「使用する」場合をも含むと理解することが

できるとした上で58、作品全体の価値が肖像等に由来していることを求める5 

など、第２類型への該当性を限定することにより対処することも考えられる

のではないかとの意見も示された。このように、表現作品に肖像等が組み込

まれている場合における第１類型と第２類型の関係性をどう捉えるかは一

概に整理し難いと考えられるが、最終的には、ピンク・レディー事件最高裁

判決で示された３類型が有する違法性の実質を踏まえつつ、個別具体的な事10 

案に即して実質的な評価を行うことが重要であると考えられる。 

 

⑶ 声のパブリシティ権侵害の判断基準 

ア 総論 

声のパブリシティ権侵害に関しても、ピンク・レディー事件最高裁判決の示15 

した３類型及び「など」の侵害判断基準が同様に妥当すると考えられる。 

 

イ 声の顧客吸引力について 

声も、肖像や氏名と同様に、商品の販売等を促進する顧客吸引力を有する場

合がある。声優については、特定のキャラクターの声として認知されていたと20 

しても、声優にとってのキャラクターの声は、当該声優個人の人格を象徴する

声の一内容であるから、当該声優の声に顧客吸引力が認められるといえる。 

 

ウ 本人の「肖像等」の使用について 

肖像の場合と同様に、声に関するパブリシティ権の侵害に当たるというため25 

には、本人と識別することができる声が使用されたといえることが必要である

と考えられる。 

声に関しては、肖像や氏名等よりも識別性が弱い側面があるとされるものの、

その判断枠組みについては肖像の場合と基本的には同様であり、本人と同一の

 
57 あわせて、第２類型を広く捉えるという見解の背景に独立鑑賞を要件とする第１類型への適用が困難で

あるとの問題意識があるとすれば、むしろ、独立鑑賞という要件を、商品等の顧客から見て購入動機にな

っているかなどという観点から一定程度柔軟に考えることによって対処することが可能ではないかとの意

見が示された。このような意見については、「独立して鑑賞」という文言は著作権法における引用が成立し

ない理由付けとして裁判例上用いられており、そこでは比較的緩やかに「独立して鑑賞」に当たると判断

されていることが参考になるとして、賛成する意見があった。 
58 なお、中島基至「人声権（Ｒｉｇｈｔ ｏｆ Ｈｕｍａｎ Ｖｏｉｃｅ）の生成と展開」Ｌａｗ ａｎ

ｄ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ１０６号（２０２５年）７頁では、「第２類型とは、商品等の差別化を図る目的

で人の声を商品等に使用する場合を違法類型とするものである」と、声については「付す」ではなく「使用

する」という言葉が用いられている。 
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声が使用された場合はもちろん、本人に類似する声が使用された場合も含まれ

る。その場合には、声の類似性の程度59や、使用されるに当たって付加された

情報等を総合的に考慮して、その声に接する商品等の需要者において、本人の

声を想起し、本人の声であると識別することができるものであるか否かを検討

することとなると考えられる。ただし、上記のとおり、声に関しては識別性が5 

相対的に弱く、肖像や氏名等の場合と比べると、付加的な情報等と相まって識

別可能となるか否かの検討がより重要となると考えられる。 

なお、物まねや声まねの芸については、本人の肖像、声等を連想させるもの

ではあるものの、通常、物まねや声まねの芸をする者自身の氏名 ・芸名 ・肖像

等の人物識別情報を明示して行われているものであり、調査官解説は、物まね10 

等に係る「肖像等」は、人物識別情報としては、芸をする者自身を示すもので

あり、本人の「肖像等」には当たらないとする60。物まね等が人の目を引くの

は、その芸の力故であることを踏まえ、 「専ら顧客吸引力の利用を目的とする」

との要件を欠くとの見解もある61。 

ただし、芸をする者自身の氏名等を明示せずに顧客吸引力を有する本人の肖15 

像、声等と類似するものを使用し、需要者によってそれが本人を示すものとし

て誤解されるような場合には、パブリシティ権侵害となる余地がある62。 

 

Point 

 声についても、商品等の販売を促進する場合には、顧客吸引力が認められる。20 

その演じているキャラクターの声を通じて顧客吸引力が認められる場合もあ

る。 

 声そのものは、肖像や氏名と比べて識別力が弱い側面があるが、肖像の場合と

同様に、本人に類似する声が使用された場合であっても、声の類似性の程度や、

使用されるに当たって付加されたその他の情報等を総合的に考慮して、本人の25 

声が使用されたといえるときがある。 

 物まねや声まねは、本人「（まねされた者）を示すものとして誤解されるような

場合でない限り、本人のパブリシティ権を侵害するものとは解されない。 

 

 30 

 
59 なお、声の類似性に関しては、声紋鑑定等の科学的な分析手法を用いることも考えられるが、問題とな

っているのは、需要者に対して本人の声が有する顧客吸引力が利用されているか否かなのであり、声紋の

類似性の程度が科学的にどのように分析されるかは、考慮要素の一つとなり得るものの、決定的な要素に

までなるわけではないと考えられる。 
60 中島・前掲注2）４２頁 
61 奥邨・前掲注19）３６頁 
62 中島・前掲注2）４２頁 
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エ 第１類型 

第１類型を声に当てはめた場合には、「声それ自体を独立して鑑賞の対象と

なる商品等として使用する場合」ということになる。この典型例としては、有

名人のボイスメッセージやボイススタンプ、ナレーションなど、声そのものが

商品化されているものが考えられる63。 5 

 

オ 第２類型 

第２類型を声に当てはめた場合には、「商品等の差別化を図る目的で声を付

す場合」ということになる。この典型例としては、有名人の声を使用した目覚

まし時計、カーナビゲーション、スマートスピーカー、キャラクターゲームな10 

ど、商品等の中で特定の声が用いられているものが挙げられる64。 

 

カ 第３類型 

第３類型を声に当てはめた場合には、「声を商品等の広告として使用する場

合」ということになる。この具体例としては、広告等のナレーションへの利用15 

が考えられる。ＳＮＳ等における有名人のなりすまし広告も、当該有名人の声

やそのような声と識別することができる音声を使用している場合には、第３類

型に当たると解される65。 

 

Point 20 

 声の無断利用が問題となる典型例のうち、ボイスメッセージ等への利用は第１

類型として、声を再生することができる機器等への利用は第２類型として、な

りすまし広告を含む広告等のナレーションへの利用は第３類型として、保護の

対象となり得ると考えられる。 

 25 

 

４ パブリシティ権侵害による損害賠償請求・差止請求 

⑴ 損害の範囲 

ア 財産的損害 

(ｱ)「逸失利益 30 

不法行為に基づく損害賠償請求においては、パブリシティ権者において、

 
63 今村哲也「ＡＩが再現する「声」と知的財産法の課題」知財管理７５巻９号（２０２５年）１１５５～

１１５６頁、中島・前掲注58）６～７頁 
64 今村・前掲注63）１１５５～１１５６頁、中島・前掲注 58）６～７頁。なお、有名人の声を使用したオ

ーディオブックについては、今村は第２類型、中島は第１類型に分類している。 
65 今村・前掲注63）１１５５～１１５６頁、中島・前掲注 58）６～７頁 
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侵害行為と因果関係のある損害額を立証しなければならず、逸失利益に関し

ては、侵害行為によってパブリシティ権者が得られたはずの利益が減少した

事実及びその減少額を立証することになる。もっとも、パブリシティ権侵害

があった場合の逸失利益の立証は必ずしも容易ではないところ、各種知的財

産法では、その立証の負担を軽減するため損害の額の推定等に関する規定を5 

定めている66。このうち、著作権法第１１４条第１項から第３項までの規定

は、次のとおりである。 

 

○著作権法（昭和４５年法律第４８号） 

 （損害の額の推定等） 10 
第１１４条 著作権者等が故意又は過失により自己の著作権、出版権又は著作隣接権を侵害した者（以

下この項において「侵害者」という。）に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合

において、侵害者がその侵害の行為によつて作成された物（第一号において「侵害作成物」という。）

を譲渡し、又はその侵害の行為を組成する公衆送信（自動公衆送信の場合にあつては、送信可能化を

含む。同号において「侵害組成公衆送信」という。）を行つたときは、次の各号に掲げる額の合計額を、15 
著作権者等が受けた損害の額とすることができる。 

 一 譲渡等数量（侵害者が譲渡した侵害作成物及び侵害者が行つた侵害組成公衆送信を公衆が受信し

て作成した著作物又は実演等の複製物（以下この号において「侵害受信複製物」という。）の数量を

いう。次号において同じ。）のうち販売等相応数量（当該著作権者等が当該侵害作成物又は当該侵害

受信複製物を販売するとした場合にその販売のために必要な行為を行う能力に応じた数量をいう。20 
同号において同じ。）を超えない部分（その全部又は一部に相当する数量を当該著作権者等が販売す

ることができないとする事情があるときは、当該事情に相当する数量（同号において「特定数量」と

いう。）を控除した数量）に、著作権者等がその侵害の行為がなければ販売することができた物の単

位数量当たりの利益の額を乗じて得た額 

 二 譲渡等数量のうち販売等相応数量を超える数量又は特定数量がある場合（著作権者等が、その著25 
作権、出版権又は著作隣接権の行使をし得たと認められない場合を除く。）におけるこれらの数量に

応じた当該著作権、出版権又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に相当する額 

２ 著作権者、出版権者又は著作隣接権者が故意又は過失によりその著作権、出版権又は著作隣接権を

侵害した者に対しその侵害により自己が受けた損害の賠償を請求する場合において、その者がその侵

害の行為により利益を受けているときは、その利益の額は、当該著作権者、出版権者又は著作隣接権30 
者が受けた損害の額と推定する。 

３ 著作権者、出版権者又は著作隣接権者は、故意又は過失によりその著作権、出版権又は著作隣接権

を侵害した者に対し、その著作権、出版権又は著作隣接権の行使につき受けるべき金銭の額に相当す

る額を自己が受けた損害の額として、その賠償を請求することができる。 

 35 

そこで、パブリシティ権侵害に係る逸失利益の算定に当たっても、著作権

法第１１４条の規定の類推適用ができるかが問題となる。 

学説上、著作権法第１１４条第２項、第３項の類推適用を認める見解があ

り67、ピンク・レディー事件最高裁判決の担当調査官（以下、単に「担当調

 
66 著作権法以外にも、特許法第１０２条、商標法第３８条、意匠法第３９条及び不競法第５条において、

それぞれ損害の額の推定等に関する規定が定められている。検討会では、第２類型については商標法や不

競法等と実態が近くなると考えられることから、利用形態によって参考にすべき議論や裁判例は異なると

の意見があった。 
67 高林龍「パブリシティ権侵害に対する損害賠償額の認定」藤本昇先生喜寿記念論文集編集委員会編 最

近の知的財産における諸課題～企業知財関係者・学者・弁護士・弁理士・特許情報分析者の総集～藤本昇

先生喜寿記念論文集』（発明推進協会、２０２４年）５５０～５５９頁 
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査官」という。）も、パブリシティ権者の市場における上記商品等に対する

地位は、著作権者の市場における著作物に対する地位と共通することを理由

に、著作権法の損害額の推定規定の類推適用に肯定的な見解を示す68。 

近時の裁判例におけるパブリシティ権侵害に係る逸失利益の算定の動向

（時系列順）は以下の表のとおりである。これらの裁判例によれば、以下の5 

ような傾向が見られる。 

すなわち、著作権法第１１４条第１項、第２項は、損害の発生まで推定す

るものではなく、パブリシティ権者が、侵害者による権利侵害と同時期に、

侵害行為と競合する商品事業を展開しておらず、またその蓋然性もない場合

には、同条は類推適用されない（下表裁判例⑥）69。 10 

また、著作権法第１１４条第３項を明示的に類推適用するか否かにかかわ

らず、使用料相当額を基礎に損害額が算定されている事案が多い。 

侵害者の類型別では、❶第三者がパブリシティ権を無断利用した類型では、

概ね使用料相当額を算定の根拠としている（下表裁判例①②③）70。❷独占

的利用許諾等により元々パブリシティ権の利用が認められていたが、契約終15 

了後も利用を継続していた類型では、使用料相当額を算定する裁判例がある

一方で（下表裁判例⑥⑦）、この方法による算定を明示的に否定する裁判例

もある（下表裁判例⑤）。 

次に、使用料相当額を算定の根拠とした場合における具体的な算定方法を

見ると、雑誌への掲載（下表裁判例①②③）やグッズの販売（下表裁判例⑥）、20 

広告への使用（下表裁判例⑦）では、侵害者の売上に、適法な利用許諾の場

合の使用料率等を参照して算定した使用料率71を乗じた額を損害と認定して

いる。ただし、権利者側が定めている使用料率が、侵害者側の利用態様と異

なる態様を前提とする場合に、修正が図られたものがある （下表裁判例⑦）。 

 
68 中島・前掲注2）７０頁 
69 著作権法第１１４条第１項又は第２項が類推適用される場合において、第２類型又は第３類型のパブリ

シティ権侵害では、第１類型と比較して顧客吸引力の利用が雑誌等の売上に寄与する程度が小さい場合も

多いと考えられ、第１類型と比較すると推定が覆滅される可能性やその度合いが大きい可能性がある。同

条第２項と同様の規定である商標法第３８条第２項に基づく請求について、Ｙの二重まぶた形成用テープ

等へ商品の販売に係るＸの商標の無断利用による寄与の程度を限界利益の１．５％と認めた、知財高判平

成２５年３月２５日判時２２３１号９５頁〔ナーナニーナ事件〕参照。 
70 下表裁判例⑧は使用料相当額によることを肯定したのか否定したのか明らかではない。 
71 公開されている裁判例においては、適法な利用許諾の場合（同業他社との取引時や従前の利用許諾時）

の使用料率が非公開とされている例が多く、使用料率として適法な利用許諾の場合を上回る率を認定して

いるかは明らかでない（下表裁判例⑥はおおむね同率を認定していると思われる。）。他方で、著作権法第

１１４条第５項（令和８年４月１日施行）は、著作権者等が、自己の著作権等の侵害があったことを前提

として侵害者との間で権利行使の対価について合意をするとした場合に得ることとなる対価を考慮するこ

とができる旨を規定しており、同項も類推適用されるとすれば、適法な利用許諾の場合を上回る使用料率

が認められる（侵害プレミアム）ことになる。同項の類推適用を認める見解として、高林・前掲注67）５

５４頁。 
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ウェブサイトへの掲載（下表裁判例④⑤）では、当該事案の特性も踏まえ、

使用料率による算定がされなかった。 

なお、上記❷の類型では、利用料率により算定されるか否かにかかわらず、

契約時の契約内容を参照するものがある。すなわち、契約時に有償の利用許

諾がされている場合には、その利用料率が参照されたものがあり （下表裁判5 

例⑥）、有償利用を前提とした契約交渉をしていたものの金額の合意に至っ

ていない場合には、侵害者の当該契約交渉時における提案額を基礎に、これ

に一定の増額をしたものがある（下表裁判例④）。他方で、契約時に無償の

利用許諾がされていた場合には、損害額の立証が事案の性質上極めて困難で

あるとして、裁判所が相当な損害額を認定したものがある72 （下表裁判例⑤）。 10 

 

判決 対象 類型 判断 判示事項・逸失利益の算定方法 

①東京地判

平成２２年

１０月２１

日ジュリ１

４３５号９

０頁〔ペ・

ヨンジュン

事件〕 

※ピンク・

レディー事

件最高裁判

決前の事案 

雑
誌
掲
載 

第
三
者
に
よ
る
無
断
利
用 

一般論と

して著作

１１４Ⅱ

Ⅲの類推

を明示的

に否定し、

売上と数

量を基礎

に使用料

相当額を

認定。 

・パブリシティ権は人格権に由来するものであって著作財産

権とは性質を異にするものであり、著作１１４ⅡⅢを類推適

用することはできない。 

・ＹがＸに無断で本件雑誌を出版、販売したことによりＸが

被った損害額は、Ｘが本件雑誌の出版に当たり氏名・写真の

使用を許諾した場合にＸが通常受領すべき金員相当額と解

するのが相当。 

・本件雑誌の単価（５８０円）、販売部数（４万１２７５冊）、

Ｘがその名称 ・肖像写真等の使用を許諾した際の許諾料のほ

か、Ｘの氏名・肖像の有する顧客吸引力の強さ、本件雑誌に

おけるＸの氏名・肖像の使用態様、本件雑誌中でパブリシテ

ィ権を侵害する部分の割合等を総合考慮 

→Ｘの損害額を４００万円と認定。 

②東京地判

平成２５年

４月２６日

判タ１４１

６号２７６

頁〔ＥＮＪ

ＯＹ ＭＡ

Ｘ事件〕 

雑
誌
掲
載 

第
三
者
に
よ
る
無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず （Ｘの主

張 も な

し）、利用

料率によ

り使用料

相当額を

認定 

・Ｘらはパブリシティ権の使用料相当額の損害を被ったとい

うべき。 

・使用料相当額は［ （本件雑誌の販売価格×販売部数×掲載頁

数／全体頁数）×使用料率］により算定。 

・本件雑誌に係る原告らの肖像等の使用方法、本件雑誌の販

売価格、販売部数に加え、写真集における対価の支払状況を

も考慮すると、使用料率は２０％（表紙使用時は３０％）と

認めるのが相当。 

→各Ｘらの掲載頁数に応じて損害額を認定。公開されている

判決書からは逸失利益の認定額は不明だが、パブリシティ価

値毀損の損害額及び弁護士費用を含めて最大１６０万１６

９９円、最小７万７０００円を認定。 

 
72 著作権法第１１４条の５は、著作権等の侵害に係る訴訟において、損害が生じたことが認められる場合

において、損害額を立証するために必要な事実を立証することが当該事実の性質上極めて困難であるとき

は、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づき、相当な損害額を認定することができると

する。また、民事訴訟法第２４８条にも、損害が生じたことが認められる場合において、損害の性質上そ

の額を立証することが極めて困難であるときは、裁判所は、口頭弁論の全趣旨及び証拠調べの結果に基づ

き、相当な損害額を認定することができる旨の規定がある。 
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判決 対象 類型 判断 判示事項・逸失利益の算定方法 

③知財高判

平成２５年

１０月１６

日（平成２

５年（ネ）

第１００５

２号）〔嵐ら

事件〕 

雑
誌
掲
載 

第
三
者
に
よ
る
無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず（Ｘの主

張 も な

し）、利用

料率によ

り使用料

相当額を

認定 

・Ｘらは、Ｙの行為により、本件各書籍の出版に当たりそれ

ぞれを被写体とする写真の使用を許諾する場合に通常受領

すべき金銭に相当する額の損害を受けたものと認められる。 

・Ｘらの肖像写真により構成する写真集の出版等を許諾した

場合にＸらが出版社から受領する印税等の額に照らすと、本

件各書籍の出版に当たり、Ｘらが写真の使用を許諾する場合

に通常受領すべき金銭の額は、本件各書籍の本体価格の１

０％相当額に発行部数を乗じた金額を下らない。 

→掲載書籍数等に応じ、Ｘらの損害額を最大７８１万０８３

３円、最小３０６万５８３３円と認定。 

④大阪高判

平成２９年

１１月１６

日判時２４

０９号９９

頁〔Ｒｉｔ

ｍ ｉ ｘ 事

件〕 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載 

業
務
提
携
契
約
終
了
後
の

無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず （Ｘの主

張 も な

し）、使用

料相当額

を認定 

・Ｘはパブリシティ権の使用料相当額の損害を受けたと認め

られる。 

・ＹがＸに月６万円を上限とする商品の無償提供を提案して

おり、対価としてその程度の経済的負担を見込んでいたこ

と、Ｘはこれに応じておらず、これを超える対価を想定して

いたと認められること、顧客吸引力の程度・内容、画像の掲

載場所の数、掲載期間等を総合考慮。 

→画像掲載によりＸに生じた損害額は月１０万円と認める

のが相当。 

⑤知財高判

令和２年２

月 ２ ０ 日

（平成３１

年（ネ）第

１００３３

号）〔ジル・

スチュアー

ト事件〕 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載 

業
務
委
託
契
約
・
利
用
許
諾
契
約
終
了
後
の
無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず（Ｘは類

推 を 主

張）、かつ

利用料率

による算

定を否定

して、総合

考慮によ

り使用料

相当額を

認定 

・商品の無断販売の事案ではなく、Ｘの許諾の下でのウェブ

サイトへの掲載を契約終了後も継続した事案であるという

本件の事実関係の下においては、使用許諾終了後の損害額算

定に当たり、使用許諾の終了以前の状況、すなわち、ＸＹ間

の取引状況、Ｘの肖像等の使用の対価の有無・額、Ｙの使用

態様、それによりＹの得た経済的な利益の有無・額等を総合

考慮して検討すべき。売上高に相当な実施料率を乗じる方法

により算定することは相当でない。 

・ＸＹ間の業務委託契約終了前の事情を見ると、㋐ＸＹ間の

契約にパブリシティ権の使用等の定めはなく、ＸはＹに氏

名・肖像の無償使用を許諾していたこと、㋑Ｘはブランドに

関連する商標権の譲渡 （４５００万ドル）や広告制作等の業

務提供等 （年９５万ドル）により相応の対価の支払を得てい

たこと、㋒Ｘの氏名・肖像はＹのウェブサイトの下位階層に

表示されているにすぎないこと、㋓Ｘの氏名・肖像がＹの売

上に影響を及ぼした証拠はないこと等の事情を考慮すると、

Ｘの氏名・肖像の貢献度はごくわずかにとどまる。 

・本件では、無償許諾されていたため使用料相当額の算定に

おいて参照することのできる合意等が存在しない、Ｘが同様

の表示を第三者に使用許諾した事例もないなどの事情が認

められ、損害額の立証が事案の性質上極めて困難であるの

で、上記の諸事情、契約解除後の氏名・肖像の使用期間、弁

論の全趣旨及び証拠調べの結果を斟酌しつつ相当な損害額

を認定。 

→約３年半の無断使用期間を通じたＸの損害額を１００万

円と認定。 
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判決 対象 類型 判断 判示事項・逸失利益の算定方法 

⑥知財高判

令和５年９

月 １ ３ 日

（令和５年

（ネ）第１

０ ０ ２ ５

号）〔ＦＥＳ

Ｔ ＶＡＩ

ＮＱＵＥＵ

Ｒメンバー

事件〕 

グ
ッ
ズ
販
売 

専
属
契
約
・
利
用
許
諾
契
約 

終
了
後
の
無
断
利
用 

一般論と

して著作

１１４Ⅱ

Ⅲの類推

の余地を

明示的に

肯定。Ⅲに

より利用

料率を参

照し損害

額を認定。 

・パブリシティ権につき著作１１４Ⅱの類推適用ができる

が、Ｙの侵害時期にＸらによるグッズ販売の事実がなく、類

推の基礎を欠く。 

・Ｘらの損害額は著作１１４Ⅲ類推により許諾時の使用料相

当額というべき。この額は、ＸＹの従前の契約内容、同種の

他の使用許諾契約の内容、Ｘらの名声の程度、Ｘらの肖像等

の利用態様・期間、Ｙの得た経済的利益額とそれに対する肖

像等の貢献の程度等の総合考慮により算定するのが相当。 

→［無断利用期間中のＹのグッズ販売収入額×専属契約上の

ロイヤリティ率（３５％）］が１万２５６３円であること等を

考慮し、損害額を１万２０００円（Ｘ一人当たり）と認定。 

⑦知財高判

令和６年１

月 ２ ４ 日

（令和５年

（ネ）第１

０ ０ ８ １

号） 広
告
等
へ
の
使
用 

広
告
契
約
終
了
後
の
無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず（Ｘの主

張 も な

し）、使用

料相当額

を認定 

・広告出演契約の契約金は２５０万円、Ｘの公式サイトのバ

ナー経由で販売されたＹ商品１件当たりの対価は１万円 （後

に１万４０００円）。 

・Ｘに係る他の契約においては、契約対象商品の売上高の１

０％がロイヤリティとして定められている例が複数認めら

れる。 

・Ｙによる無断利用がなされた１９日間の被告商品の売上に

関する証拠はないが、その２～３年前の１５か月間における

Ｙ商品の１日平均売上は２５６１万０９６０円であった。も

っとも、上記売上は本件広告出演契約の有効期間内における

ものであるのに対し、無断利用期間中のパブリシティ権侵害

は１社の記事広告等の掲載により行われたものであること、

これに対するＸらの積極的な協力等はなかったとうかがわ

れることは考慮されるべき。 

→上記過去の１日平均売上の約０．１％である２万５０００

円を１日当たりの損害額とし、これに無断利用日数１９日を

乗じた４７万５０００円を損害額と認定。 

⑧知財高判

令和７年８

月 ２ ８ 日

（令和６年

（ネ）第１

０ ０ ８ ５

号） 〔Ｒちゃ

ん事件〕 

動
画
の
店
頭
放
映 

第
三
者
に
よ
る
無
断
利
用 

著作１１

４Ⅲ類推

に言及せ

ず（Ｘの主

張 も な

し）、諸般

の事情の

考慮によ

り損害額

を認定 

・ＸにおけるＹｏｕＴｕｂｅ動画投稿のタイアップ費用は３

００～４００万円、二次利用費は要相談とされているとこ

ろ、本件動画はＹの意向に沿って作成された企画内容ではな

く、Ｙが本件動画を店頭設置モニターで放映したことは二次

利用ともいえるもの。放映期間・回数の詳細が不明であるこ

とにも鑑みると、Ｘに一動画当たり３００万円の損害が生じ

たとは認められない。 

→本件に現れた諸般の事情を考慮し、本件動画の無断使用に

よるＸの損害を一動画当たり１００万円（計２００万円）と

認定。 

※「判断」欄の「著作１１４ⅡⅢ」は、著作権法第１１４条第２項・第３項を意味する。 

 

(ｲ)「積極損害――パブリシティ権の毀損に係る損害 

逸失利益とは別に、パブリシティ権の毀損に係る積極損害を認めた裁判例

が存在する。 

すなわち、東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮ5 

ＪＯＹ ＭＡＸ事件〕は、グラビア写真に読者の性的な関心を喚起するよう

なコメントを付した雑誌記事について、「Ｘらのパブリシティ権を毀損する

ものというべきであるから、Ｘらにはパブリシティ権の毀損に係る損害が認

められる」とした上で、その損害額については、「パブリシティ権は、現時
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点では、その価値を算定する手法がないから、パブリシティ権の毀損に係る

損害額を算定する手法もないのであって、当該額を立証することが極めて困

難」であり、「民事訴訟法２４８条を適用し、毀損されたキャラクターイメ

ージの性質、毀損の態様、使用料相当損害額との関係、掲載頁数等を考慮し

て……認定するのが相当である」とした73。 5 

パブリシティ権の毀損に係る損害については、立証の困難性を指摘する担

当調査官の見解74や、当該損害を無形損害（精神的損害）と捉えた上で経済

的価値の低減自体や自己の意思に基づく判断・決定が阻害されたことによる

精神的苦痛に限られるとする見解75があり、また、このような損害は、本来

的には人格的価値を害するものとして、肖像権侵害に基づく損害賠償の対象10 

とすべきではないかとする見解76もある。 

 

イ 精神的損害（慰謝料） 

判例上、財産権侵害において、財産的損害に加えて精神的損害も併せて生ず

るといえるためには特別の事情が存在しなければならないとされている77。 15 

ピンク・レディー事件最高裁判決以前は、財産的損害に加えて精神的損害に

対する慰謝料を認める裁判例も複数存在したが78、同判決以降は、パブリシテ

ィ権が肖像等それ自体の商業的価値に基づくものであることを根拠に、複数の

裁判例において精神的損害の発生が否定されており79、これを肯定した裁判例

は見当たらない。 20 

 

Point 

 パブリシティ権侵害による損害は、財産的損害、特に逸失利益が中心である。 

 逸失利益については、使用料相当額が認められる事案が多く、パブリシティ権

者が通常どのような契約条件（使用料率等）で肖像等の利用を許諾しているか25 

は、損害額の認定に当たり参照される傾向にある。 

 
73 公刊・公開されている当該裁判例の判決書では、具体的な認定額の記載が省略されており、明らかでな

い。 
74 中島・前掲注2）７１頁 
75 堀江亜以子「パブリシティ権侵害と損害賠償」渋谷達紀教授追悼論文集編集委員会編 知的財産法研究

の輪 渋谷達紀教授追悼論文集』（発明推進協会、２０１６年）７６０～７６１頁 
76 茶園・前掲注15）１６頁 
77 最判昭和４２年４月２７日集民８７号３０５頁 
78 東京地判平成２０年１２月２４日判タ１２９８号２０４頁〔中山麻理事件〕、東京地判昭和５１年６月２

９日判タ３３９号１３６頁、富山地判昭和６１年１０月３１日判時１２１８号１２８頁等。菊地浩明「パ

ブリシティ権についての裁判例の分析（下）」判タ１３４７号（２０１１年）４０頁参照。 
79 東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件〕、東京地判令和４年

４月２８日（令和元年（ワ）第３５１８６号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲグループ事件〕、知財高判令

和５年９月１３日（令和５年（ネ）第１００２５号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメンバー事件〕 
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⑵ 差止請求 

最大判昭和６１年６月１１日民集４０巻４号８７２頁〔北方ジャーナル事件〕

は、「人の品性、徳行、名声、信用等の人格的価値について社会から受ける客観5 

的評価である名誉を違法に侵害された者は、……人格権としての名誉権に基づき、

加害者に対し、現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予

防するため、侵害行為の差止めを求めることができるものと解するのが相当であ

る。けだし、名誉は生命、身体とともに極めて重大な保護法益であり、人格権と

しての名誉権は、物権の場合と同様に排他性を有する権利というべきであるから10 

である」として、名誉権に基づく差止請求を認めた。 

ピンク・レディー事件最高裁判決は、パブリシティ権について、肖像等が有す

る顧客吸引力を排他的に利用する権利としてこれを「人格権に由来する権利」と

しており、調査官解説は、同判決は、侵害された者が侵害行為の差止めを求め得

ることを当然の前提とするものであるとした上で、不法行為法上違法となる要件15 

について、顧客吸引力を不当利用する場合を限定的に示したものであるが、同時

に、このような不当利用については防止措置を講ずる必要性が高いといえるから、

差止請求が認められる要件も、判決が示した要件と同一のものになるとしている
80。同事件以降の裁判例においても、一般論として、差止請求が肯定されている。 

ピンク・レディー事件以降に差止請求の可否が問題となった事案の動向は下表20 

のとおりである。これによれば、名誉毀損に関する北方ジャーナル事件と同様、

「現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防するため」

の差止めの必要性が要求され、侵害者において現に無断利用を継続しているとか、

パブリシティ権侵害を否定しているといった事情がある場合には、必要性が肯定

される傾向にある （下表裁判例①⑤）一方で、既に侵害行為を停止しており将来25 

侵害するおそれが乏しいといった事情がある場合には、必要性が否定される傾向

にある（下表裁判例②③④）。また、下表の裁判例は、差止めの必要性の点を除

いては、損害賠償請求の実体的要件に加えて何らかの要件を加重していないと考

えられる。 

なお、著作権法には、差止請求に際し、侵害の行為を組成した物、侵害の行為30 

によって作成された物等の廃棄等の必要な措置を請求することができる旨の規

 
80 中島・前掲注 2）６９～７０頁。調査官解説は、一般に人格権侵害を理由として請求権を行使する場合

に、差止請求が認められるときの違法性は、損害賠償請求が認められるときの違法性よりも高いといわれ

ているとしつつ、パブリシティ権それ自体の法的性質は、財産的利益を保護するための財産権であり、我

が国では、財産権侵害が認められれば損害賠償請求に加えて自動的に差止請求も認められるのであるから、

他の財産権との平仄という観点からしても、パブリシティ権を侵害するとして不法行為が成立する場合に

は、直ちに差止請求も認められるとするのが相当であるとしている。 
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定があり（同法第１１２条第２項）、これは侵害行為の停止又は予防を実行あら

しめるためのものであると説明されている81。 

 

○著作権法（昭和４５年法律第４８号） 

 （差止請求権） 5 
第１１２条 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、その著作者人格権、著作権、出版

権、実演家人格権又は著作隣接権を侵害する者又は侵害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は

予防を請求することができる。 

２ 著作者、著作権者、出版権者、実演家又は著作隣接権者は、前項の規定による請求をするに際し、侵害

の行為を組成した物、侵害の行為によつて作成された物又は専ら侵害の行為に供された機械若しくは器具10 
の廃棄その他の侵害の停止又は予防に必要な措置を請求することができる。 

 

裁判例でも、下表のとおり、廃棄請求を認めた事案が複数ある（下表裁判例①

⑤）。インターネット上で肖像、声等のパブリシティ権が侵害された場合には、

差止・廃棄請求の具体的内容としては、ウェブサイトからのコンテンツの削除（下15 

表裁判例⑤）のほか、データの廃棄82といった措置を求めることが考えられる。 

また、インターネット上に投稿されたパブリシティ権を侵害するコンテンツの

削除請求は、これを管理運営するプラットフォーム事業者に対してもすることが

できると考えられる83。 

 20 

判決 対象 判断 判示事項 

①東京地判

平成２５年

４月２６日

判時２１９

５号４５頁

〔 嵐 ら 事

件〕 

雑
誌
掲
載 

差
止
・
廃
棄
請
求
認
容 

・Ｙが本件各書籍の販売を継続していること、Ｙは本件各書籍の出版・販売

はＸらのパブリシティ権を侵害するものではないと主張していることからす

れば、Ｙは、今後、本件各書籍を出版して販売し、又は占有する同書籍を販

売するおそれがある。 

・パブリシティ権が人格権に由来する権利の一内容を構成するものあること

に鑑みれば、Ｘらは、Ｙに対し、Ｘらのパブリシティ権の侵害の停止又は予

防のために、本件各書籍の出版及び販売の差止め並びにＹが占有する本件各

書籍の廃棄を求めることができる。 

→「Ｙは、本件各書籍を出版し、販売してはならない」との差止請求、「Ｙは、

その占有する本件各書籍を廃棄せよ」との廃棄請求を認容。 

 
81 半田正夫＝松田政行編 著作権法コンメンタール３［第２版]』（勁草書房、２０１５年）４５７頁〔早

稲田祐美子〕 
82 肖像権に基づく廃棄請求に係る東京地判令和５年１月２６日（令和３年（ワ）第１１１１８号）〔艦隊こ

れくしょん事件〕、著作権に基づく廃棄請求に係る東京地判令和５年９月２９日 （令和３年（ワ）第１０９

９１号）〔Ｆａｔｈｏｍ事件〕参照 
83 窪田充見編 新注釈民法⒃ 債権⑼』（有斐閣、２０２２年）５６８～５６９頁〔建部雅〕は、 「物権的妨

害排請求権の相手方が、  現在妨害状態を生じさせている者もしくはその妨害状態を除去しうべき地位にあ

る者』……と解されていることからすれば、直接の加害者と評価されないプロバイダ等を削除請求の相手

方に含めることに関して理論的な障害は存在しないといえる。実際に裁判例でも、プロバイダ等に対する

削除請求が可能であることを前提とした判断が積み重ねられてきた」としている。 
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判決 対象 判断 判示事項 

②東京地判

平成２５年

４月２６日

判タ１４１

６号２７６

頁〔ＥＮＪ

ＯＹ ＭＡ

Ｘ事件〕 

雑
誌
掲
載 

差
止
・
廃
棄
請
求
棄
却 

・本件口頭弁論終結時において、本件雑誌が販売されていたとは認めるに足

りる証拠はなく、本件雑誌を絶版扱いにし、在庫は存在しないとするＹの主

張に反する証拠もない。 

・そうすると、Ｘらのパブリシティ権等に基づく差止及び廃棄請求について

は、その必要性が認められない。 

③知財高判

令和２年２

月 ２ ０ 日

（平成３１

年（ネ）第

１００３３

号）〔ジル・

スチュアー

ト事件〕 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載 

差
止
請
求
棄
却 

・Ｘ２は、人格権に由来する権利であるパブリシティ権を有するから、これ

を侵害する者又は侵害するおそれがある者に対して差止請求をし得る。 

・Ｙが、Ｙウェブサイトから侵害ページを削除し、又は外部から閲覧できな

いようにするなどの措置を講じていること、Ｙウェブサイト等におけるＹ表

示の差止請求を認諾していること、ＹがＸ側から商標権等を譲り受けており、

Ｘとの紛争リスクを抱えながらあえて同様のウェブページを再度開設する必

要性に乏しいことなどを考慮すると、今後、Ｙが再度当該侵害ページを復活

させるなどしてＹ表示を表示するとは考え難い。 

・そうすると、Ｙウェブサイト等におけるＹ表示の表示位置や態様等を特定

せずにその表示の差止めを認めることは、過剰な差止めというべき。 

④知財高判

令和６年１

月 ２ ４ 日

（令和５年

（ネ）第１

０ ０ ８ １

号） 

商
品
・
広
告
へ
の 

使
用 

差
止
・
廃
棄
請
求
棄
却 

・ＹはＹ商品に係る記事広告等からＸの画像及び文言を削除するよう関係先

に要請し、関係先から当該広告記事等を削除した旨の報告がされており、ほ

かにＹ商品に係る記事広告等が現在も存在していることをうかがわせる具体

的な事情は見当たらない。 

・したがって、本件においては、Ｙ商品に係るＸの氏名等を使用したＹ商品

の譲渡、販売又は販売のための広告の差止め及び当該商品の廃棄の必要性は

認められない。 

⑤東京地判

令和５年１

１月３０日

判時２６１

５号１３８

頁〔ＥＮＲ

ＩＫＥ事件

第一審〕 

商
号
・
標
章
・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
、 

ド
メ
イ
ン
名
へ
の
使
用 

差
止
・
廃
棄
請
求
認
容 

・Ｙらがパブリシティ権を侵害し、Ｘの商業的価値を無断使用し、これを現

在まで継続しているのであるから、主文掲載の差止め及び廃棄を認めるのが

相当である。 

→「Ｙらは、その営業上の施設又は活動に、Ｘの肖像を使用してはならない」、

「Ｙらは、その営業上の施設又は活動に、○○を含む商号、標章を使用して

はならない」、「Ｙらは、○○をトップページとするウェブページから、Ｘの

肖像、○○の文字をいずれも削除せよ」、「Ｙらは、○○のドメイン名をいず

れも削除せよ」、「Ｙらは、同社の商業登記中、  Ｙ』の商号登記の抹消登記手

続をせよ」との差止請求・廃棄請求を認容。なお、控訴審（知財高判令和７年

６月３０日（令和６年（ネ）第１０００４号））では、一部の請求が取り下げ

られたが、残る部分に関する判断は維持されている。 

 

Point 

 パブリシティ権侵害による差止請求は、「現に行われている侵害行為を排除し、

又は将来生ずべき侵害を予防するため」の差止めの必要性がある場合に認めら

れる。侵害者が現に無断利用を継続している、パブリシティ権侵害を否定して5 

いるといった事情がある場合には、必要性が肯定される傾向にあり、既に侵害

行為を停止しており将来侵害するおそれが乏しいといった事情がある場合に

は、必要性が否定される傾向にある。 

 侵害者に対する差止請求の内容としては、書籍の販売の差止めや、ウェブサイ

トからの肖像等の削除等が挙げられる。 10 
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⑶ パブリシティ権の利用許諾（ライセンス）がされている場合の損害賠償・差止

請求の主体 

ア ライセンシーの請求主体性 5 

(ｱ)「パブリシティ権の利用許諾 

本人と芸能事務所等との間で、本人が有するパブリシティ権の利用を許諾

する利用許諾（ライセンス）契約が締結されることがある84。契約により利

用許諾を与える元の権利者 （パブリシティ権者）をライセンサー、利用許諾

を受ける利用者をライセンシーという。 10 

利用許諾の内容は、基本的に当事者間の契約によって定められるが、利用

許諾契約の中には、権利者（ライセンサー）が契約を締結した利用者（ライ

センシー）以外の者に対しては利用を許諾してはならない旨の義務を負う

「独占的利用許諾契約」があり、これにはライセンサー自身も利用が許され

ない場合も含まれる。権利者自身も利用が許されない独占的利用許諾契約15 

（以下では、このような独占的利用許諾（契約）を単に「独占的利用許諾（契

約）」という。）では、専らライセンシーが利用権を有する。 

利用許諾契約は、ライセンサーがライセンシーに対して差止請求権や損害

賠償請求権等の権利を行使しない旨の不行使特約であるとされている85。こ

のような利用許諾は、独占的利用許諾を含め、有効であると解されている86。 20 

 

(ｲ)「問題の所在 

パブリシティ権の侵害があった場合における損害賠償請求及び差止請求

の請求主体（訴訟における原告）は、パブリシティ権者本人（肖像、声等の

持ち主）であるのが原則である。他方で、パブリシティ権の利用許諾がされ25 

た場合に、ライセンシーも損害賠償請求及び差止請求の請求主体となること

ができるか否かが問題となる。 

パブリシティ権の利用許諾契約は、それが独占的なものであっても、ライ

センサーとライセンシーとの間でしか効力が生じず（債権的・相対的効力）、

第三者との関係では、飽くまでライセンサーがパブリシティ権の権利主体で30 

 
84 長谷川俊明編著  ライセンス契約の基本と書式』（中央経済社、２０１８年）１４９頁は、パブリシティ

権の利用（商品化）許諾の条項例として、「甲は、乙に対し、本契約の期間中、甲の氏名、肖像、署名、音

声その他顧客誘引力を有するもの（以下「本件氏名等」という。）を複製、翻案その他の方法によって使用

して別紙に定める商品（以下「本件商品」という。）を、日本国内において製造販売し、また、宣伝広告す

る独占的権利（以下「本商品化権」という。）を許諾する。」との条項を挙げている。 
85 中島・前掲注2）６１頁 
86 大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号９９頁〔Ｒｉｔｍｉｘ事件〕、知財高判平成２０年２月

２５日（平成１８年（ネ）第１００７２号）〔プロ野球選手事件〕 
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あり、ライセンシーは差止請求の主体とはならない87。裁判例にも、パブリ

シティ権は人格権に由来する権利であることから、肖像等の商業的利用につ

き独占的利用権及び許諾権を有しているにすぎない者は固有の差止請求権

を有しないとしたものがある88。また、損害賠償請求についても、差止請求

と同様に、ライセンサーがパブリシティ権の権利主体である以上、ライセン5 

シーにはパブリシティ権が侵害されたことそのものに基づく損害賠償請求

権はないものと解される。もっとも、ライセンシーのうち独占的ライセンシ

ーについては、一定の場合に損害賠償請求及び差止請求の請求主体となるこ

とができるのではないかという点が議論されている。 

 10 

イ 独占的ライセンシーに対する債権侵害を理由とする損害賠償請求 

上記のとおり、ライセンシーにはパブリシティ権侵害そのものに基づく損害

賠償請求権はないと解される一方で、裁判例上、利用許諾が独占的である場合

には、一定の要件の下で、侵害者が独占的利用許諾契約に基づく独占的ライセ

ンシーの利益を侵害しているものと構成し、債権侵害による不法行為責任の追15 

及を認めるものがある。 

すなわち、大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号９９頁〔Ｒｉｔ

ｍｉｘ事件〕は、「パブリシティ権の独占的利用許諾を受けた者が現実に市場

を独占しているような場合に、第三者が無断で肖像等を利用するときは、同許

諾を受けた者は、その分損害を被ることになるから、少なくとも警告等をして20 

もなお、当該第三者が利用を継続するような場合には、債権侵害としての故意

が認められ、同許諾を受けた者との関係でも不法行為が成立する」として、債

権侵害の不法行為を認めた89。この裁判例からは、ライセンスが独占的である

ことを要件としていることは明らかであるが、「警告等をしてもなお、当該第

三者が利用を継続するような場合」を要件としているかは必ずしも明らかでな25 

い。 

他方で、学説においては、独占的利用許諾の場合には債権侵害の不法行為を

認めることができるとするのが通説的見解であるが、その要件については、①

独占的利用許諾を受けた者による請求を債権侵害と構成することが民法の通

 
87 調査官解説（中島・前掲注2）６３頁）も同様の見解を述べる。 
88 知財高判令和２年２月２０日（平成３１年（ネ）第１００３３号）〔ジル・スチュアート事件〕 
89 このほか、知財高判令和２年２月２０日 ・前掲注 88）は、 「Ｘ１はパブリシティ権者であり、Ｘ２はＸ１

からパブリシティ権の管理委託を受けて独占的利用権及び許諾権を有する者であることからすれば、Ｘら

は、いずれも、Ｙに対し、Ｘ１のパブリシティ権侵害に基づく損害賠償請求をなし得るというべきであり、

その損害賠償債権は、Ｘらの不真正連帯債権となるものと解される」と判示したが、ライセンシーである

Ｘ２において請求することができる根拠や、いかなる要件において請求することができるものと判断した

かは明らかでない。 
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説的な理解90と整合しているか必ずしも明瞭でないことを理由に、自由競争の

範囲を逸脱し、営業の自由を侵害するものであることも必要であるとする見解
91や、反対に、②元々パブリシティ権を侵害する行為は法的に許されない行為

であり、独占的ライセンシーが存在することについての予測可能性を保障する

必要はないことを理由に、侵害者にパブリシティ権侵害についての過失があれ5 

ば足りるとする見解92などがある。 

現状、債権侵害構成によるライセンシーの損害賠償請求については裁判例が

乏しく、いかなる要件の下に請求が認められるかは明らかでない点がある。も

っとも、少なくとも上記Ｒｉｔｍｉｘ事件が示す①パブリシティ権の独占的ラ

イセンシーが現実に市場を独占していること、②警告等をしても、なお当該第10 

三者が利用を継続していることの二つの要件を満たす場合には、損害賠償請求

が認められ得るものと考えられる93。 

 

ウ 債権者代位権によるライセンサーの権利の代位行使の可否 

ライセンシーが固有の差止請求権を有しないとして、パブリシティ権者（ラ15 

イセンサー）の有する差止請求権をライセンシーが代位行使することができる

かが問題となる。 

すなわち、民法上、債権者代位権（民法第４２３条第１項）は「自己の債権

を保全するため必要があるとき」に認められるのが本来であるが、同法第４２

３条の７の登記請求権のほか、判例上、妨害排除請求権のような金銭債権以外20 

の債権についても代位が認められている（転用型債権者代位権）。 

転用型債権者代位権の要件は、①債権者の債務者に対する債権（被保全債権）

の存在、②債務者の第三債務者に対する債権（被代位債権）の存在、③②が一

身専属権でないこと（民法第４２３条第１項ただし書）、④債務者が②を行使

しないことである。これをライセンサーに対するパブリシティ権侵害の場面に25 

当てはめると、以下の図のとおりになる。 

 
90 民法の伝統的通説は、債権侵害について、①債権の帰属の侵害、②給付の侵害のうち債権が消滅する場

合、③給付の侵害のうち債権が損害賠償債権に転形する場合、④債務者の責任財産を減少させる場合の４

つの類型に区別する（窪田充見編 新注釈民法⒂ 債権⑻ 〔第２版〕』（有斐閣、２０２２年）３３０～３３

１頁〔橋本佳幸〕）。 
91 松尾光舟＝斉藤邦史「人工知能の時代におけるパブリシティ権の主体と客体」情報ネットワーク・ロー

レビュー２３巻（２０２４年）９６～９９頁。 「許される自由競争の範囲を逸脱し、Ｘの営業の自由を侵害

する」行為が違法性を有し不法行為を構成するとした最判平成１９年３月２０日集民２２３号４４５頁や

不競法第３条第１項の解釈を参照するものである。 
92 田村・前掲注54）５３７～５３８頁（ただし、第三者もパブリシティの権利者本人から許諾を得たよう

な二重契約事例の場合は異なるとする。） 
93 なお、特許権に関しては、独占的通常実施権者による固有の損害賠償請求権を認める事例が少なくなく、

例えば、東京地判平成２９年７月２７日判時２３５９号８４頁は、「独占的通常実施権の債権侵害に当たる」

と判示して、損害賠償請求権を認めている。 
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ここで問題となるのは、上記要件のうち、①の被保全債権があるか、③の

被代位債権が一身専属権ではないかである。 

①の要件について、学説上、パブリシティ権者（ライセンサー）がライセ

ンシーに対して、侵害者に対して差止請求権を行使する旨の侵害排除義務を5 

負う場合には、被保全債権があるものとして、侵害者に対する差止請求権の

代位行使を認める見解が有力である94,95。ただし、本検討会においては、芸

能人等のライセンサーが事務所等のライセンシーとの間で侵害排除義務を

負うことを内容とする契約条項を契約書に記載すること自体は抽象的には

可能かもしれないが、侵害行為への対処がされないときに事務所等が当該芸10 

能人等に対して侵害排除義務の債務不履行責任を追及することは実務上想

定し難く、このような侵害排除義務を定める契約条項は実情に沿わないので

はないかとの意見や、債権者代位において被保全債権の存在が必要とされる

 
94 ライセンサーが侵害排除義務を負わない場合であっても、他者に許諾しないことという債権を有する独

占的利用許諾者に法的に保護すべき利益がある以上、これを被保全債権とする債権者代位を認めるべきで

あるとの見解もある（田村善之 知的財産法〔第５版〕』（有斐閣、２０１０年）３４１頁）。 
95 著作権に関する東京地判平成１４年１月３１日判タ１１２０号２７７頁〔トントゥぬいぐるみ事件〕は、

傍論であるが、「著作物の独占的使用許可を得ている使用権者であれば、特許権における独占的通常実施権

者と同様に、当該著作物の模倣品の販売等の侵害行為により直接自己の営業上の利益を害されることから、

独占的使用権に基づく自らの利益を守るために、著作権者に代位して侵害者に対して著作権に基づく差止

請求権を行使することを認める余地がないとはいえない」と判示したものの、当該事案における原告は独

占的利用許諾を受けた者とは認められないとされたため、代位行使が認められる要件は明らかでない。な

お、同裁判例は、著作権に基づく差止請求権について著作権者が契約により他者に行使させることを認め

ることは、弁護士法第７２条、訴訟信託の禁止（信託法第１１条）及び著作権等管理事業法上の著作権等

の管理事業の制約等の法制度の趣旨に反するとも指摘している。 

 なお、意匠法に関する大阪地判昭和５９年１２月２０日判時１１３８号１３７頁〔ヘアーブラシ意匠事

件〕は、完全独占的通常実施権者による債権者代位について、完全独占的通常実施権の権利者に対する請

求権は、無承諾実施権者の行為の排除等を権利者に求める請求権ではなく、当該意匠の実施を容認すべき

ことを請求する権利にすぎないとして、意匠権者に第三者の侵害行為を差し止めるべき行為義務は認めら

れないなどとして、差止請求を棄却した。 

債権者 

（事務所等） （本人） 

債務者 

第三債務者 

侵害者 

 

 

代位行使？ 
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ことを形式的に充足させるためのものにとどまり、債権者代位制度の趣旨を

潜脱するものと評価されるおそれがあるのではないかとの意見があった。 

次に、③の要件について、パブリシティ権の性質自体は人格的利益とは区

分された経済財を保護する財産権であることから、パブリシティ権侵害に基

づく差止請求権は行使上の一身専属権とはいえないと解し、更に一身専属権5 

であると解したとしても、上記のとおり侵害排除義務を負うことまで合意し

ているときは、人格主体の自律的意思決定に委ねるべき必要性がなくなるこ

とから、いずれにしても行使上の一身専属権には該当しないとする担当調査

官の見解がある96。 

以上を踏まえると、ライセンサーがライセンシーに対して侵害排除義務を10 

負う例外的な場面では、代位行使が認められる可能性が相応にあるものの、

侵害排除義務を負わない場合には、代位行使が認められない可能性が高いと

考えられる。 

 

Point 15 

 パブリシティ権の侵害に基づく損害賠償・差止請求の請求主体「（訟 における

原告）は、原則として権利者本人（肖像、声等の持ち主）である。 

 パブリシティ権の独占的利用許諾がされている場合で、ライセンシーが現実に

市場を独占しており、かつ、少なくとも、警告等をしてもなお侵害者が利用を

継続している場合には、ライセンシーについて、債権侵害を理由とする損害賠20 

償請求権が認められる可能性がある。 

 ライセンサー「（権利者本人）がライセンシー（所属事務所等）に対して侵害排

除義務を負う場合には、ライセンサーの侵害者に対する差止請求権をライセン

シーが代位行使することができると解する余地があるが、ライセンサーが侵害

排除義務を負うという契約条項は実情に沿わないとの指摘もあり、適用場面は25 

限定的であると考えられる。 

 

 

⑷ パブリシティ権の譲渡の合意がされている場合及び死後のパブリシティ権侵

害の場合の請求主体 30 

ア 前提 

パブリシティ権の譲渡性は、パブリシティ権侵害に対して、本人が損害賠償

請求や差止請求をすることが事実上困難である場合に、第三者が請求主体とし

て請求することができるかという観点から問題となる。また、パブリシティ権

 
96 中島・前掲注2）６４頁 
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の相続性は、本人の死後に専ら本人の顧客吸引力を利用する目的とする行為が

された場合に、相続人が請求主体として請求することができるかという観点か

ら問題となる。 

一般に、ある権利を第三者に移転させる方法としては、①売買・贈与等の契

約等により権利を譲渡する方法（特定承継）と、②相続等により権利を承継さ5 

せる方法（包括承継）がある。そこで、パブリシティ権についても、①・②に

より移転するか否かという問題が議論されている。例えば、パブリシティ権を

事務所に譲渡又は帰属させる旨の合意がされている場合があり97、このような

合意については、上記①の譲渡性の問題が関連する。 

 10 

イ 譲渡性・相続性の有無に関する議論 

(ｱ)「裁判例の動向 

ピンク・レディー事件最高裁判決後の下級審裁判例は、譲渡性・相続性が

正面から争点として問われた事案は僅かであるものの、傍論的に言及された

事案も含めると、見解は分かれている。 15 

すなわち、東京地判令和４年１２月８日判タ１５１０号２２９頁〔愛内里

菜事件〕は、ピンク・レディー事件最高裁判決後にパブリシティ権の譲渡性

が主たる争点となったものと確認することができる唯一の裁判例であると

ころ98、裁判所は、「パブリシティ権が人格的利益とは区別された財産的利益

に着目して認められている権利であることからすれば、現段階で、一律に、20 

パブリシティ権が譲渡等により第三者に帰属することを否定することは困

難であるといわざるを得ない」として、「仮に、パブリシティ権の譲渡性を

否定しないとしても、本件契約書８条の 〔Ａ〔譲渡人＝本人〕の出演業務に

より発生する全ての権利は何らの制限なく原始的にＢ〔譲受人＝事務所〕に

帰属する旨の契約条項のうち〕パブリシティ権に係る部分が、①それによっ25 

てＢの利益を保護する必要性の程度、②それによってもたらされるＡの不利

益の程度及び③代償措置の有無といった事情を考慮して、合理的な範囲を超

えて、Ａの利益を制約するものであると認められる場合には、上記部分は、

社会的相当性を欠き、公序良俗に反するものとして無効になると解される」

として、パブリシティ権の譲渡が公序良俗違反となる三つの要素を示した99。 30 

 
97 公正取引委員会「音楽・放送番組等の分野の実演家と芸能事務所との取引等に関する実態調査報告書 （ク

リエイター支援のための取引適正化に向けた実態調査）」［https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease

/2024/dec/241226_pressrelease_geinou2.pdf］６０頁によれば、実演家に生ずるパブリシティ権を芸能事

務所に譲渡又は帰属させている事業者は５９％、譲渡又は帰属させていない事業者は３４％であった。な

お、同報告書は、令和６年８月から同年１１月にかけて芸能事務所２，６２８名にアンケート調査を実施

し、うち８１０名から回答を受けたものである。 
98 判タ１５１０号（２０２３年）２２９頁参照 
99 小泉直樹「専属的マネージメント契約終了後における芸名の使用制限」Ｌａｗ ａｎｄ Ｔｅｃｈｎｏ

https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/dec/241226_pressrelease_geinou2.pdf
https://www.jftc.go.jp/houdou/pressrelease/2024/dec/241226_pressrelease_geinou2.pdf
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これ以外に、同最高裁判決後に傍論としてパブリシティ権の譲渡性・相続

性に言及した裁判例としては、以下のものがある（時系列順）。 

・ パブリシティ権が利用許諾契約により原告に移転しているかが争点と

なった事案において、利用許諾契約が公序良俗に違反するか否かを説示す

る前提として、これと対比して「パブリシティ権は、人格権に由来する権5 

利の一内容を構成するもので、一身に専属し、譲渡や相続の対象とならな

い」とした事例100【譲渡性・相続性否定】 

・ 契約書の内容に鑑みてパブリシティ権を譲渡したものとは認められな

いと認定した事案において、その前提として、「パブリシティ権は人格権

に基づく権利であってＹに譲渡できるとは考え難い」とした事例101 【譲渡10 

性否定】 

・ Ｘ１のタレント活動に関するマネジメント会社であるＸ２がＸ１から

そのパブリシティ権の譲渡を受けたことを前提事実として摘示し、パブリ

シティ権侵害に基づく損害の帰属をＸ２に認めた事例102【譲渡性肯定】 

 15 

(ｲ)「学説等の動向 

学説等においても、譲渡性・相続性について肯定説、否定説それぞれ有力

に主張されている103。 

否定説の論拠は、主に、パブリシティ権が人格権に由来する権利であり、

その人物の一身に専属し104、これを譲渡することができず、相続の対象にも20 

ならない（民法第８９６条）と解されている点に求められている。また、譲

渡により本人の氏名や肖像等の権利を他人が有することとなった場合には、

本人の活動に支障を来すことがあることなども挙げられている105。担当調査

官も同様の見解に立つが、将来的な議論の発展によってこれを肯定的に解す

 
ｌｏｇｙ１００号（２０２３年）２７頁は、同判決について、本件契約書８条を無効とするに当たり、本件

契約の契約期間終了後の自由な移籍や独立を委縮させる効果を重視していると考えられるため、例えば、

契約期間中については事務所への帰属を認め、退職時にはタレントに返還するとの合意については、一律

に無効とする趣旨ではないと読むこともできよう、としている。 
100 大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号９９頁〔Ｒｉｔｍｉｘ事件〕 
101 知財高判令和４年１２月２６日（令和４年（ネ）第１００５９号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲグル

ープ事件〕 
102 知財高判令和７年８月２８日（令和６年（ネ）第１００８５号）〔Ｒちゃん事件〕 
103 パブリシティ権の譲渡性に関する裁判例・学説の動向については、尾藤司「パブリシティ権の譲渡性に

関する近時の動向」静岡大学法政研究３０巻２号（２０２５年）１頁以下参照 
104 一般に、人格権又は人格的利益は、本人の人格と一体であるため、性質上一身専属であり、譲渡や相続

の対象とはならない（帰属上の一身専属権）とされている。潮見佳男編 新版注釈民法⒆ 相続⑴』１６６

頁〔川淳一〕。 
105 茶園成樹「［講演録］パブリシティ権の現状と課題」コピライト７０８号（２０２０年）１６頁 
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る余地を残すような記述になっている106。他方で、肯定説の論拠としては、

パブリシティ権が人格権であるとしても、他の精神的利益を保護するものと

は異なり、肖像等の商業的価値から生ずる財産的利益を保護するものであり、

当然に一身専属権であるとまでいうべきではなく、ドイツの判例で人格権の

財産権価値的部分の相続性が認められていることなどを挙げるものがある5 
107。 

また、パブリシティ権の相続性については、譲渡性の問題と比較して、パ

ブリシティ権者本人に対する不利益はなく、また、本人の死後は自由にその

肖像等を利用することができるとなると、肖像等の利用許諾において本人が

死亡することがリスク要因として捉えられ、肖像等の活発な利用を妨げるお10 

それがあることなどから、死後にもパブリシティ権が存続することが望まし

いとの指摘がある108。 

一方で、相続性を認めることとした場合には、パブリシティ権が人格権に

由来する権利とされていることを踏まえて、どのような権利が相続人に承継

されるのかといった問題がある。これについて直接判断した裁判例は見当た15 

らないが、学説上は、故人である本人の生前の明示的又は推定的意思に限定

されるとの見解109や、原則として相続の必要性が認められる権利の一部のみ

が対象になるといった見解110がある111。 

また、死後のパブリシティ権の存続期間や請求権者の範囲等についても明

確化されておらず、差止請求が可能かといった問題もある。 20 

 

 
106 中島・前掲注 2）５９頁。ピンク・レディー事件最高裁判決はパブリシティ権の法的性質について人格

権説を採用し、人格権説によれば、パブリシティ権がその人物の一身に専属し、これを譲渡することがで

きず、相続の対象にもならない（民法第８９６条)と解されること、同判決は成文法上の根拠のないパブリ

シティ権について謙抑的な立場を採用するものであることから、譲渡性・相続性については消極的に解す

るものと思われるとしつつ、パブリシティ権が肖像権と同様の枠にとどまるか、母なる権利から「へその

緒」が外れ、財産権として独り立ちするかは、現時点において判断するに熟しているとまで言い難く、こ

の点については、人格権に関する理論の展開と社会的必要性の変化を踏まえた今後の議論の発展に委ねら

れていると解されるとしている。 
107 米村滋人「人格権の権利構造と「一身専属性」（５・完）」法学協会雑誌１３４巻３号（２０１６年）４

６１頁、本山雅弘「パブリシティ権の権利構成の展開とその意味に関する覚書」國士館法學４５号（２０

１２年）８２頁、小泉直樹「パブリシティ権保護の近況」法曹時報７２巻３号 （２０００年）１２～１３頁 
108 茶園・前掲注105）１６～１７頁 
109 本山・前掲注107）８２頁 
110 米村・前掲注107）４６５～４６６頁 
111 なお、著作権法は、著作者又は実演家が存しなくなった後における人格的利益の保護について定め （著

作権法第６０条、第１０１条の３）、同法第１１６条は、著作権者又は実演家の死後において、その遺族に

対して差止請求権及び名誉回復等の措置の請求権を認めており、死後のパブリシティ権の保護の在り方を

検討する上では一つの参考となる。ただし、これらの規定は、ベルヌ条約第６条の２第２項の要請を踏ま

えて定められたものであること、また、損害賠償請求まで認めるものではないことには留意が必要である。 
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(ｳ)「本検討会における議論等 

本検討会では、パブリシティ権の譲渡性 ・相続性について議論がされたと

ころ、パブリシティ権が人格権でありながらも財産的利益を保護するもので

あることを踏まえると、公序良俗に反しないと認められる範囲でパブリシテ

ィ権を譲渡する旨の合意、例えば、永続的に権利を移転するのではなく、期5 

間を限定して、相手方に肖像等に関する利用権を物権的に設定することを内

容とするものであれば、譲渡の合意として許容される余地があるのではない

かといった意見が示された。また、これにより、パブリシティ権者以外の第

三者が、パブリシティ権を管理し、必要に応じて訴えを提起するなどの途が

開かれるとの意見があった。 10 

一方で、このように公序良俗に反しないと認められる範囲でのパブリシテ

ィ権の譲渡性を肯定することについては、それ自体としては合理性があると

しても、例えば、ある譲渡契約が本人への不利益の程度が強いものであり、

公序良俗に反する可能性が高いものであったときに、それが無効か否かが確

定するのは訴えが提起されて裁判所の判断が示された場合であり、確定する15 

までは本人の不利益が生じ続けるということになるとすると、やはり譲渡性

を肯定することには実務上問題があるとの意見があった。 

なお、仮に譲渡性を否定する立場に立ったとしても、現状のパブリシティ

権を譲渡する旨の契約や、パブリシティ権は芸能事務所等に帰属する旨の契

約が無効になるものではなく、公序良俗に反しない範囲で独占的利用許諾契20 

約として解釈されるものと考えられる112。 

また、相続性については、譲渡性のような懸念があるものではないものの、

本検討会においては、承継される権利の内容、保護期間や請求権者等につい

て解釈論で導き出すことは困難であるとの意見があった。 

 
112 田村・前掲注54）５３８頁 

 なお、知財高判平成２０年２月２５日（平成１８年（ネ）第１００７２号）〔プロ野球選手事件〕は、プ

ロ野球球団と選手との間で締結される統一契約書の第１６条にある「球団が指示する場合、選手は写真、

映画、テレビジョンに撮影されることを承諾する。なお、選手はこのような写真出演等に関する肖像権、

著作権等のすべてが球団に属し、また球団が宣伝目的のためにいかなる方法でそれらを利用しても、異議

を申し立てないことを承認する。」との規定が、選手が球団にパブリシティ権を譲渡することを内容とする

ものかが争われた。裁判所は、条項の起草経緯（大リーグの「publicity purposes」が「宣伝目的」と訳さ

れた。）や、長期間にわたり球団から第三者に選手の肖像等の利用許諾が行われ、選手もこれを明示又は黙

示に許容してきたこと等の理由から、「商業的使用及び商品化型使用の場合を含め、選手が球団に対し、そ

の氏名及び肖像の使用を、プロ野球選手としての行動に関し（したがって、純然たる私人としての行動は

含まれない）、独占的に許諾したものと解するのが相当である（なお、上記のとおり純然たる私人としての

行動についての権利は選手個人に留保されているから、選手から球団に上記権利が譲渡されたとまで解す

ることはできない）。」として、上記第１６条はパブリシティ権を含む権利の利用許諾を定めるものと解釈

した。この事案は、契約条項にパブリシティ権の「譲渡」の文言があるものではなく、また権利移転の対象

に肖像権等に相当すると考えられる純然たる私人としての行動についての権利が含まれるかという観点か

ら論じられており、パブリシティ権の譲渡を定める条項の解釈が問題となったものではないが、パブリシ

ティ権の譲渡が利用許諾と解釈され得ることを示すものとして参考になると思われる。 
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以上のとおり、パブリシティ権の譲渡性や相続性について、現時点で一致

した見解を導き出すことは困難であり、裁判例等の動向等を踏まえて引き続

き検討することが相当であると考えられる。 
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第２ 肖像等をみだりに利用されない権利 

 

１ 肖像等をみだりに利用されない権利の法的性質等 

⑴ 判例における肖像等をみだりに利用されない権利の位置付け 

最判平成１７年１１月１０日民集５９巻９号２４２８頁〔法廷内写真撮影事5 

件〕は、「みだりに自己の容ぼう等を撮影されないということについて法律上保

護されるべき人格的利益を有する」と判示し、自己の容ぼう等を描写したイラス

トについても、これをみだりに公表されない人格的利益を有すると判示した。 

そして、ピンク・レディー事件最高裁判決は、「人の氏名、肖像等……は、個

人の人格の象徴であるから、当該個人は、人格権に由来するものとして、これを10 

みだりに利用されない権利を有すると解される」と判示した。同判決の調査官解

説は、同判決について、人の肖像等は、個人の人格の象徴であるから、当該個人

は、人格権に由来するものとしてこれをみだりに利用されない権利を有するとし

て、「肖像権」という権利を正面から認めるに至っているとした上で、同判決が

既に排他性を有する専用使用権として承認されている氏名権と区別せずに肖像15 

権が認められると説示する趣旨を踏まえると、本判決は氏名権についても排他的

な権利としてこれを確認するとともに、併せて肖像権についても排他的な権利と

してこれを初めて承認したものと解されるとしている113。 

 

⑵ 肖像等をみだりに利用されない権利の法的性質 20 

ピンク・レディー事件最高裁判決により判示された「肖像等をみだりに利用さ

れない権利」について、調査官解説は、パブリシティ権と比較する形で論じてい

る。 

すなわち、調査官解説は、肖像等には、精神的価値を構成する 「人格財」とし

ての側面と、商業的価値を構成する 「経済財」としての側面があり、氏名権及び25 

肖像権は肖像等の精神的価値から生ずる人格的利益を保護するものであるから、

肖像等の商業的価値から生ずる財産的利益を保護するパブリシティ権は、保護法

益を異にして独立して人格権に由来する権利の一内容をそれぞれ構成するもの

であるとしている。また、両者の関係について、調査官解説は、経済財が著作権、

人格財が著作者人格権によってそれぞれ保護される著作権法の構造と類似して30 

おり、その意味で、肖像権はパブリシティ権に隣接する権利であるとしている。 

 

Point 

 
113 中島・前掲注2）２７～２８頁 
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 肖像等をみだりに利用されない権利は、人格権に由来する権利の一内容を構成

するが、肖像等の精神的価値から生ずる人格的利益を保護する。 

 

 

⑶ 「肖像等」に声は含まれるか 5 

前記⑴のとおり、ピンク・レディー事件最高裁判決は、「人の氏名、肖像等…

…は、個人の人格の象徴であるから、当該個人は、人格権に由来するものとして、

これをみだりに利用されない権利を有すると解される」と判示しているところ、

学説上、人の声は、人物本人を識別する情報であり、個人の人格の象徴であるか

ら、人の声の精神的価値は、肖像や氏名と同様に、人格権に由来する権利の保護10 

の対象になると解する見解がある114。 

第１の１⑵記載のとおり、人の声は、個人の人格の象徴として、パブリシティ

権による保護の対象となるものと解されることからすると、声の精神的価値から

生ずる人格的利益も同様に保護の対象になると解される。 

 15 

Point 

 人の「声」は、個人の人格の象徴として、ピンク・レディー事件最高裁判決に

おける「氏名、肖像等」の「等」に含まれると解され、肖像等をみだりに利用

されない権利による保護の対象となる。 

 20 

 

２ 肖像等をみだりに利用されない権利の侵害の判断基準 

⑴ 法廷内写真撮影事件最高裁判決 

最判平成１７年１１月１０日民集５９巻９号２４２８頁〔法廷内写真撮影事

件〕は、Ｙ社の発行する写真週刊誌のカメラマンが、刑事事件の被疑者であった25 

Ｘの勾留理由開示手続が行われた法廷において、裁判所の許可を得ず、かつ、Ｘ

に無断でＸの容貌や姿態を写真撮影し、これを写真週刊誌の記事に掲載し、同週

刊誌を発行したという事案である。 

同判決は、「人の容ぼう等の撮影が正当な取材行為等として許されるべき場合

もあるのであって、ある者の容ぼう等をその承諾なく撮影することが不法行為法30 

上違法となるかどうかは、被撮影者の社会的地位、撮影された被撮影者の活動内

容、撮影の場所、撮影の目的、撮影の態様、撮影の必要性等を総合考慮して、被

撮影者の上記人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるものといえる

 
114 中島・前掲注 63）１頁、荒岡草馬ほか「声の人格権に関する検討」情報ネットワーク・ローレビュー２

２巻（２０２３年）３７頁 
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かどうかを判断して決すべきである」、「また、人は、自己の容ぼう等を撮影され

た写真をみだりに公表されない人格的利益も有すると解するのが相当であり、人

の容ぼう等の撮影が違法と評価される場合には、その容ぼう等が撮影された写真

を公表する行為は、被撮影者の上記人格的利益を侵害するものとして、違法性を

有するものというべきである」と判示し、本件における撮影行為は、社会生活上5 

受忍すべき限度を超えて、Ｘの人格的利益を侵害するものであり、不法行為法上

違法であると判断した。 

同判決の調査官解説は、同判決について、最高裁は、人格権ないし人格的利益

と表現の自由の調整が問題となる局面においては、一般に比較衡量の基準によっ

ていると解され、肖像についての人格的利益についても、人の肖像を作成、公表10 

する行為が上記利益を侵害するものとして不法行為を構成するかどうかは、当該

行為が 「みだりに」されたものであるかどうかの判断であって、それは、結局の

ところ、肖像の保護によって得られる利益と肖像の公表等によって得られる利益

の衡量判断の問題と解され、このように考えることにより、多様な局面が考えら

れる肖像写真の撮影・公表の事案について柔軟な利益衡量をすることができると15 

思われるとしている115。 

 

⑵ 肖像権侵害の判断基準等 

ア 肖像権侵害の判断枠組み 

法廷内写真撮影事件最高裁判決は、前記⑴に引用のとおり、撮影が不法行為20 

法上違法になるかの判断について、「被撮影者の社会的地位、撮影された被撮

影者の活動内容、撮影の場所、撮影の目的、撮影の態様、撮影の必要性等を総

合考慮して、被撮影者の上記人格的利益の侵害が社会生活上受忍の限度を超え

るものといえるかどうかを判断して決すべきである」と判示した。 

同判決は、撮影が適法な場合にその公表等が違法になるかの判断枠組みにつ25 

いては判示していないが、容貌等の撮影行為が違法とは認められない場合でも、

その公表行為について、同判決の撮影行為に係る判断枠組みを踏まえ、被撮影

者の社会的地位、撮影された被撮影者の活動内容、撮影の場所、公表の目的、

公表の態様、公表の必要性等を総合考慮して、被撮影者の自己の容貌等を撮影

された写真等をみだりに公表されない人格的利益の侵害が社会生活上受忍の30 

限度を超えるかどうかを判断して、公表自体の違法性の有無を検討すべきであ

るとする見解116や裁判例117がある。これらは、撮影行為が適法でも、その利用

 
115 太田晃詳「判解」最判解民事篇平成１７年度（下）７９２頁 
116 商事法務研究会 「インターネット上の誹謗中傷をめぐる法的問題に関する有識者検討会取りまとめ」 ［h

ttps://www.shojihomu.or.jp/public/library/728/report202205.pdf］（２０２２年）３７頁 
117 一例として、東京地判令和５年３月２４日判タ１５２２号２０９頁 

https://www.shojihomu.or.jp/public/library/728/report202205.pdf
https://www.shojihomu.or.jp/public/library/728/report202205.pdf
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により被撮影者の人格的利益を侵害するのであれば肖像権侵害を肯定すべき

であるという判断に基づくものと考えられる。 

 

イ 肖像権の保護法益と侵害の判断基準 

(ｱ)「プライバシー、名誉感情又は私生活の平穏を保護法益とする場合 5 

肖像権の保護法益は、事案や場面によって様々であり、肖像権侵害の判断 

に当たっては、具体的な事例ごとに、いかなる保護法益の侵害が問題となる

かを特定していくことが必要であると考えられている。 

その上で、問題となる保護法益として、プライバシー、名誉感情、私生活

の平穏といった比較的その内実が明確な保護法益を特定できた場合には、そ10 

れぞれの性質を踏まえて、不法行為法上の違法等の一般的な判断基準を検討

するべきであるとされている118。 

保護法益の性質を踏まえた判断基準の考え方としては、以下のものがある。 

・  「例えば、私的な場で撮影された肖像については、保護法益をプライバ

シーと捉えた上で、平成１７年判例 〔法廷内写真撮影事件〕の考慮要素を15 

踏まえつつ、公共性がない場合には、特段の事情がない限り、社会生活上

受忍の限度を超えるものであるとすることが考えられる。また、公的な場

で撮影された写真については、その内容や公開の態様等が侮辱的なもので

あれば、保護法益を名誉感情と捉えた上で、平成１７年判例の考慮要素を

踏まえつつ、侮辱の程度が社会生活上受忍の限度を超えたものであるかど20 

うかを検討することなどが考えられる」とするもの119 

・ 肖像等を無断で撮影し又は撮影された情報を公表する等の行為につい

ての判断基準について、肖像権の保護法益をプライバシー、名誉感情、私

生活の平穏に区分した上で、①被撮影者の私的領域において撮影し又は撮

影された情報を公表する場合において、当該情報が公共の利害に関する事25 

項ではないとき、②公的領域において撮影し又は撮影された情報を公表す

る場合において、当該情報が社会通念上受忍すべき限度を超えて被撮影者

を侮辱するものであるとき、③公的領域において撮影し又は撮影された情

報を公表する場合において、当該情報が公表されることによって社会通念

上受忍すべき限度を超えて平穏に日常生活を送る被撮影者の利益を害す30 

るおそれがあるときなど、被撮影者の被る精神的苦痛が社会通念上受忍す

べき限度を超える場合に限り、肖像権を侵害するものとして不法行為法上

違法となると解するのが相当であるとするもの120 

 
118 商事法務研究会・前掲注 116）３６～３７頁 
119 商事法務研究会・前掲注 116）３７頁 
120 中島基至「スナップ写真等と肖像権をめぐる法的問題について」判タ１４３３号（２０１７年）５頁以
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以上を踏まえると、プライバシー、名誉感情、私生活の平穏といった保護

法益が問題となる場合には、それぞれの保護法益の性質を踏まえ、本人の社

会的地位・活動内容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の考慮要素を総合

考慮し、社会通念上受忍の限度を超えるか否かにより侵害の有無を判断する

こととなると考えられる。 5 

また、本検討会においては、肖像の利用を一定程度受忍すべき場合として、

公務員又は公職選挙の候補者に対する政治的批判の文脈で本人の肖像を利

用する場合や、著名な人物の伝記作品や史実性の高い事件の再現映像等にお

いて再現性・迫真性を高めるために関係者の肖像を利用する場合等が挙げら

れた。肖像権侵害の判断においては、こうした点も、総合的に考慮されるも10 

のと考えられる。 

 

(ｲ)「上記保護法益に引き付けられない場合 

必ずしも前記(ｱ)の保護法益に直ちには引き付けて考えられない場合にお

いても、肖像権として保護すべき場合があり121、そうした事例においても、15 

具体的な事例ごとに、前記⑴の法廷内写真撮影事件最高裁判決を踏まえ、前

記(ｱ)で掲げた考慮要素を総合考慮し、社会通念上受忍の限度を超えるかど

うかを判断していくことが考えられる。 

 

⑶ 声をみだりに利用されない権利の侵害の判断基準 20 

声をみだりに利用されない権利の侵害の判断基準について、肖像権の侵害の判

断基準と異なる点があるかが問題となるが、いずれも肖像等が有する精神的価値

から生ずる人格的利益を保護するものであり、肖像権の侵害の判断基準と異なる

ところはないものと考えられる122。 

 25 

 

 
下。なお、実際にこの判断手法を用いている裁判例（東京地判令和４年７月１９日判タ１５０７号２４０

頁、東京地判令和４年１０月２８日判タ１５１３号２３２頁、東京地判令和５年１２月１１日判タ１５２

０号２４４頁）もある。 
121 商事法務研究会・前掲注 116）３７～３８頁は、侮辱等の趣旨も伴わない単なる「なりすまし」による

投稿に公の場で撮影された写真等が用いられた場合を例に挙げた上で、必ずしも、プライバシーや名誉感

情、私生活の平穏といった保護法益に直ちには引き付けて考えることのできない事例についても、肖像権

により保護すべき場合があり得ることを示唆している。 
122 同旨をいうと解されるものとして、中島・前掲注58）７頁。他方で、荒岡ほか・前掲注114）４０～４

１頁は、「肖像（主に写真）は、報道や私生活での記録といった目的で作成されることが多いが、音声合成

等によって他人の声を再現する行為は、肖像の利用目的に比するような積極的意義を見出しがたい」とし

て、「人の声を再現する行為は、肖像の利用に比べその目的や必要性が乏しい」ことから、「自身の声が無

断で音声合成等されることの社会生活上の受忍限度は、自らの肖像が作成されることに比べて小さくなる」

としているが、本検討会においては、この見解に対して、肖像と声とで受忍限度の範囲を異にするほどに

作成の目的や必要性が異なるものではないとの意見が多くあった。 
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Point 

 肖像権の保護法益は、事案や場面によって様々であるが、肖像権侵害の判断に

当たっては、プライバシー、名誉感情、私生活の平穏といった比較的その内実

が明確な保護法益を特定することができる場合には、それぞれの性質を踏まえ

て、本人の社会的地位・活動内容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の各要5 

素を総合考慮し、侵害の有無を判断する。 

 上記の保護法益に直ちに引き付けることができない場合でも、前記考慮要素を

総合考慮し、社会生活上受忍の限度を超えるかどうかという観点から侵害の有

無を判断していくことが考えられる。 

 声をみだりに利用されない権利の侵害の判断も、肖像権侵害の判断基準と異な10 

らないと解される。 

 

 

３ パブリシティ権との関係性 

ある肖像、声等の無断利用に対し、パブリシティ権侵害と肖像等をみだりに利用15 

されない権利の侵害がそれぞれ認められるかが問題となる。 

ピンク・レディー事件最高裁判決以降、パブリシティ権侵害と肖像権侵害等がそ

れぞれ争われた裁判例について見ると、知財高判令和５年９月１３日（令和５年（ネ）

第１００２５号）〔ＦＥＳＴ ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメンバー事件〕は、専属契約終

了後のウェブサイトへの肖像等の掲載やグッズ等の販売につき、パブリシティ権侵20 

害と肖像権侵害のいずれも認めている123。 

他方で、東京地判平成２５年４月２６日判タ１４１６号２７６頁〔ＥＮＪＯＹ 

ＭＡＸ事件〕は、芸能人の肖像につき、①芸能活動開始後の芸能活動に基づく写真

と、②芸能活動開始前の写真及び同開始後の私生活における写真に区別した上で、

①についてはパブリシティ権侵害の成立のみを認定し、②についてはプライバシー25 

の侵害が問題となるとして、パブリシティ権侵害を否定し、プライバシー侵害のみ

を認めている。もっとも、前記第１の３⑵アのとおり、②の写真が一般に顧客吸引

力を有しないとする点には疑問が呈されているほか、①につきパブリシティ権のみ、

②につきプライバシー侵害のみの成立を認めることには学説上批判がある124。 

 
123 事案等につき、前記第１の３⑵ク参照。裁判所は、肖像権侵害に当たる理由について、Ｘらはグループ

のメンバーとしてアーティスト活動を行っていること、Ｙにおいてグッズ販売による利益を得ることを目

的としていたこと、侵害の態様、ＹがＸからの肖像等の使用停止を求める要求があることを知りながら相

当長期間Ｘらの許諾なく肖像等を利用し続けたことなどを総合考慮し、Ｘらの肖像権等の侵害となるもの

で、当該侵害が社会生活上受忍の限度を超えるものではないとすることはできないとする。 
124 堀江・前掲注75）７６０～７６１頁は、ＥＮＪＯＹ ＭＡＸ事件や週刊実話事件を例に挙げ、パブリシ

ティ権侵害が成立するか否かによって精神的苦痛の有無が変わるわけではないとし、パブリシティ権侵害

と肖像権侵害をいずれも主張し得る場合が限定される場面は、「肖像等の公開」そのものが人格権侵害を構

成する（すなわちプライバシー権侵害に当たる）ような場合であり、写真の内容そのものではなくその利
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そのほかにも、裁判例上パブリシティ権侵害を否定しつつ肖像権侵害を肯定した

事例はあるが125、これらはいずれも、その判示からは、当該事案における独立鑑賞

性や顧客吸引力を否定したものにすぎず、両侵害が両立することを明示的に否定し

たものではないと思われる。 

本検討会においては、以上の点を踏まえ、パブリシティ権と肖像等をみだりに利5 

用されない権利は、保護法益や要件を異にしていることからすれば、理論上は両立

し得ると考えられるものと整理した。 

その上で、例えば、ある政策について特定の意見を有し、そのことを公表する著

名人Ｘの肖像等を、当該政策に関して当該著名人の意見とは反対の立場を掲げる商

業誌又はその広告にＹが無断掲載し、肖像等をみだりに利用されない権利が侵害さ10 

れた事案126において、Ｙがこれにより収益を上げた場合には、肖像等をみだりに利

用されない権利の侵害に加えて、パブリシティ権侵害についても成立し得るとの意

見があった127。 

 

Point 15 

 肖像等の精神的価値から生ずる人格的利益を保護する肖像等をみだりに利用

されない権利と、肖像等の商業的価値から生ずる財産的利益を保護するパブリ

シティ権は、保護法益や要件を異にしており、具体的事例においては、肖像等

をみだりに利用されない権利の侵害とパブリシティ権侵害の両方が成立する

場合もあると考えられる。 20 

 

 

４ 肖像等をみだりに利用されない権利の譲渡性 

肖像等をみだりに利用されない権利は、人格権に由来し、人格的利益として保護

される権利であることから、一身専属権として、譲渡の対象にはならないものと解25 

 
用態様が問題とされている場合には、パブリシティ権と人格的利益の侵害は十分に両立し得るとする。他

方で、調査官解説（中島・前掲注2）５６頁）は、「パブリシティ権と肖像権侵害とは、人格の異なる側面

に係る侵害に着目するものであるから、理論的には両立し得るといえようが、現実的には 心』を痛めて

肖像権侵害を主張する者は、肖像等を公開して 金』とすることを望まないと思われる一方、 金』を求め

てパブリシティ権侵害を主張する者は、顧客吸引力を有する肖像等を公開しても 心』を痛めるとは思わ

れない。実際には、肖像等の利用が人格から生ずる財産的利益と人格的利益の両者を侵害したとして、パ

ブリシティ権侵害と肖像権侵害をいずれも主張し得る場合は限られると思われる」とする。 
125 知財高判平成２７年８月５日（平成２７年（ネ）第１００２１号）〔週刊実話事件〕、東京地判令和５年

１月２６日（令和３年（ワ）第１１１８号）〔艦隊これくしょん事件〕 
126 青森地判平成７年３月２８日判時１５４６号８８頁は、核燃料サイクル施設の建設に反対の立場を取り、

反対運動に取り組んできた者の肖像を、当該施設の建設推進母体の一つである団体が無償配布する月刊誌

の表紙に無断掲載した事案につき、肖像権（及び名誉感情）の侵害を認めている。 
127 なお、パブリシティ権侵害と肖像等をみだりに利用されない権利の侵害の両方が成立する場合において、

いずれの権利侵害とも相当因果関係があると認められる損害があるときは、重複して請求することができ

ないことに留意する必要がある。 
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される。 

 

５ 肖像等をみだりに利用されない権利の侵害による損害賠償請求・差止請求 

⑴ 損害の範囲 

肖像等をみだりに利用されない権利は、人格権に由来し、人格的利益として保5 

護される権利であることから、その侵害による損害賠償請求は、原則として、慰

謝料の範囲で認められるものと考えられる128。 

 

Point 

 肖像等をみだりに利用されない権利の侵害による損害は、原則として、慰謝料10 

の範囲で認められる。 

 

 

⑵ 差止請求 

ア 差止請求の可否及び要件 15 

ピンク ・レディー事件最高裁判決は、肖像権に基づく差止請求の可否につい

て正面から判断するものではないが、調査官解説は、差止請求権が認められる

かどうかは、侵害されたと主張される利益が 「排他性」を有する権利によって

保護されるものであるか否かという点が決め手になるとした上で、同判決は、

パブリシティ権と同様に、氏名権についても排他的な権利としてこれを確認す20 

るとともに、併せて肖像権についても排他的な権利としてこれを初めて承認し

たものと解されるとしている129。担当調査官による別の文献には、同判決は、

氏名権に関する最判昭和６３年２月１６日民集４２巻２号２７頁 〔日本語読み

事件〕によって排他性を有する専用使用権として既に承認されている氏名権と

区別せずに、肖像権をパブリシティ権と同様に「人格権に由来する権利」と位25 

置付けたことからすれば、肖像権を侵害された者が侵害行為の差止めを求め得

ることを当然の前提としていると解され、肖像権についても、パブリシティ権

と同様に、不法行為法上違法となる行為については、同時に、防止措置を講ず

る必要性が高いといえるから、差止請求が認められる要件も、不法行為法上違

法となる要件と同一のものといえるとの見解を示すものがある130。 30 

 
128 君嶋ほか・前掲注 6）１５７～１５８頁〔隈元利佳〕は、肖像権侵害による損害賠償請求において、肖

像の公開により本来受け取るべきである報酬を本人が受け取っていないという逸失利益の賠償を認めるべ

き場合には、肖像権が構成する財産的利益部分の侵害として捉えることになり、「これは従来の肖像権の理

解において馴染みのないものを権利概念のなかに持ち込むことになり、肖像権とパブリシティ権の概念上

の区別にも再考を迫ることになる」と指摘する。 
129 中島・前掲注2）２７～２８頁 
130 中島・前掲注120）７頁 
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これに対し、本検討会においては、肖像等をみだりに利用されない権利は、

パブリシティ権のような類型化された侵害基準がなく、社会通念上受忍限度の

範囲を超えるものか否かによって判断される性質のものであることから、肖像

等をみだりに利用されない権利については、不法行為法上の違法性の要件と差

止請求の要件とを同視するのではなく、個別具体的事情を踏まえた利益衡量に5 

より差止請求の可否を判断すべきであるとの意見があった131。 

このように肖像等をみだりに利用されない権利の侵害による差止請求の判

断枠組みについては複数の見解があるが、少なくとも、インターネット上の電

子掲示板やＳＮＳ上に投稿された情報については、一般論としては、書籍等全

般の出版の差止めが行われる活字メディアの出版物の差止めと異なって部分10 

的な削除も可能であり、削除による経済的な負担も少ない132ことから、萎縮効

果を含む表現の自由に対する影響の程度は活字メディアの出版物の差止めの

場合と大きく異なっていることを踏まえ、削除に関して損害賠償よりも厳格な

要件を課すべきではなく、肖像権を侵害するインターネット上の投稿の削除に

関しても、不法行為法上違法と認められる場合には、その削除が認められると15 

の考え方があり133、こうした考え方に基づいて判断するのが適当と考えられる。

後記イ記載の裁判例のうち②や④は、インターネット上のコンテンツの削除に

関する裁判例であり、不法行為に該当することを認めるほかは、更なる要件を

課すことなく削除請求を認めている134。 

なお、パブリシティ権の差止請求と同様、インターネット上に投稿された投20 

稿で肖像等をみだりに利用されない権利を侵害するコンテンツの削除請求に

ついては、これを管理運営するプラットフォーム事業者に対してもすることが

できると考えられる。 

 

 
131 同旨をいうと解されるものとして、斉藤邦史 プライバシーと氏名・肖像の法的保護』 （日本評論社、２

０２３年）１５７～１５８頁は、私生活の平穏に相当する人格的利益が肖像の利用を伴うことで直ちに人

格権としての排他性を備えると解すべき根拠は明らかでないことや、そもそも人格権の侵害が問題になる

場合でも、差止請求における違法性判断と損害賠償請求における違法性の判断は同一ではないと解されて

いることから、私生活の平穏を背景とする肖像権の侵害においては、差止請求における違法性の判断は、

救済の内容に応じた必要性の考慮を要すると解すべきであると指摘する。 
132 曽我部真裕「 【法法 教科書のその先へ】第１８回 表現の自由⑷――インターネットがもたらした変容」

法学教室４９２号（２０２１年）５５～５６頁、商事法務研究会・前掲注116）１１～１３頁 
133 商事法務研究会・前掲注 116）１１～１３、３８頁 
134 窪田 ・前掲注 83）５７２頁 〔建部〕は、最判令和４年６月２４日民集７６巻５号１１７０頁〔ツイッタ

ー事件〕について、具体的な事例に限ってではあるが、文言上は、不法行為の成否の判断と同様の、事実を

公表されない法的利益の優越で足りるとの立場を示したとしている。また、松尾剛行 最新判例にみるイ

ンターネット上のプライバシー・個人情報保護の理論と実務』 （勁草書房、２０１７年）１９２頁も、プラ

イバシーに関するものであるが、インターネット上のプライバシー侵害情報の削除を裁判所が命じる場面

においては、裁判例上高いハードルを課すというよりは、プライバシー侵害の存否の基準でプライバシー

侵害が認められる場合には、それ以上の要件を課さずに削除を命じるものが多いとする。 
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イ 裁判例の動向 

裁判例においては、肖像等をみだりに利用されない権利の侵害による差止請

求権自体を否定するものは見当たらない （差止請求が棄却された下表の裁判例

①は差止め及び廃棄の必要性を否定したものである。）。肖像等をみだりに利用

されない権利に基づく差止請求について判断された近時の裁判例は下表のと5 

おりであり、インターネット上の投稿に関する事案とそれ以外の事案とがある

ものの、いずれも個別具体的事情を踏まえて差止請求の可否が判断されており、

パブリシティ権同様、「現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべ

き侵害を予防するため」の差止めの必要性の点を除いては、一般的に肖像等を

みだりに利用されない権利の侵害を理由とする損害賠償請求の実体的要件に10 

加重するものは見られない。また、廃棄請求を認めたものもある。 

 

判決 対象 判断 判示事項 

①知財高判

平成２７年

８月５日平

成 ２ ７ 年

（ネ）１０

０ ２ １ 号

〔週刊実話

事件〕 

雑
誌
掲
載 

差
止
・
廃
棄
請
求
棄
却 

・本件雑誌は週刊誌であるから、その性質上、店頭販売されるのは発売日か

らの１週間に限られるのが原則であり、それ以降にＹが本件雑誌を店頭販売

のために印刷し、販売することはない。 

・Ｙのホームページ上に本件雑誌がバックナンバーとして掲載され、バック

ナンバーの購入方法についての記載がされているが、Ｙが本件雑誌の在庫を

販売のため保有していると認めるに足りる証拠はないことから、口頭弁論終

結時点においてＹが本件雑誌を販売し、又は販売するおそれがあると認める

ことはできず、差止め及び廃棄の必要性が認められない。 

→ 「Ｙは、本件雑誌を印刷し、販売してはならない」、「Ｙは、本件雑誌を廃

棄せよ」との差止請求を棄却し、損害賠償請求のみ認容。 

②東京地判

平成３０年

６月１４日

（平成２８

年（ワ）第

２２８５１

号） 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載 

差
止
請
求
認
容 

・専属契約の解除により、Ｘ （タレント）は、人格権に基づき肖像権侵害に

対する差止請求権を有するから、Ｙ （事務所）は、Ｙが自らのホームページ

に掲載したＸの肖像の画像を削除すべきである。 

・専属契約の解除により、Ｘは、人格権に基づき、Ｙが自らのホームページ

及びＹが今後開設することがあるその他のホームページにおいてＸをＹの

専属タレントであるとする記事及びＸの出演等に関しＹが窓口となるとす

る記事を掲載することについて差止請求権を有するから、Ｙは、上記各記事

を掲載してはならない。 

→ 「Ｙは、インターネット上で公開するＹのホームページに掲載したＸの画

像を削除せよ」、「Ｙは、同ホームページ及びＹが今後開設することがあるそ

の他のホームページにおいて、ＸをＹの専属タレントであるとする記事及び

Ｘの出演等に関しＹが窓口となるとする記事を掲載してはならない」との差

止請求を認容。 

③東京地判

令和５年１

月 ２ ６ 日

（令和３年

（ワ）第１

１ １ １ ８

号） 〔艦隊こ

れくしょん

事件〕 

マ
ス
ク
（
お
面
）
の
着
用 

差
止
・
廃
棄
請
求
認
容 

・Ｙによる本件マスクの着用等は、Ｘの肖像に係る人格的利益の侵害に当た

る。 

・このことと、（Ｘの名誉権を侵害するような）本件同人誌の内容及び本件

マスクの着用等の状況に加え、Ｙが本件マスク及びその作成に当たり使用し

たデータを廃棄その他の方法により既に使用不能にしたことを認めるに足

りる証拠がないことに鑑みると、本件マスクによるＸの肖像に係る人格的利

益の侵害を停止又は予防するためには、本件マスク及びその作成に使用した

データの廃棄の必要性がある。 

→「Ｙは、本件マスクを複製又は頒布してはならない」との差止請求、「Ｙ

は、本件マスク及びこれを作成するために使用したデータを廃棄せよ」との

廃棄請求を認容。 
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判決 対象 判断 判示事項 

④東京地判

令和６年１

１月１８日

（令和５年

（ワ）第２

１ ４ ０ ９

号） 

Ｓ
Ｎ
Ｓ
へ
の
投
稿 

差
止
請
求
認
容 

・肖像権を違法に侵害された者についても、名誉権侵害と同様に、その侵害

行為の差止めを求めることができると考えられる。 

・本件動画 （サムネイル及び動画内にＸの肖像に目元のぼかし加工を施した

画像が掲載されている。）の投稿については、Ｘの肖像権を違法に侵害する

ものであるから、Ｘは、Ｙに対して、その侵害行為の差止めを求めることが

できる。 

・なお、Ｘは、本件動画自体の削除を求めているものの、その投稿が違法と

評価されるのはＸの写真を無断で利用したという点についてであるから、Ｘ

は、Ｙに対し、本件動画中のＸ写真の削除を求めることができるにとどまる。 

→「Ｙは、本件投稿（本件動画を掲載した投稿）からＸの顔写真を本判決確

定の日から３日以内に削除せよ」との差止請求を認容。 

 

Point 

 肖像等をみだりに利用されない権利に基づき、侵害者に対し、書籍の販売の差

止めや廃棄、ウェブサイトからの肖像等の削除等の措置を求めることができ

る。 5 

 インターネット上に投稿された肖像等をみだりに利用されない権利を侵害す

るコンテンツの削除請求については、これを管理運営するプラットフォーム事

業者に対してもすることができる。 

 少なくとも、肖像等をみだりに利用されない権利を侵害するインターネット上

の投稿については、不法行為法上違法と認められる場合には、「（「現に行われて10 

いる侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防するため」の差止めの必

要性を欠いていない限り、）その削除が認められる。 

 

 

⑶ 損害賠償・差止めの請求主体 15 

前記１⑵のとおり、肖像等をみだりに利用されない権利が人格権に由来し、肖

像等の有する精神的価値から生ずる人格的利益を保護するものであること、前記

４のとおり、肖像等をみだりに利用されない権利は譲渡性が否定されていること

から、損害賠償や差止めの請求主体（訴訟の原告）となることができるのは、肖

像権を有する本人のみであると解される。 20 
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６ 死後の肖像等の利用135 

⑴ 死者の人格権の権利主体性 

学説上、人格権の「支配権たる権能は、死亡により消滅し、相続もされない」

と考えられるから136、人格権に由来する権利であって、その精神的価値から生ず

る人格的利益を保護する肖像権についても、死亡とともに消滅し、相続されない5 

と解するのが多数説である137,138。 

下級審裁判例においても、その多くは、死者の権利主体性を否定し、又は権利

行使について実定法上の根拠を欠くとして、故人の直接的な人格権侵害による権

利行使を認めていない139。 

 10 

Point 

 肖像等をみだりに利用されない権利は、人格権に由来する権利であり、肖像等

の精神的価値から生ずる人格的利益を保護するものであるから、死亡とともに

消滅し、相続されないと考えられる。 

 15 

 
135 故人が生前受けていた権利侵害は含まれない。なお、最判昭和４２年１１月１日民集２１巻９号２２４

９頁は、 「損害賠償請求権発生の時点について、民法は、その損害が財産上のものであるか、財産以外のも

のであるかによつて、別異の取扱いをしていないし、慰藉料請求権が発生する場合における被害法益は当

該被害者の一身に専属するものであるけれども、これを侵害したことによつて生ずる慰藉料請求権そのも

のは、財産上の損害賠償請求権と同様、単純な金銭債権であり、相続の対象となりえないものと解すべき

法的根拠はな」いなどとして、故人が生前に受けた権利侵害に対する慰謝料請求権の相続を認めている。 
136 山野目章夫編 新注釈民法⑴ 総則⑴』（有斐閣、２０１８年）３１５頁〔山野目章夫〕 
137 窪田・前掲注 90）５３５～５３７頁〔水野謙〕、宮川美津子「不正競争防止法による顧客吸引力保護の

限界―死者のパブリシティ権の保護を事例として」中山信弘＝斉藤博＝飯村敏明  知的財産権 法理と提言

 牧野利秋先生傘寿記念論文集』 （青林書院、２０１３年）９４２頁。また、中島・前掲注58）４～５頁も、

声をみだりに利用されない権利を人声権と定義した上で、「人声権、パブリシティ権とも、人格権に由来す

るものであるから、その人物の一身に専属し、死亡とともに消滅するため、相続の対象とはならないと解

するのが自然であり（民法８９６条）、少なくとも、精神的価値を保護する人声権については異論がない」

とする。 
138 なお、米村・前掲注 107）４５３～４５４頁は、人格権の一身専属性は必ずしも論理必然的に導かれる

ものではなく、人格権の譲渡または相続を認めることに理論的な障害はないと指摘する。また、中島・前

掲注58）４～５頁は、人格権に由来するパブリシティ権について、米国の一部の州やドイツにおいては一

定の範囲で相続性が認められており、理論的には、人声権が人格権に由来することが、人声権が死亡によ

って消滅することを必ずしも法的に意味することにはならないと指摘し、「相続性については、人格権法に

関する理論の展開と社会的必要性の変化を踏まえた今後の議論の発展に、その解決が委ねられている。」と

している。 
139 東京高判昭和５４年３月１４日高民３２巻１号３３頁〔「落日燃ゆ」事件〕、東京地判平成２３年４月２

５日（平成２１年（ワ）第２４０６５号）、大阪地判平成元年１２月２７日判時１３４１号５３頁。なお、

「落日燃ゆ」事件は、死者の人格権侵害に関する判断自体が傍論であるが、死者の人格権は一般私法の分

野においても法律上保護されるべき権利又は利益として、その侵害行為につき不法行為成立の可能性を肯

定すべきであるとしつつ、民事上の請求権を行使することができる主体について何ら規定がないことなど

から、権利行使について実定法上の根拠を欠くと理由付けている。その後の裁判例においては、本裁判例

と同様に、死者の人格権侵害の成立可能性を認めつつ、権利行使につき実体法上の根拠を欠くとするもの

と、そもそも成立可能性を欠くとするもの等があるとされている。小島慎司 「判批」長谷部恭男ほか編 メ

ディア判例百選［第２版］』（有斐閣、２０１８年）７８頁。 
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⑵ 敬愛追慕の情による保護とその要件 

東京高判昭和５４年３月１４日高民３２巻１号３３頁〔「落日燃ゆ」事件〕は、

「故人に対する遺族の敬愛追慕の情も一種の人格的法益としてこれを保護すべ

きものであるから、これを違法に侵害する行為は不法行為を構成するものといえ

よう」として、故人に対する遺族140の敬愛追慕の情が不法行為によって保護され5 

る人格的利益であることを認めた。 

その上で、その成立要件について、「死者に対する遺族の敬愛追慕の情は死の

直後に最も強く、その後時の経過とともに軽減して行くものであることも一般に

認めうるところであり、他面死者に関する事実も時の経過とともにいわば歴史的

事実へと移行して行くものということができるので、年月を経るに従い、歴史的10 

事実探求の自由あるいは表現の自由への配慮が優位に立つに至ると考えるべき

であ」り、「本件のような場合、行為の違法性の判断にあたり考慮されるべき事

項は必ずしも単純でなく、被侵害法益と侵害行為の両面からその態様を較量して

これを決せざるを得ないが、その判断にあたっては、当然に時の経過に伴う前判

示の事情を斟酌すべきである」とした。 15 

学説上も、敬愛追慕の情に基づく遺族の損害賠償請求は、敬愛追慕の情の侵害

の程度（故人と遺族の関係の近さ、死亡から侵害までの時間的間隔等）が考慮さ

れることになるとの見解がある141。 

 

⑶ 肖像利用と敬愛追慕の情 20 

生者の肖像が個人の人格の象徴であり、その精神的価値から生ずる人格的利益

が肖像権により保護されることからすれば、故人の肖像についても、その利用に

より遺族の敬愛追慕の情を侵害する可能性がある。 

故人の肖像の利用について、その遺族の敬愛追慕の情を侵害したか否かが問題

となった裁判例については下表のとおりであり、故人の肖像の利用により遺族の25 

故人に対する敬愛追慕の情が侵害されたか否かの判断に当たっては、故人が生存

していたならば、その人格的利益が当該肖像の利用によって侵害されたといえる

か否かという観点を軸として142、生者（存命の者）の肖像権侵害の判断と同様、

 
140  「遺族」の範囲について、東京高判昭和５４年３月１４日高民３２巻１号３３頁〔「落日燃ゆ」事件〕は、

「死者の親族又はその子孫（これと同一視すべき者をふくむ。以下同じ。以下単に遺族という）」としてい

る。 
141 窪田・前掲注90）５３７頁〔水野〕 
142 故人の肖像の公表行為について違法性を判断した事案ではないが、東京地判平成２３年４月２５日（平

成２１年（ワ）第２４０６５号）は、「死者の名誉ないし人格権は、その法主体性を喪失した死後において

まで、当然に保護されるべきであるとはいえないが、その遺族については、死者の死後も、死者の生存中

の人格権が不法行為から保護されることを信頼し、期待すること（敬愛追慕の情）は、民法７０９条の法

律上保護されるべき利益に該当するものと解するのが相当である。そして、その利益侵害の有無は、死者

が生存していたならば、その人格権が不法行為によって侵害されたといえるか否かという観点から判断す

るのが相当である。」と判示している。 
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総合考慮による判断枠組みで検討されており、その際の考慮要素についても、遺

族による請求であることによる特有の要素として、死亡後の期間や遺族と死者と

の関係性等が追加的に考慮される以外には、おおむね生者の肖像権侵害の判断と

同様の要素が考慮されているといえ、各要素の検討において、生者の肖像権侵害

よりも強度の侵害的要素が要求されていることはうかがわれない。 5 

他方で、本検討会においては、故人の肖像の利用については、一定の公共目的

性を有し、肖像の利用を受忍すべき場合143が生者の肖像利用よりも多い場合があ

ると想定され、故人に対する敬愛追慕の情の判断においては、生者の肖像権侵害

の判断とは異なる配慮を要する場合もあるとの意見もあった。敬愛追慕の情が、

本人の人格権ではなく、遺族が有する権利であることを踏まえ、個別具体的な事10 

情の下で、その侵害の有無を判断する必要があると考えられる。 

 

判決 対象 判断 判示事項 

①大阪地判

平成元年１

２月２７日

判時１３４

１号５３頁 雑
誌
掲
載 

損
害
賠
償
請
求
認
容 

・Ｙら（出版社、編集者、カメラマン）は、亡Ａの遺影を撮影した写真とと

もに、亡Ａが、わが国最初の女性エイズ患者であるとともに、不特定多数の

男性と売春をしていたこと等の内容を報道する記事を雑誌に掲載した。 

・本件報道は、亡Ａの名誉を著しく毀損し、また、亡Ａが生存していればプ

ライバシーの権利の侵害となるべき私生活上他人に知られたくないきわめ

て重大な事実ないしそれらしく受け取られる事柄を暴露したものである。 

・このような報道により亡Ａの両親であるＸらは、亡Ａに対する敬愛追慕の

情を著しく侵害されたものと認められる。 

→実の娘である亡Ａに先立たれ、その悲嘆も和らぐ間もなく （死亡から約１

０日後）、本件記事及び本件写真を本件雑誌に掲載されて精神的に著しい苦

痛を被ったＸら（両親）の慰謝料額を各１００万円と認定。 

 
143 例えば、公務員又は公職選挙の候補者等であった者に関し、政治的批判の文脈で本人の肖像を利用する

場合、歴史的に著名な人物の伝記作品や史実性の高い事件の再現映像において再現性・迫真性を高めるた

めに故人の肖像等を公表する場合が挙げられる。 
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判決 対象 判断 判示事項 

②東京地判

平成２３年

６月１５日

判時２１２

３号４７頁 

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
掲
載 

損
害
賠
償
請
求
認
容 

・Ｙ１ （新聞社）は、亡Ａが連行先で手首に手錠をかけられ、警察官に囲ま

れている状況を写した写真を、亡Ａが第三者に依頼して知人らを殺害させて

保険金を詐取した旨の内容とともに記事として配信した。さらに、Ｙ１は、

その３日後に、同じ亡Ａの写真を付した別の記事をＹ２の運営するウェブサ

イトに配信した。 

・死者の容貌等が撮影された写真をみだりに公表し、これにより遺族の死者

に対する敬愛追慕の情を、その受忍限度を超えて侵害したときは、当該遺族

に対する不法行為を構成するものと解するのが相当であり、死者の容貌等が

撮影された写真を公表する行為が遺族の死者に対する敬愛追慕の情を受忍

限度を超えて侵害するものであるか否かについては、当該公表行為の行われ

た時期（死亡後の期間）、死者と遺族との関係等のほか、当該公表行為の目

的、態様、必要性や、当該写真の撮影の場所、目的、態様、撮影時の被撮影

者の社会的地位、撮影された活動内容等を総合考慮して判断すべきである。 

・故人の妻は、通常、２０年以上も前に撮影された亡夫の手錠姿の写真を公

表されることを欲しないと考えられること、本件写真は、本件サイトの記事

欄のかなりの部分を占める大きさであること、記事の内容に照らし、故人の

当時の手錠姿の写真を公開するまでの必要性は認められないこと、本件写真

が故人の死亡の２～３日後に公開されたこと等によれば、本件写真の公表

は、亡Ａの妻であるＸの亡Ａに対する敬愛追慕の情を受忍し難い程度に侵害

するものと認められる。 

→Ｙらの２回に及ぶ本件写真の公表によるＸの慰謝料額をそれぞれの公表

行為ごとに各３０万円と認定。 

③津地四日

市支判平成

２７年１０

月２８日判

時２３０５

号１１５頁 

テ
レ
ビ
放
映 

損
害
賠
償
請
求
棄
却 

・Ｙ（テレビ局）は、工場で発生した事故により死亡した亡Ａの遺影を撮影

した写真と氏名を、同一の事故により死亡した他の被害者の写真及び氏名と

並べてニュース番組で放映し、報道した。 

・本件遺影は、スーツ姿の亡Ａの胸から上を撮影したもので、修正加工がさ

れているものの、これはＸにおいて髪の乱れを整える等見映えを良くするた

めに行ったものであり、通常の一般人を基準とするとき、公表されることを

欲しないものとはいえない。本件報道は、多数の死傷者を出し社会的関心の

高かった本件事故の内容等を報道する過程で、被害者である亡Ａの顔写真を

他の被害者と並べて本件遺影を報道したもので、本件遺影を報道することが

不必要であるとか、不当な目的によるものであるということはできない。 

・本件遺影の撮影は、遺族の同意を得ずに行われたものではあるが、葬儀会

場のエントランスポーチで亡Ａの妻が布をかけず遺影を持ち、参列者以外も

本件遺影を見ることができる状況で行っており、Ｘ及び他の遺族は、カメラ

を構えていることに気付きながらも撮影を制止するなどの明確な拒絶の意

思を表示していない。 

・Ｙが、遺族の同意を得ず、隣地敷地から塀越しに撮影したこと等を考慮し

ても、本件撮影及び報道により、社会生活上受忍すべき限度を超えて亡Ａの

母であるＸの静穏に故人を悼む利益や、敬愛追慕の情を侵害したということ

はできない。 

→Ｘの損害賠償請求を棄却。 

 

 

Point 

 故人の肖像の利用により、遺族の故人に対する敬愛追慕の情を侵害する可能性

がある。故人の肖像の利用により遺族の故人に対する敬愛追慕の情が侵害され5 

たか否かの判断に当たっては、故人が生存していたならば、その人格的利益が

当該肖像の利用によって侵害されたといえるか否かという観点を軸として「、
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生者（存命の者）の肖像権侵害の判断と同様、各要素の総合考慮により、遺族

の敬愛追慕の情を受忍限度を超えて侵害するかという判断枠組みで検討され

ている。その際の考慮要素としては、本人の社会的地位・活動内容、肖像の利

用の目的・態様・必要性等といった生者（存命の者）の肖像権侵害の判断の際

の考慮要素に加え、遺族による請求であることによる特有の要素として、死亡5 

後の期間や遺族と死者との関係性等が追加的に考慮される。 

 

 

⑷ 人の声の利用と敬愛追慕の情 

前記のとおり、生者の声が個人の人格の象徴であり、その精神的価値から生ず10 

る人格的利益が声をみだりに利用されない権利により保護されることを踏まえ

れば、故人の声の利用についても、肖像の利用と同様に、遺族の敬愛追慕の情を

侵害する可能性があると考えられる。 

 

Point 15 

 故人の声についても、その利用により、遺族の敬愛追慕の情を侵害する可能性

があると考えられる。 

 

 

⑸ 損害の範囲 20 

故人に対する敬愛追慕の情は、人格的利益として保護されるものであることか

ら、その侵害による損害賠償請求は、原則として、慰謝料の範囲で認められるも

のと考えられる。 

 

⑹ 敬愛追慕の情と差止請求 25 

故人に対する敬愛追慕の情に基づく差止請求を認めた裁判例は見当たらない

が、敬愛追慕の情が人格的利益である以上、表現の内容や死亡後の期間等の諸事

情を考慮して、敬愛追慕の情が違法に侵害されていると認められる場合には、損

害賠償請求に加え、敬愛追慕の情に基づく差止請求もすることができるものと考

えられる144。なお、インターネット上に投稿された投稿で敬愛追慕の情を侵害す30 

るコンテンツの削除請求については、これを管理運営するプラットフォーム事業

者に対してもすることができると考えられる。  

 
144 東京地方裁判所民事第９部（保全部）の運用を解説する関述之＝小川直人編 インターネット仮処分の

実務』（金融財政事情研究会、２０１８年）８５頁も、「死者に対する敬愛追慕の情が人格的利益である以

上、差止めについても他の人格権と同様に認められると解するのが自然であり、差止請求についても認め

られるべきであると解される」としている。 
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第３ 不正競争防止法 

 

本検討会は、パブリシティ権や肖像等をみだりに利用されない権利を検討対象とす

るものであり、不競法を直接の検討対象とするものではない。もっとも、これらの適

用範囲の差異を認識することは重要であることから、第２章の事例検討においては必5 

要に応じて不競法の適用について併せて検討する。 

肖像、声の無断利用事案に関する不競法の適用については、産業構造審議会知的財

産分科会不正競争防止小委員会（以下「不競小委」という。）において「肖像と声の

パブリシティ価値に係る現行の不競法における考え方の整理」（以下「不競小委にお

ける整理」という。）が行われている145。また、令和６年度経済産業省研究委託事業に10 

よる研究会（以下「不競法研究会」という。）においても、パブリシティ価値の保護

に関する現行不競法の整理及び検討が行われている146。そこで、以下では、不競小委

における整理及び不競法研究会における検討結果を中心に記載し、必要に応じて、本

検討会における議論のほか、裁判例や学説等を補足する。 

 15 

１ 肖像等の無断利用に関して不正競争が問題となる各類型の要件等 

不競法は、同法第２条各号に掲げる行為を「不正競争」と定義している。本項で

は、肖像等の無断利用が不正競争に該当し得る各号の行為について、その要件等を

概観する。 

 20 

⑴ 周知表示混同惹起行為（不競法第２条第１項第１号）・著名表示冒用行為（同

項第２号） 

不競法第２条第１項第１号は、他人の周知な商品等表示と同一又は類似の商品

等表示を使用すること等により、自己の商品・営業を他人の商品・営業と混同さ

せる行為を、また、同項第２号は、他人の著名な商品等表示と同一又は類似の商25 

品等表示の冒用行為を、それぞれ不正競争の一類型として定めている。 

 

○不正競争防止法（平成５年法律第４７号） 

第２条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

 一 他人の商品等表示（人の業務に係る氏名、商号、商標、標章、商品の容器若しくは包装その他の商品又30 
は営業を表示するものをいう。以下同じ。）として需要者の間に広く認識されているものと同一若しくは類

 
145 経済産業省・第２８回不競小委開催資料４「前回までにいただいた御指摘事項等に係る対応について」

９～１５頁、及び、これを踏まえた、経済産業省経済産業政策局知的財産政策室「肖像と声のパブリシテ

ィ価値に係る現行の不正競争防止法における考え方の整理について」［https://www.meti.go.jp/policy/e

conomy/chizai/chiteki/pdf/shozo_koe.pdf］ 
146 不競法研究会の調査研究報告書である、ベーカー＆マッケンジー法律事務所（外国法共同事業）［以下

「Ｂ＆Ｍ」と表記する。］「不正競争防止法におけるパブリシティ価値の保護に関する調査研究報告書（令

和６年度産業経済研究委託事業）」（２０２５年）［https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2024FY/000

278.pdf］６、３９～４７頁 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/shozo_koe.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/shozo_koe.pdf
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2024FY/000278.pdf
https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2024FY/000278.pdf
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似の商品等表示を使用し、又はその商品等表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡し

のために展示し、輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供して、他人の商品又は営業と混同

を生じさせる行為 

 二 自己の商品等表示として他人の著名な商品等表示と同一若しくは類似のものを使用し、又はその商品等

表示を使用した商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、輸出し、輸入し、若しく5 
は電気通信回線を通じて提供する行為 

 

ア 商品等表示該当性 

(ｱ)「意義 

商品等表示とは、商品（市場における流通の対象物となる有体物又は無体10 

物）の出所又は営業（広く経済収支上の計算の上に立って行われる事業一般）

の主体を示す表示をいう147。 

 

(ｲ)「自他識別力又は出所表示機能 

「商品等表示」は、自他識別力又は出所表示機能を有するものでなければ15 

ならないとされる。 

芸能人の氏名、肖像がこれらを有するか否かに関して、東京地判平成１９

年３月２７日 （平成１７年（ワ）第５１４８号）〔セイン・カミュ事件〕は、

「テレビ番組等に出演していたＡの氏名・肖像は、Ａの芸能活動を表示する

ものとして周知性のみならず著名性をも獲得していた」として、商品等表示20 

該当性を肯定した148。 

他方で、東京地判令和５年１２月１１日判時２６１６号１３４頁〔岡田佑

里乃事件〕は、「Ｘは、芸能プロダクションであるＹに所属する一タレント

であったにすぎず、Ｘ自身がプロダクション業務等を行っていた事実を認め

るに足りない」、「Ｘの氏名又は肖像が、その人物識別情報を超えて、Ｘ自身25 

の営業等を表示する二次的意味を有するものと認めることはできず、まして、

Ｘの氏名及び肖像が、タレントとしてのＸ自身の知名度とは別に、Ｘ自身の

営業等を表示するものとして周知であるものとは、明らかに認めるに足りな

い」として、商品等表示該当性を否定した149。 

不競法研究会においては、上記岡田佑里乃事件が商品等表示該当性を否定30 

 
147 経済産業省知的財産政策室編 「条条解説不正競争防止法（令和６年４月１日施行版）」［https://www.me

ti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf］６９頁 
148 このほか、東京地判平成１０年３月１３日判時１６３９号１１５頁 〔高知東事事件〕は、テレビ出演等

の芸能活動を行うＡの芸名は、Ｂ及びそのグループの営業表示と類似であるとしており、これは芸能人の

芸名が商品等表示となり得ることを示すものと理解されている。田村善之 ライブ講義 知的財産法』（弘

文堂、２０１２年）５６１頁。 
149 同判決の解説（「判批」判タ１５２０号 （２０２４年）２４７頁）は、「タレントの氏名又は肖像が、そ

の人物識別情報を超えて、原告自身の営業等を表示する二次的意味を有する場合……とは、芸能プロダク

ションから独立したタレントが自身で営業活動をしているような極めて限られた事案において、しかも、

上記二次的意味を十分に立証し得た場合に限られる」としている。 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/chizai/chiteki/pdf/Chikujo.pdf
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したことについては批判的な意見が多くあり、俳優や声優の場合には、俳優

業や声優業を行うことだけで商品等表示として十分であり、別途、それらの

者がタレント活動以外の活動（プロダクション業務等）を行ったり、それら

の者の肖像や声が化体した商品等を販売したりしている必要はないと考え

る意見があったとされている150。 5 

 

(ｳ)「声の商品等表示該当性 

不競小委における整理においては、一般論として声は商品等表示に該当し

得るとしているものの、実態として①肖像や声の周知の程度、②肖像や声の

利用形態等の観点により個別に判断していく必要があるとされている。その10 

上で、声と特徴的な台詞とがセットになって使用される場合は、より広く対

処することができるとされている151。 

 

イ 他人 

(ｱ)「意義 15 

「他人」とは、自然人、法人などの商品等表示の主体となるものをいい、

当該商品等表示の内容や態様、当該商品の広告・宣伝の規模や内容、品質保

証表示の在り方などに照らし、当該商品等表示が何人のものとして需要者に

認識されているかによって定められるとする裁判例がある152。特定の表示の

使用許諾者、使用権者及び再使用権者のグループのように、同表示の持つ出20 

所識別機能及び顧客吸引力等を保護発展させるという共通の目的の下に結

束しているグループ等もこれに含まれる153。 

周知表示混同惹起行為及び著名表示冒用行為に関して、不競法第３条に基

づく差止請求及び同法第４条に基づく損害賠償請求の主体である「不正競争

によって営業上の利益を侵害された者」（差止請求については、侵害される25 

おそれのあるものを含む。）とは、 「他人」を指すと解するのが通説であると

される154。したがって、商品等表示の主体である「他人」に該当するか否か

 
150 Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）３９～４０頁 
151 経済産業省経済産業政策局知的財産政策室 ・前掲注145）２、５頁。Ｂ＆Ｍ・前掲注146）３９～４０頁

も同旨。 
152 東京高判平成１６年１１月２４日（平成１４年（ネ）第６３１１号）〔ファイアーエムブレム事件〕 
153 最判昭和５９年５月２９日民集３８巻７号９２０頁 〔フットボール・シンボルマーク事件〕。同事件は、

Ｘ１がＮＦＬのシンボルマークの商品化事業主体であり、Ｘ２がＸ１から日本における商品化事業を許諾

された法人であり、Ｘ２が選定した１９社がＸ２から再使用権を得て上記シンボルマークを付した商品を

販売していた事案である。裁判所は、Ｘ１、Ｘ２及び再使用権者のグループが 「他人」に該当すると判断し

た。 
154 茶園成樹編  不正競争防止法［第２版］』（有斐閣、２０１９年）４０頁 〔茶園成樹〕。田村 ・前掲注 54）

１９５頁も同様の見解に立つ。また、裁判例では、東京地判平成１２年７月１８日判時１７２９号１１６

頁〔リズシャメル事件〕が、第２号の著名表示冒用行為に関し、「差止め及び損害賠償を求め得る主体につ
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は、損害賠償や差止請求の主体となるか否かという観点からも問題となる。 

 

(ｲ)「プロダクション等の「他人」性（商品等表示主体性） 

芸能人等が専属契約を締結するプロダクション等が商品等表示の主体で

ある「他人」に該当するか否かが問題となる。前記(ｱ)のとおり、これに該5 

当する場合には、プロダクション等が肖像等の無断利用による損害賠償請求

や差止請求の主体（訴訟における原告）となることができることとなる。 

芸能人等とプロダクション等は、芸能人の氏名、肖像の持つ出所識別機能

及び顧客吸引力等を保護発展させるという共通の目的の下に結束している

グループに当たるといえることから、前記フットボール・シンボルマーク事10 

件155を踏まえると、プロダクション等は「他人」に該当すると考えられる。 

さらに、芸能人等の死後においても、なおプロダクション等が「他人」に

該当するか否かが問題となる。 

本検討会においては、前記フットボール・シンボルマーク事件等を踏まえ

ると、プロダクション等が芸能人等の死後も肖像等の商品化について管理し15 

ている場合には、当該商品等表示は需要者にとって当該芸能プロダクション

等のものとして認識されているものと解することができるとの意見があり、

このような考え方に異論はなかった156。 

 

ウ 需要者の間に広く認識されている（周知性）〔第１号〕／著名性〔第２号〕 20 

(ｱ)「周知性の意義等 

不競法第２条第１項第１号の「需要者の間に広く認識されている」とは、

商品・役務の性質・種類、取引態様、需要者層、宣伝活動、表示の内容等の

諸般の事情から総合的に判断して、需要者 （商品等の取引の相手方）の間に

おいて広く認識されていることをいうと解されている157。 25 

周知性の立証は、当該商品形態の使用実績や宣伝広告の実績を証拠として

 
いては、当該著名商品等表示に化体された信用・名声を自らの信用・名声とする者、すなわち当該著名商

品等表示により取引者又は需要者から当該商品の製造者若しくは販売元は当該営業の主宰者として認識さ

れる者と解するのが、相当である」としている。 

 これに対し、不競法研究会においては、請求主体には商品等表示の主体のみならず営業上の独自の利益

を有する者も含まれるとする見解があるものの、この場合にも独占的利用許諾契約を締結しているのみで

は足りず、それに加えて何らかの形で肖像等の利用に関する事業に関して品質管理等を行っている必要が

あるのではないかとの意見があったと整理されている。Ｂ＆Ｍ・前掲注146）４１～４２頁。 
155 最判昭和５９年５月２９日・前掲注153 
156 同旨をいうものとして、田村・前掲注 54）５４１頁、宮川・前掲注137）９３２頁以下。このほか、著

作（隣接）権の規定を類推適用する見解や、著作権法第１１６条第１項を類推適用し、一定順位の遺族に

よる保護を図る見解もある。斉藤・前掲注131）２４２～２４３頁参照。 
157 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）７５頁 
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積み上げることで行われ、需要者アンケートの結果もその一要素となる158。

したがって、アンケート結果のみによって判断されているものではないもの

の、裁判例上、①Ｘの標章のみを示されて正しくＸのブランド名を答えた者

の割合が１８．３％であった事例で周知性が肯定された事案159がある一方で、

②Ｘの商品の形状を見て、商品のブランドを「知っている」と回答した人の5 

割合が３％又は６％であった事例で周知性が否定された事案160がある。 

 

(ｲ)「著名性の意義 

不競法第２条第１項第２号の「著名な」（著名性）とは、全国的にその表

示が知られていることを意味すると解する見解が有力である161。なお、上記10 

(ｱ)の①の裁判例においては著名性が否定されている。 

 

(ｳ)「周知性・著名性とパブリシティ権の顧客吸引力の異同 

以上のような裁判例と、前記第１の３⑵アのパブリシティ権の顧客吸引力

に関する裁判例の各動向を踏まえると、不競法第２条第１項第１号の周知性15 

の要件は、一般的にはパブリシティ権の顧客吸引力の要件よりも狭い （前者

を満たすものは後者を満たすものよりも少ない）と思われる。 

この点に関連して、裁判例上、パブリシティ権における顧客吸引力の有無

と不競法における周知性 ・著名性の有無がいずれも判断された事案としては、

医師であるＸの氏名やＸが院長を務める医院の名称、Ｘの肖像について、Ｘ20 

及び同医院が遠隔医療に積極的に取り組んでいることや診療上の工夫等に

ついて紹介する新聞記事が複数掲載されている事実をもってしても、顧客吸

引力があったとはいえず、需要者である医療機関の間で周知であったともい

えないとした事例162がある。 

 
158 井上由里子 「判批」茶園成樹ほか編 商標・意匠・不正競争判例百選［第２版］』 （有斐閣、２０２０年）

１３４頁 
159 東京高判平成１３年１２月２６日判時１７８８号１０３頁 〔ＬＥＶＩ’Ｓ事件〕。なお、著名性について

は否定されている。 
160 大阪地判平成２０年１月２４日（平成１８年（ワ）第１１４３７号）〔ヒュンメル事件〕 
161 経済産業省知的財産政策室・前掲注 147）８５頁。これと異なり、周知性と同様に一定地域において著

名であれば足りるとする見解として、田村・前掲注54）２４３～２４５頁、宮脇正晴「ブランド・エクイ

ティと不正競争：不正競争防止法２条１項２号の一解釈試論」国際公共政策研究４巻２号（２０００年）

２００～２０３頁等。 

 裁判例では、それが必要であるとまで述べたものではないが、全国的な著名性を認定するものがある （東

京地判平成１３年４月２４日判時１７５６号４３頁〔j-phone.co.jp 事件〕、東京地判平成１０年３月２０

日判例不正競業法１１６２ノ２ノ３５頁〔TRUSSARDI JOHNS 事件〕）。また、必ずしも全国的なものを要求し

ているのかは詳らかではないが、「日本国内の広い地理的範囲にわたり、当該表示がその出所を示すものと

して広く認識されていることが必要」と述べる裁判例もある （東京地判令和６年７月１７日（令和３年（ワ）

第２９２４２号〔チームラボ事件〕）。 
162 東京地判平成３１年１月２５日（平成２９年（ワ）第４０１２１号）〔遠隔医療事件〕 
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(ｴ)「声の周知性・著名性 

声の周知性・著名性についても、前記(ｱ)及び(ｲ)と同様の枠組みにより検

討されることになり、前記(ｳ)と同様に声のパブリシティ権の顧客吸引力の

要件よりも狭いものと考えられる。 5 

また、前記アの商品等表示該当性（識別性、同定可能性）との関係につい

ては、声の識別力が肖像等よりも弱いことに鑑みると、周知性等を満たすこ

とはハードルが高いとも考えられる。他方で、声に商品等表示該当性を満た

すほどの識別力があるのであれば、その声は自ずと一定の周知性があるもの

である場合が多いとも考えられる。 10 

 

エ 同一又は類似 

類似性については、取引の実情の下において、取引者又は需要者が、両表示

の外観、称呼又は観念に基づく印象、記憶、連想等から両者を全体的に類似の

ものと受け取るおそれがあるか否かを基準に判断される163。 15 

なお、不競法研究会においては、周知な商品等表示ということができるよう

な肖像や声と似た肖像や声を他人が保有している場合には、当該他人による使

用は不正競争に当たらないと解されるべきであるが、その根拠として、自己の

氏名を不正の目的でなく使用する場合の適用除外を定める不競法第１９条第

１項第２号を類推適用すべきであるとの意見があったとされている164。 20 

 

オ 使用等 

「使用」とは、他人の商品等表示を商品又は営業に用いることを指す165。 

不競小委における整理では、生成ＡＩを用いて、有名人の肖像を使用した写

真の作成・販売をする、有名人と同一の声を使用した目覚まし時計の作成・販25 

売をするといった商品化の類型166は 「商品等表示として使用」に該当し得るも

のと整理されている167。 

他方で、上記と異なり、有名人の肖像を広告に使用する広告化の類型168では、

需要者に認識される商品等表示の主体は、飽くまで広告に係る商品等の販売主

 
163 最判昭和５８年１０月７日民集３７巻８号１０８２頁〔日本ウーマン・パワー事件〕、最判昭和５９年

５月２９日民集３８巻７号９２０頁〔フットボール・シンボルマーク事件〕 
164 Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）４１頁 
165 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）７８頁 
166 パブリシティ権にいう第１、第２類型に相当すると考えられる。 
167 経済産業省経済産業政策局知的財産政策室・前掲注 145）４、５頁。Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）４１頁も同

旨。 
168 パブリシティ権にいう第３類型に相当すると考えられる。 
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体等であって、当該有名人が商品等表示の主体であると認識されることは考え

難いことから、「使用」に該当すると評価することは難しいものと整理されて

いる169。 

裁判例においては、前記ウ(ｳ)の事案が、「 〔Ｙの配布した〕ポスターにおけ

るＸの氏名、〔Ｘが院長を務める〕医院の名称は、Ｘや〔同〕医院が遠隔診療5 

サービスを行っていることを説明、紹介する中で言及されており、また、Ｘの

肖像は、Ｘ又は 〔同〕医院の行う遠隔診療の具体的イメージを明らかにするた

めに掲載されているものであって、Ｙ製品である本件アプリの出所を表示する

ものとして記載又は掲載されているものではない」ことから、これらの氏名・

名称・肖像の記載又は掲載行為は 「使用」に当たらないとした。当該事案にお10 

いては、Ｙのアプリの広告をする目的でＸの肖像等をポスターに掲載したもの

か否かが争われており、「使用」に該当するとの評価が困難な広告類型である

ということができる。 

 

カ 混同を生じさせる行為 15 

「混同を生じさせる行為」とは、表示の使用方法、態様等の諸般の事情を基

に、一般人を基準として、競業関係にある被冒用者と冒用者の営業主体につい

て混同を生じさせ、若しくは緊密な営業上の関係や同一の表示を利用した事業

グループに属する関係があると誤信させ、又はそれらのおそれを生じさせる行

為をいう170。 20 

無断利用者がブロマイドやカレンダーの販売の際に、肖像本人とは無関係で

あることを付記するなどの混同防止措置 （いわゆる打消し表示）が採られてい

る場合には、混同要件を満たさない可能性がある171。 

なお、不競法第２条第１項第２号の著名表示冒用行為においては、同項第１

号と異なり、混同の存在は要件とされていない。 25 

裁判例においては、前記ウ(ｳ)の事案が、 「 〔Ｙの配布した〕ポスターには 〔Ｙ

製品である〕本件アプリの説明や広告に関する記載は存在しないが、仮に、本

件ポスターの最下部の  ＣＬＩＮＩＣＳ ｂｙ Ｙ』との記載が本件アプリの

 
169 経済産業省経済産業政策局知的財産政策室・前掲注 145）４頁。同様の指摘をするものとして、田村善

之 ライブ講義 知的財産法』（弘文堂、２０１２年）５６８頁。反対に、商品等表示を宣伝広告に使用する

行為も商品等表示としての使用に含まれ得ること、芸能人の氏名や肖像が宣伝広告に使用されると、宣伝

対象の商品を芸能人が推奨しているかのような印象を需要者に与えるのが通常であり、当該商品について

の品質保証機能を発揮していると評価するのは難しいことではないことから、宣伝広告への利用も「使用」

に該当するとの見解として、井上由里子「「パブリシティの権利」と標識法体系」日本工業所有権法学会年

報２５号（２００１年）４４～４５頁。 
170 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）８１頁 
171 さらに、学説上、混同防止措置が採られている場合には、そもそも商品等表示該当性が認められないと

の見解もあるが、不競法研究会においては、商品等表示該当性は認められ、混同要件において考慮すべき

であると整理されている。Ｂ＆Ｍ・前掲注146）４０頁。 
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宣伝、広告に当たるとしても、同記載によれば、本件アプリの提供主体がＹで

あることは明らかであり、また、本件アプリについてＸとＹとが緊密な営業上

の関係があり、同一のサービス事業を営むグループに属する関係があると誤信

させるような事情も存在しない」ことから、同ポスターにおけるＸの氏名、肖

像等「の記載又は掲載行為により、本件アプリの提供主体がＸであると需要者5 

が混同するおそれがあると」はいえないとしている。 

 

⑵ 誤認惹起行為（不競法第２条第１項第２０号） 

不競法第２条第１項第２０号は、商品・役務やその広告の品質・内容等につい

て誤認を生じさせるような表示を行う行為等を不正競争の一類型として定めて10 

いる。 

 

第２条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 

 二十 商品若しくは役務若しくはその広告若しくは取引に用いる書類若しくは通信にその商品の原産地、品

質、内容、製造方法、用途若しくは数量若しくはその役務の質、内容、用途若しくは数量について誤認さ15 
せるような表示をし、又はその表示をした商品を譲渡し、引き渡し、譲渡若しくは引渡しのために展示し、

輸出し、輸入し、若しくは電気通信回線を通じて提供し、若しくはその表示をして役務を提供する行為 

 

ア 広告 

「広告」とは、公衆に対してされる表示のうち営業目的をもってされたものを20 

指すとされる172。 

誤認表示を行っている者が事業自体を実際に行っていない場合に、そのよう

な者の表示が 「広告」に該当するか否かが問題となる。この点について、不競

法研究会においては、①そのような者の表示も「広告」に該当するとする意見

と、②そのような者の表示は「広告」に該当しないとする意見に分かれたとさ25 

れている173。 

 

イ 役務の質、内容等について誤認させるような表示（品質誤認表示） 

「役務の質、内容……について誤認させるような表示」とは、個別具体の事

案に応じて、当該表示の内容や取引界の実情等、諸般の事情が考慮された上で、30 

取引者・需要者に誤認を生じさせるおそれのある表示をいうと解されている174。

そこで、肖像等を無断で広告に使用することがこれに該当するか否かが問題と

なる。 

この点について、不競法研究会では、有名人の肖像を許諾なく広告に使うこ

 
172 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）１５２頁 
173 Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）４５頁 
174 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）１５６頁 
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とが直ちに品質誤認表示に該当するものではないと整理されている。その上で、

無許諾の広告には、①本人の出演等による推奨がない広告と②推奨がある広告

があるところ、①は本人の信用度ではなく顧客吸引力を利用している場合であ

るから、品質誤認表示でなくパブリシティ権侵害に該当するのではないか、②

は、本人の推奨（推奨文言のほか、当該商品・役務の関連分野の信用ある専門5 

家の肖像等の使用を含む。）があり、かつ、それが商品の品質に関わる場合に

は、品質誤認表示に該当し得るのではないかとの整理がされている175。 

 

⑶ 信用毀損行為（不競法第２条第１項第２１号） 

不競法第２条第１項第２１号は、競争関係にある者が客観的真実に反する虚偽10 

の事実を告知し、又は流布して、事業者にとって重要な資産である営業上の信用

を害することにより、競業者を不利な立場に置き、自ら競争上有利な地位に立と

うとする行為を不正競争の一類型として定めている。 

 

第２条 この法律において「不正競争」とは、次に掲げるものをいう。 15 
 二十一 競争関係にある他人の営業上の信用を害する虚偽の事実を告知し、又は流布する行為 

 

ア 競争関係 

競争関係は、双方の営業につき、その需要者又は取引者を共通にする可能性

があることで足りるとされる176。 20 

不競法研究会においては、信用毀損行為を行っている者が実際に事業を行っ

ていない場合に競争関係にあるといえるかについては、前記⑵アと同様に意見

が分かれたものと整理されている。 

 

イ 営業上の信用を害する 25 

「営業上の信用」とは、人の経済面における社会的評価をいう。名誉毀損の対

象となる名誉が内部的名誉、外部的名誉及び名誉感情のうち外部的名誉である

と解されているのと同様、ここにいう「信用」も外部的信用を意味すると解さ

れている177。 

 30 

 
175 Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）４３～４４頁。なお、生成ＡＩを用いて、ある人物の肖像を使用した広告を作成

し、それを広告として使用した場合について、当該人物が広告対象の商品・役務と関連する分野において

信用のある人物であれば、不競法第２条第１項第２０号・第２１号によって対処することができることを

示した、経済産業省経済産業政策局知的財産政策室・前掲注145）４頁も参照。 
176 経済産業省知的財産政策室・前掲注 147）１６１頁、東京地判平成１８年８月８日（平成１７年（ワ）

第３０５６号）、東京地判平成２７年９月２９日（平成２５年（ワ）第３０３８６号等） 
177 髙部眞規子 最新裁判実務大系 第１１巻 知的財産権訴訟Ⅱ』（青林書院、２０１８年）９１０頁 
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ウ 告知・流布 

「告知」とは事実を特定の人に対して個別的に伝達する行為を、「流布」とは

事実を不特定又は多数の人に対して知られるような態様において広める行為

をいう178。 

裁判例においては、Ｙが、Ｘによる商品の販売等が特許権を侵害する旨の自5 

身の主張を含む、当該特許権侵害の有無に係るＸとの紛争経過を自社のウェブ

サイト上に掲載したことが告知・流布に該当するとしたものがある179。 

 

２ 不正競争に該当する場合の効果 

肖像、声等の無断利用が前記１のいずれかの要件を満たし、「不正競争」に該当10 

する場合においては、故意又は過失により当該不正競争を行って、他人の営業上の

利益を侵害したときは、これによって生じた損害の賠償を請求することができ （不

競法第４条）180、損害額に関しては、その他の知的財産法と同様に、その額の算定

を容易にするための推定規定が定められている（同法第５条）。 

また、不正競争によって営業上の利益を侵害され、又は侵害されるおそれがある15 

者は、その営業上の利益を侵害する （おそれがある）者に対し、その侵害の停止又

は予防を請求することができ、これに加えて、侵害の行為を組成した物の廃棄等、

侵害の停止・予防に必要な行為を請求することができる（同法第３条）。 

さらに、不正の目的をもって混同惹起行為を行った場合や、他人の著名な商品等

表示に係る信用若しくは名声を利用して不正の利益を得る目的で又は当該信用若20 

しくは名声を害する目的で著名表示冒用行為を行った場合には、それぞれ刑事罰の

対象となる（混同惹起行為について同法第２１条第３項第１号、著名表示冒用行為

について同項第２号）。また、誤認惹起行為についても、不正の目的をもってこれ

を行った場合等には刑事罰の対象となる（同項第１号、同項第５号）。他方で、信

用毀損行為に対する刑事罰は定められていない。 25 

 

３ パブリシティ権との比較 

⑴ 適用範囲について 

パブリシティ権は、肖像等の有する顧客吸引力を保護するものであるのに対し、

混同惹起行為及び著名表示冒用行為は、商品等表示に化体された営業上の信用や30 

顧客吸引力を保護するものである。もっとも、肖像等が商品等表示として認めら

れる場合には、当該肖像等は、通常は、顧客吸引力を有するものと考えられるこ

 
178 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）１６２頁 
179 知財高判平成２５年８月２８日（平成２５年（ネ）第１００１８号） 
180 不競法第４条は、不正競争による営業上の利益の侵害が民法第７０９条の要件を充足することを確認的

に規定したものとされている。経済産業省知的財産政策室・前掲注147）１７０頁。 
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とから、パブリシティ権による保護と不競法による保護は、重なり合う場面があ

る。ただし、有名人の肖像等を広告に使用する行為は、第３類型（広告としての

利用）に該当してパブリシティ権侵害となる可能性がある一方で、当該広告に使

用された肖像等が、通常、商品等の出所を表示するものとして機能せず、需要者

において当該有名人が商品等表示の主体であると認識されるとは考え難いこと5 

からすると、混同惹起行為及び著名表示冒用行為には該当しない場合が多いと考

えられる181。 

  

⑵ 請求主体について 

パブリシティ権侵害があった場合における損害賠償請求及び差止請求の請求10 

主体は、原則としてパブリシティ権を有する本人であり、本人以外の第三者が請

求主体となるのは例外的である。また、パブリシティ権の相続性を否定する見解

に立った場合には、相続人であっても請求主体とはならない。 

これに対し、不競法に基づく損害賠償請求及び差止請求の請求主体は、当該商

品等表示について営業上の利益を有する者であって、必ずしも肖像等に係る本人15 

に限定されず、商品等表示の主体であると認められる限り、芸能事務所や独占的

ライセンシーであっても、差止請求や損害賠償請求の請求主体となる場合があり、

このことは、本人が死亡したことによって直ちに影響を受けるものではない。 

 

  20 

 
181 ただし、広告表示の態様によっては、誤認惹起行為又は信用毀損行為が問題となる余地がある。 
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第２章 肖像・声の無断利用に関する事例検討 

 

第１ 想定事例の概要 

 

第２章では、第１章における整理を前提として、肖像 ・声の無断利用に関する複数5 

の想定事例について検討を加える。 

想定事例は、生成ＡＩによる俳優の肖像、声優・歌手の声の収益目的による無断利

用に関する基本的な事例を扱い、各事例の事案に応じ、パブリシティ権若しくは肖像

等をみだりに利用されない権利の侵害又は不競法の規定の適用の有無等について検

討している。 10 

なお、肖像等をみだりに利用されない権利については、権利者が一般人か否か、侵

害者が収益目的を有するか否かは、権利侵害の判断に当たり決定的な要素ではないが、

一定の参考になると考えられることから、一部の事例では権利者が一般人の場合や侵

害者が収益目的を有しない場合についても補足的に検討することとしている。また、

想定事例６ ・７は、俳優の肖像の無断利用を例に挙げているが、歌手・声優等の声の15 

無断利用においても同様の考え方が妥当する。 

実際の個々の事例における権利侵害の有無等は、具体的な事実関係を踏まえて判断

されるものである。これに対し、想定事例は、事実関係を相当簡略化しており、この

ような事実関係のみから権利侵害の有無等の最終的な判断をすることは困難である。

想定事例の検討は、飽くまで、どのような事情を考慮して事例を検討すべきかという20 

点に力点を置いて記載をしている。なお、本検討会は、肖像、声等の無断利用による

不法行為の要件のうち、権利（パブリシティ権、肖像等をみだりに利用されない権利）

侵害の有無等を中心に検討するものであり、故意・過失の要件については、直接の対

象とはしていない。 

第２章において検討する想定事例と、各事例で検討対象としている権利等、主体（本25 

人の属性）、客体（肖像又は声）及び収益目的の有無は以下のとおりである。 
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想 定 事 例 
検 討 対 象 

権 利 等 主体 客体 収益 目 的 

【想定事例１】 Ｙは、俳優Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ｘによく

似た顔の者がアクションシーンを演じている動画（本件動画１）を生成し、

これをＳＮＳ上に公開して収益を得た。この事例における損害賠償請求及

び差止請求についてどのように考えるか。 

パブリシティ権 

不 競 法 
俳優 肖像 有り 

【想定事例２】 次の各事例における損害賠償請求及び差止請求について

どのように考えるか。 

    

 ２－１ Ｙが、歌手Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ａの楽曲を歌手

Ｘによく似た歌声で歌っている音源（本件音源２－１）を生成し、これ

をＳＮＳ上に公開して収益を得た事例 

  ※ 本件音源２－１に「ＡＩ歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」とのタイ

トルが付されていた場合はどうか。 

パブリシティ権 

不 競 法 
歌手 声 有り 

 ２－２ Ｙが、声優Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ｂの楽曲を声優

Ｘの演じるアニメキャラクターＣの声によく似た歌声で歌っている音

源（本件音源２－２）を生成し、「ＣにＢの曲を歌わせてみた」とのタ

イトルを付し、ＳＮＳ上に公開して収益を得た事例 

パブリシティ権 

不 競 法 
声優 声 有り 

【想定事例３】 次の各事例における損害賠償請求及び差止請求について

どのように考えるか。 

    

 ３－１ Ｙは、俳優Ｘに無断で、画像生成ＡＩアプリに俳優Ｘの肖像とＡ

の裸の画像とを入力した上で、Ｘの顔とＡの裸を合成する指示をして、

Ｘが裸になっているかのような画像（本件画像３－１）を生成し、これ

をＳＮＳ上に公開して収益を得た。 

肖 像 権 

パブリシティ権 
俳優 肖像 有り 

  ※ Ｘが俳優ではなく、一般人である場合はどうか。 〃 一 般 人 〃 〃 

 ３－２ Ｙは、生成ＡＩアプリにより、声優Ｘの声を合成し、Ｘがわいせ

つなテキストを読み上げているかのような音源（本件音源３－２）を生

成し、これをＳＮＳ上に公開して収益を得た。 

声をみだりに利用されない権利 

パブリシティ権 
声優 声 有り 

  ※ Ｘが声優ではなく、一般人である場合はどうか。 〃 一 般 人 〃 〃 

【想定事例４】 想定事例１及び想定事例２－１において、Ｙに収益を得る

目的がなく、単なる興味本位で本件動画１又は本件音源２－１をＳＮＳ上

に公開した場合には、パブリシティ権及び肖像等をみだりに利用されない

権利の侵害が認められるか。 

パブリシティ権 

肖 像 権 

声をみだりに利用されない権利 

俳優 

歌手 

肖像 

声 
無し 

【想定事例５】 想定事例１及び想定事例２－１において、Ｘは、芸能事務

所である株式会社Ｚとの間で、以下の５－１又は５－２の内容の約定をし

ていた。この事例におけるＺのＹに対する損害賠償請求及び差止請求につ

いてどのように考えるか。 

 ５－１ Ｘが、Ｚに対し、Ｘが有するパブリシティ権の独占的な利用を許

諾する旨の約定 

 ５－２ Ｘが、Ｚに対し、Ｘが有するパブリシティ権を譲渡する旨の約定 

パブリシティ権 

不 競 法 

俳優 

歌手 

肖像 

声 
有り 

【想定事例６】 Ｙは、生成ＡＩアプリにより、故人である俳優Ｘによく似

た顔の者がアクションシーンを演じている動画を生成し、これをＳＮＳ上

に公開して収益を得た。この事例における損害賠償請求及び差止請求につ

いてどのように考えるか。 

パブリシティ権 

不 競 法 
俳優 肖像 有り 

【想定事例７】 Ｙは、画像生成ＡＩアプリに故人である俳優Ｘの肖像とＡ

の裸の画像とを入力した上で、Ｘの顔とＡの裸を合成する指示をして、Ｘが

裸になっているかのような画像（本件画像７）を生成し、これをＳＮＳ上に

公開して収益を得た。この事例における損害賠償請求及び差止請求につい

てどのように考えるか。 

肖 像 権 

敬愛追慕の情 
俳優 肖像 有り 

  ※ Ｘが俳優ではなく、一般人である場合はどうか。 〃 一 般 人 〃 〃 
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第２ 映像作品への俳優の肖像の無断利用がされた事案（想定事例１） 

 

想定事例１ 

Ｙは、俳優Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ｘによく似た顔の者がアクションシ

ーンを演じている動画（以下「本件動画１」という。）を生成し、これをＳＮＳ上に公5 

開して収益を得た。 

この事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 

 

 10 

 

 

 

１ パブリシティ権侵害について 

ピンク・レディー事件最高裁判決を前提とすると、パブリシティ権の侵害となる15 

のは、３類型など、専ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とする場合である。 

 

⑴ 本人の肖像が有する顧客吸引力の利用 

パブリシティ権侵害が認められるためには、肖像に顧客吸引力が認められ、ま

た、その肖像が利用されていることが前提となる。 20 

 

ア 肖像の「顧客吸引力」について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の３⑵ア） 

顧客吸引力とは、商品等の販売を促進する効力をいう。知名度のある芸能25 

人であれば、その肖像等には、通常、顧客吸引力が認められる。もっとも、

本人が著名、有名であるか否かは、顧客吸引力の判断の一要素にすぎず、特

定の分野や一部の地域における需要者層に対して商品等の販売を促進する

効力があると認められる場合も、顧客吸引力は認められる。顧客吸引力の有

無は、肖像等を商品等に付したり、広告等に利用したりするなど、商業的に30 

利用した事実によって実質的に裏付けられる。 

 

(ｲ)「想定事例１について 

・ 俳優Ｘが、全国的に著名であり、商品広告にも多数出演しているといっ

た事情がある場合には、俳優Ｘの肖像には問題なく顧客吸引力が認められ35 

る。また、俳優Ｘが、特定の分野や一部の地域において知名度があるとい

Ｘの肖像       Ｙ：生成ＡＩで動画を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 
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う場合でも、その一定の需要者層に対して商品等の販売を促進する効力が

あれば、俳優Ｘの肖像には顧客吸引力が認められる。 

・ また、本件動画１が専ら俳優Ｘによく似た顔の者がアクションシーンを

演じている部分で構成され、Ｙがその動画を公開して収益を得た場合には、

その利用態様自体から、Ｙ自身において一定の需要者層を想定し、その需5 

要者（視聴者）が俳優Ｘの肖像に注目することを期待して本件動画１を作

成し公開していると考えられるから、俳優Ｘの肖像には顧客吸引力がある

ことが実質的に裏付けられると考えられる。 

 ただし、肖像を商品等に使用したという事実のみから当該肖像に顧客吸

引力があることが直ちに裏付けられるわけではなく、具体的な利用態様を10 

踏まえて検討する必要がある。例えば、俳優Ｘによく似た顔の者を本件動

画１に登場させたものの、その登場シーンが限定的で、かつ、映像全体の

内容や構成に照らして当該肖像に対する視聴者の注目が低いと認められ

る場合には、当該利用の事実のみをもって、俳優Ｘの肖像に顧客吸引力が

あることが実質的に裏付けられるとまではいえないと考えられる。 15 

 

イ 本人の「肖像等」の使用について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の３⑵イ） 

本人の 「肖像等」を使用したといえるためには、当該肖像等に接した需要20 

者において、本人の肖像等を想起し、本人の肖像等であると識別することが

できることが必要である。使用された肖像等が本人の肖像等に類似するにと

どまる場合であっても、その類似性の程度や、使用されるに当たって付加さ

れたその他の情報等を総合的に考慮して、当該肖像等に接する商品等の需要

者において、本人の肖像等を想起し、本人の肖像等であると識別することが25 

できるときがある。 

 

(ｲ)「生成ＡＩの特徴 

生成ＡＩは、学習用データセットを用いてＡＩモデルの学習を行い、学習

済みモデルに画像、楽曲、動画等の生成の指示を入力することで画像、楽曲、30 

動画等を生成するものであって、学習用データセットに含まれている元デー

タを直接的に生成に利用するものではない。そのため、生成ＡＩによって出

力された本人の肖像は、通常、本人の肖像と完全に同一であることはなく、

類似性があるにとどまる。したがって、生成ＡＩによる生成物の場合には、

直ちに「肖像等」を利用したとはいい難く、具体的な事実関係に即して本人35 

の「肖像等」の使用があったか否かを個別に判断していく必要がある。 
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(ｳ)「想定事例１について 

・ 映像に現れた人物の肖像が俳優Ｘと容貌、輪郭、髪型、目鼻立ちその他

の身体的な特徴が類似しているなど、視覚的に類似している程度が高く、

本件動画１の視聴者において容易に識別可能なほどに俳優Ｘの肖像に類5 

似する場合には、本人の「肖像」が利用されたといえる。 

・ また、映像に現れた人物の肖像が俳優Ｘと視覚的に一定程度類似してい

るが、映像だけでは俳優Ｘであると識別することができるとはいい難い場

合であっても、例えば、映像内において俳優Ｘのイメージに沿う服装、言

動等といった特徴が表れていたり、映像外において当該人物は俳優Ｘであ10 

ると明示し、又は暗示されていたりするときであって、それらの付加情報

等も総合的に考慮し、本件動画１の視聴者によって当該肖像が俳優Ｘの肖

像であると識別されるときは、本人の「肖像」が利用されたといえる。 

・ 他方で、付加情報によって俳優Ｘの肖像であることが示されていた場合

であっても、映像に現れた人物の肖像が俳優Ｘの肖像と視覚的におよそ類15 

似していないときは、本件動画１の視聴者によって当該人物は俳優Ｘであ

ると識別されるとは考え難いから、本人の「肖像」が利用されたとはいえ

ないと考えられる。 

 

⑵ ３類型の該当性について 20 

パブリシティ権侵害が認められるためには、３類型に該当するなど、専ら肖像

等の有する顧客吸引力を利用する目的が必要である。以下、俳優Ｘの肖像には顧

客吸引力があること、本件動画１において俳優Ｘの肖像が使用されたと識別され

ることを前提に検討する。 

 25 

ア 第１類型について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の３⑵エ） 

 第１類型は、「肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として

使用」する類型であり、その典型例は、ブロマイドやグラビア写真である。30 

肖像等を滑稽化・風刺化するパロディーなど、新たに創作された思想、笑い

等を鑑賞の中心とする場合には肖像等「それ自体」を鑑賞の対象とするもの

とはいえず、また、記事等の表現が付加されている場合には、肖像等を「独

立して」鑑賞しているかが問題となり、肖像等のサイズ、取り扱われ方等と、

記事等の内容等を比較検討し、肖像等を「独立して」鑑賞の対象とするもの35 

か否かを判断する。 
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また、「商品等」とは、商品又はサービスとして商品化されたものをいう。

肖像等を業として利用する行為（商業的利用行為）が対象であり、私的に利

用されるものは含まれない。 

 

(ｲ)「想定事例１について 5 

・ 本件動画１が、俳優Ｘによく似た顔の者がアクションシーンを演じてい

る部分のみで構成され、これに特段の表現が付加されていない場合には、

需要者の関心は当該人物の肖像そのものに向けられるといえるから、俳優

Ｘの肖像それ自体を独立して鑑賞の対象としていると評価することがで

きると考えられる。他方で、例えば、本件動画１が、魅力的なアクション10 

シーンの在り方について解説 ・考察をする内容を有し、その点に関する相

応のテロップ等が付されることなどにより当該解説内容が需要者の関心

となっている場合には、肖像以外に添え物とはいい難い表現内容が付され

ているとして、俳優Ｘの肖像それ自体を独立して鑑賞の対象としたものと

評価することが困難になると考えられる。 15 

・ 俳優Ｘによく似た顔の者につき、本件動画１の多数の登場人物のうちの

一人にすぎなかったり、映像に現れる肖像のサイズが小さかったりするな

どの事情により、肖像に対する需要者からの注目度が高いとはいえない場

合には、俳優Ｘの肖像それ自体を独立して鑑賞の対象としたものと評価す

ることが困難になると考えられる。もっとも、登場人物が多数いたとして20 

も、当該アクションシーンが本件動画１全体の中で象徴的なシーンとして

位置付けられ、多くの需要者が当該シーンを目的として視聴する場合には、

俳優Ｘの肖像それ自体が独立して鑑賞の対象とされていると評価する余

地があると考えられる。 

・ なお、想定事例１は、本件動画１それ自体を有償で販売するものではな25 

いが、ＳＮＳ上に俳優Ｘの肖像に類似した映像を公開して広告収入を得る

等の方法182により収益を上げることは業としての利用行為であるといえ、

本件動画１は、「商品等」に該当すると考えられる。 

 

イ 第２類型について 30 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の３⑵オ） 

 
182 例えば、大手動画投稿サービスにおいては、一定のフォロワー数に達している等の要件を満たした場合

に、当該サービスを提供するプラットフォーム事業者との間で、動画投稿者が、①当該プラットフォーム

事業者から広告収入の配分を得る旨の契約、又は②視聴者から月額料金の支払を受けることができる旨の

契約を締結する方法等があるものとされる（河瀬季 Ｑ＆Ａ 実務家のためのＹｏｕＴｕｂｅ法務の手引

き』（日本加除出版、２０２２年）１０４～１０６頁）。 
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第２類型は、「商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付す類型」

であり、その典型例は、肖像等を付したＴシャツ、マグカップ、ポーチ等の

キャラクター商品である。なお、商品等に「付す」とあるが、これには、肖

像等を付した商品を生産する行為だけでなく、肖像等が付された商品等を販

売し、又は輸出する等の行為も含まれる。 5 

 

(ｲ)「 肖像等が商品等に組み込まれている場合における第１類型と第２類型の

区別 

（➡第１章第１の３⑵ク(ｲ)） 

 生成ＡＩを用いて本人の肖像等を無断で利用して動画、楽曲、オーディオ10 

ブック等の商品等が作成された場合には、肖像等が当該商品等に組み込まれ

ることになる。このような場合には、肖像等を商品に 「使用する」ものであ

って「付す」ものとはいえない以上、第２類型には該当せず、「など」に該

当するか否かを問題とすべきであるという考え方や、第２類型には「使用す

る」場合をも含むと理解することができるとした上で第２類型に該当する余15 

地があるという考え方があり得る。 

 

(ウ)「想定事例１について 

・ 前記(ｲ)の整理によれば、俳優Ｘの肖像は、本件動画１を組成する要素

としてその内容と不可分一体のものとなっていることに着目すると、本件20 

動画１に俳優Ｘの肖像を無断で使用する行為は、商品等に俳優Ｘの肖像を

「付す」ものとして第２類型に該当するとはいい難いとの考え方があり得

る。他方で、第２類型には肖像等を「使用する」場合をも含むと理解する

ときは、なお第２類型への該当性は問題となる。 

・ ＳＮＳ上に公開されたアクションシーンの動画に関しては、どのような25 

人物が登場しているかが当該動画を閲覧するか否の判断要素の一つにな

ると考えられるから、本件動画１が、俳優Ｘによく似た顔の者がアクショ

ンシーンを演じている部分のみで構成されており、これに特段の表現が付

加されていない場合には、俳優Ｘの肖像が有する顧客吸引力をもって他の

動画作品との差別化を図る目的があると評価することができると考えら30 

れる。 

・ 俳優Ｘによく似た顔の者につき、本件動画１の中での出演時間が全体の

ごく一部であったり、多数の登場人物のうちの一人にすぎなかったり183、

 
183 ただし、多数の肖像等が付されている場合であっても、例えば野球ゲーム等のときのように、それぞれ

の選手が重要な役割を果たすときもあるから、直ちに差別化の目的を否定するものではないと考えられる。

中島・前掲注2）４８～４９頁。 
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映像に現れる肖像のサイズが小さかったりするなどの事情により、動画内

における俳優Ｘによく似た顔の者の重要度が高いとはいえない場合には、

俳優Ｘの肖像が有する顧客吸引力をもって他の動画作品との差別化を図

る目的があると評価することが困難になると考えられる。もっとも、その

アクションシーンが本件動画１における象徴的なシーンであったり、サム5 

ネイルや動画タイトル、動画説明等において俳優Ｘの出演が強調されたり

することによって、需要者が俳優Ｘの肖像を鑑賞しようとして本件動画１

を閲覧していると認められる場合などには、俳優Ｘの肖像が有する顧客吸

引力をもって他の動画作品との差別化を図る目的があると評価する余地

があると考えられる。 10 

・ なお、第２類型は、肖像それ自体を独立して鑑賞するものであるか否か

が問題となる第１類型とは異なり、商品全体を差別化するか否かが問題と

なる。したがって、例えば、本件動画１が、魅力的なアクションシーンの

在り方について解説・考察をする内容を有し、その点に関する相応のテロ

ップ等が付されている場合であっても、他の肖像等を使用しても解説や考15 

察といった目的を達することができるのに、あえて俳優Ｘの肖像を利用し

たときは、俳優Ｘの肖像が有する顧客吸引力の強さの度合いによっては、

商品等の差別化を図る目的があると評価される可能性もあると考えられ

る。 

 20 

ウ 第３類型について 

（➡第１章第１の３⑵カ） 

第３類型は、「肖像等を商品等の広告として使用する類型」であるが、想定

事例１におけるＹの行為は、俳優Ｘの肖像を商品等の「広告として使用した」

とはいい難く、第３類型に該当することは想定し難い。 25 

 

⑶ 損害賠償請求について 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の４⑴） 

パブリシティ権侵害による損害は、財産的損害、特に逸失利益が中心であり、30 

財産的損害に加えて精神的損害も併せて生ずるといえるためには特別の事情

が存在しなければならない。逸失利益については、使用料相当額が認められる

事案が多く、パブリシティ権者が通常どのような契約条件（使用料率等）で肖

像等の利用を許諾しているかは、損害額の認定に当たり参照される傾向にある。 

 35 
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イ 想定事例１について 

Ｙは、俳優Ｘに無断で、生成ＡＩを用いて俳優Ｘによく似た顔の者が出演

する本件動画１をＳＮＳ上に公開し、収益を得ている。このような場合にお

いて、俳優Ｘは、ＸがＹの行為と競合する動画配信を行っているなど、Ｙの

行為によってＹが利益を受け、それによってＸに損害が発生したといえると5 

きは、著作権法第１１４条第２項を類推適用し、Ｙが本件動画１の公開によ

り得た利益の額をもって自己の損害額と推定される旨主張することが考え

られる。そのようにはいえないときは、俳優Ｘは、同条第３項を類推適用し、

自己の肖像が無断で利用されたことを前提として、Ｙとの間で当該肖像の利

用の対価について事後的に合意をすると仮定した場合に定められる使用料10 

率184を基準として損害額を算定することが考えられ、具体的には、Ｙが本件

動画１の公開により得た収益額に当該使用料率を乗じた額を損害額として

算定することが考えられる。 

他方で、アクションシーンを演じている姿の動画が公開されたとしても、

それによって俳優Ｘのイメージダウン等を理由としたパブリシティ権の毀15 

損がされたといえる特別の事情があるという事態はやや想定し難く、これに

関する損害を逸失利益と別に認めることは困難であると考えられる。同様に、

精神的損害に関する慰謝料請求についても困難と考えられる。 

 

⑷ 差止請求について 20 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の４⑵） 

パブリシティ権侵害による差止請求は、「現に行われている侵害行為を排除

し、又は将来生ずべき侵害を予防するため」の差止めの必要性がある場合に

認められる。侵害者に対する差止請求の内容としては、書籍の販売の差止め25 

や、ウェブサイトからの肖像等の削除等が挙げられる。 

 

イ 想定事例１について 

本件動画１が俳優Ｘのパブリシティ権を侵害するにもかかわらず、ＳＮＳ上

で公開されたままの状態になっている場合には、差止めの必要性が認められ、30 

俳優Ｘは、Ｙに対して本件動画１の削除を求めることができると考えられる。

また、上記削除請求は、当該ＳＮＳを管理運営する事業者に対してもすること

ができる。 

 
184 著作権法第１１４条第５項も類推適用されるとすれば、適法な利用許諾の場合を上回る使用料率が認め

られる（侵害プレミアム）と考えられる。なお、俳優Ｘの映像作品への出演料も考慮され得るが、出演料

は、肖像利用の対価以外にも様々な対価を含んでいると考えられるから、出演料がそのまま損害額になる

とはいい難い。 
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２ 不競法について185 

⑴ 混同惹起行為該当性（不競法第２条第１項第１号） 

不競法第２条第１項第１号は、他人の商品等表示として需要者の間に広く認識

されているものと同一若しくは類似の商品等表示を使用するなどして、他人の商5 

品又は営業と混同を生じさせる行為を不正競争として規制する。 

 

ア 「他人の商品等表示として需要者の間に広く認識されているもの」 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第３の１⑴ア～ウ） 10 

「他人の商品等表示」とは、自然人や法人等の商品の出所又は営業の主体

を表す表示である。自他識別力又は出所表示機能を有することが必要であり、

表示が単に用途や内容を表示するにすぎない場合には、商品等表示とはいえ

ない。 「需要者の間に広く認識されている」とは、商品・役務の性質・種類、

取引態様、需要者層、宣伝活動、表示の内容等の諸般の事情から総合的に判15 

断して、需要者（商品等の取引の相手方）の間において広く認識されている

ことをいう。 

 

(ｲ)「想定事例１について 

想定事例１では、俳優Ｘによく似た顔の者が出演しているが、俳優の肖像20 

は、商品又は営業の出所を当然に示すものとはいえない186。もっとも、例え

ば、俳優Ｘが、その肖像を用いて営業活動を継続的に行っており、その結果、

需要者の間において当該肖像が俳優Ｘに係る営業主体による商品又は役務

であることを表示するものとして広く認識されるに至っている場合には、俳

優Ｘの肖像は、単なる自然人としての容貌にとどまらず、周知な商品等表示25 

に該当し得ると考えられる。 

 

イ 「（同一若しくは）類似の商品等表示を使用」 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第３の１⑴エ及びオ） 30 

「類似」性は、取引の実情の下において、取引者又は需要者が、両表示の

 
185 なお、経済産業省経済産業政策局知的財産政策室 ・前掲注175）４頁には、「生成ＡＩを用いて、ある人

物の肖像を使用した広告を作成し、それを広告として使用した場合に、不競法第２条第１項第２０号及び

同項第２１号によって対処し得る」旨の記載があるが、前記⑵ウのとおり、想定事例１では俳優Ｘの肖像

を広告として使用したものとはいい難いから、検討の対象とはしていない。 
186 東京地判令和５年１２月１１日判時２６１６号１３４頁〔岡田佑里乃事件〕は、Ｘの氏名又は肖像は、

原告を示す人物識別情報であり、本来的に商品又は営業の出所表示機能を有するものではないとして、氏

名及び肖像が商品等表示に該当する場面を限定的に捉えている。 
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外観、称呼又は観念に基づく印象、記憶、連想等から両者を全体的に類似の

ものと受け取るおそれがあるか否かを基準に判断される。また、「使用」に

該当するためには、当該表示が自他識別機能又は出所表示機能を果たす態様

で商品又は営業に用いられることが必要である。 

 5 

(ｲ)「想定事例１について 

想定事例１では、俳優Ｘによく似た顔の者が出演しているものであり、当

該肖像と俳優Ｘの肖像の外観その他の情報等から両者を全体的に類似のも

のと受け取るおそれがあるか否かを基準に判断することとなる。そして、俳

優Ｘの肖像が商品等表示と認められる場合において、これを動画内で自他識10 

別機能又は出所表示機能を果たす態様で用いたときは、商品等表示を自己の

商品又は営業において使用したものといえると考えられる。 

 

ウ 「混同を生じさせる行為」 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 15 

（➡第１章第３の１⑴カ） 

「混同を生じさせる行為」とは、表示の使用方法、態様等の諸般の事情を

基に、一般人を基準として、競業関係にある被冒用者と冒用者の営業主体に

ついて混同を生じさせ、若しくは緊密な営業上の関係や同一の表示を利用し

た事業グループに属する関係があると誤信させ、又はそれらのおそれを生じ20 

させる行為をいう。 

 

(ｲ)「想定事例１について 

想定事例１では、動画に出演する人物の外観と俳優Ｘの類似性の程度、当

該人物の動画内における役割等の諸般の事情を基に、需要者において、Ｙが25 

俳優Ｘの肖像に係る営業主体と同一又は緊密な関係があるなどと誤信する

おそれがあるような場合には、「混同を生じさせる行為」があるといい得る。

ただし、Ｙにおいて、本件動画１は俳優Ｘとは無関係である旨を説明欄に付

すなど、打消し表示がされたときは、「混同を生じさせる行為」であるとは

いい難くなることには留意が必要である。 30 

 

⑵ 著名表示冒用行為該当性（不競法第２条第１項第２号） 

不競法第２条第１項第２号は、自己の商品等表示として他人の著名な商品等表

示と同一若しくは類似のものを使用する行為を、不正競争として規制するもので

ある。同号にいう「著名な」とは、相当の注意を払うことによりその表示の使用35 

を避けることができる程度に、すなわち全国的にその表示が知られていることを
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意味するとされ、同号においては、同項第１号と異なり、「混同」を要件として

おらず、仮に打消し表示があったとしても不正競争該当性は否定されない。 

想定事例１では、俳優Ｘの肖像に係る商品等表示が全国的に知られている場合

には、「混同」の有無を問わず、著名表示冒用行為に当たり得る。 

 5 

⑶ 不正競争に該当する場合の効果 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第３の２） 

不正競争に該当する場合には、営業上の利益を侵害された者は、不正競争に

よって生じた損害の賠償を請求することができ、損害額に関しては、その額の10 

算定を容易にするための推定規定がある。また、不正競争によって営業上の利

益を侵害され、又は侵害されるおそれがある者は、その侵害の停止又は予防の

ほか、侵害の停止・予防に必要な行為を請求することができる。 

 

イ 想定事例１について 15 

 Ｙの行為が不正競争に該当する場合には、前記アのとおり損害賠償請求及び

差止請求をすることが考えられるが、その際、損害賠償については、パブリシ

ティ権侵害の場合と同様に、損害額の推定規定の存在を踏まえつつその額を検

討することとなると考えられる。 

 20 

想定事例１のPoint【映像作品への俳優の肖像の無断利用について】【P】 

 肖像を無断で使用する行為は、ピンク・レディー事件最高裁判決で示された３

類型に該当するなど、専ら肖像の有する顧客吸引力の利用を目的とする場合に

は、パブリシティ権を侵害するものとして、不法行為法上違法となる。 

 Ｘが著名「・有名であり、商品広告にも多数出演しているといった事情があれば、25 

Ｘの肖像には問題なく顧客吸引力が認められる。また、本件動画１が専らＸに

よく似た顔の者がアクションシーンを演じている部分で構成され、Ｙが本件動

画１を公開して収益を得た場合には、その利用態様自体からＸの肖像の顧客吸

引力が実質的に裏付けられるといえる。 

 生成ＡＩによって出力された人物の肖像は、通常、本人の肖像と完全に同一で30 

あることはなく、類似性があるにとどまる。本件動画１がＸの肖像を使用する

ものであるといえるか否かは、生成された人物とＸとの身体的な特徴の類似

性、Ｘのイメージに沿う服装、言動、Ｘが出演していることを示唆する情報等

の付加的情報を総合して判断することができると考えられる。 

 本件動画１をＳＮＳ上に公開して広告収入等を得た場合には、本件動画１は商35 

品等に当たる。 
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 本件動画１が、Ｘに類似した者がアクションシーンを演じている部分のみで構

成され、これに特段の表現が付加されていない場合には、Ｘの肖像それ自体を

独立して鑑賞の対象としている（第１類型）ものと評価することができる（立

場によっては、他の動画との差別化を図る目的でＸの肖像を本件動画１に付し

ている（第２類型）ものと評価することもできる。）。 5 

 これに対し、本件動画１の中に当該アクションシーン以外の表現が付加され

ている場合には、Ｘに類似した者の映像内の位置付け、当該表現の独立した意

義の有無等によっては、Ｘの肖像を独立して鑑賞の対象としているとは評価す

ることができず、また、差別化を図る目的があるとも評価することができない

場合がある。 10 

 Ｘは、パブリシティ権を侵害されたと認められる場合には、Ｙに対して損害賠

償を、Ｙ又は本件動画１が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当

該投稿の削除を、それぞれ求めることができる。 

 Ｘの肖像が周知又は著名な商品等表示となっている場合には、Ｙの行為は不正

競争に当たるとして、損害賠償請求及び差止請求が認められる場合がある。 15 
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第３ 配信音源への歌手・声優の声（キャラクターの声を含む。）の無断利用がされた

事案（想定事例２） 

 

想定事例２ 

次の各事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 5 

２－１ Ｙが、歌手Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ａの楽曲を歌手Ｘによく似た

歌声で歌っている音源（以下「本件音源２－１」という。）を生成し、これをＳＮＳ

上に公開して収益を得た事例 

 ※ 本件音源２－１に「ＡＩ歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」とのタイトルが付され

ていた場合はどうか。 10 

 

２－２ Ｙが、声優Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ｂの楽曲を声優Ｘの演じるア

ニメキャラクターＣの声によく似た歌声で歌っている音源（以下「本件音源２－２」

という。）を生成し、「ＣにＢの曲を歌わせてみた」とのタイトルを付し、ＳＮＳ上に

公開して収益を得た事例 15 

 

 

 

 

 20 

 

１ パブリシティ権侵害について 

肖像と同様に、３類型に該当するなど、専ら声の有する顧客吸引力の利用を目的

とする行為は、パブリシティ権の侵害となる。 

 25 

⑴ 本人の声が有する顧客吸引力の利用 

ア 声の「顧客吸引力」について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

 顧客吸引力は、肖像等それ自体が商品等の販売を促進するものであるか否

かという観点から判断され、その基本的な考え方は、肖像の場合 （➡第２の30 

１⑴ア(ｱ)）と同様である。 

 

(ｲ)「想定事例２について 

・ 歌手は、その歌声を披露することを主要な役務として提供し、当該歌声

について需要者から評価を受けて活動を行う者であり、また、声優は、そ35 

の声をもって映像内のキャラクターを演じることを主要な役務として提

Ｘの声       Ｙ：生成ＡＩで音源を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 Ｘの声       Ｙ：生成ＡＩで音源を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 
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供し、当該声について需要者から評価を受けて活動を行う者であって、そ

の活動の一環として、歌声を提供することもある。歌声を含んだ楽曲は、

商品等の販売を促進する手段として広く利用されていることも考慮する

と、歌手Ｘ又は声優Ｘが著名 ・有名であれば、それらの歌声には問題なく

顧客吸引力が認められると考えられる。また、歌手Ｘ又は声優Ｘが、特定5 

の分野や一部の地域においてのみ知名度がある場合も、一定の需要者層に

対して商品等の販売を促進する効力があれば、それらの声には顧客吸引力

が認められる。 

・ また、本件音源２－１及び本件音源２－２ （以下、これらを併せて「本

件各音源」という。）は、いずれも、歌手Ｘ又は声優Ｘの声によく似た歌10 

声を用いて生成されたもので、これらをＳＮＳ上に公開して収益を得たと

いう利用態様自体から、Ｙ自身において一定の需要者層を想定し、その視

聴者が歌手Ｘ又は声優Ｘの歌声を聞くことを期待して本件各音源を作成

し公開していると考えられるから、歌手Ｘ又は声優Ｘの声には顧客吸引力

があることが実質的に裏付けられる。 15 

 

イ 本人の声の利用について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の３⑶ウ） 

人の 「肖像等」を使用したといえるためには、当該肖像等に接した需要者20 

において、本人の肖像等を想起し、本人の肖像等であると識別することがで

きなければならない。声についても、基本的には、肖像と同様の説明が当て

はまる。声そのものは、肖像や氏名と比べて識別力が劣る側面があるが、肖

像の場合と同様に、本人に類似する声が使用された場合であっても、声の類

似性の程度や、使用されるに当たって付加されたその他の情報等を総合的に25 

考慮して、本人の声が使用されたといえるときがあるが、肖像や氏名等の場

合と比べると、付加的な情報等と相まって識別可能になるかの検討がより重

要となる。 

 なお、生成ＡＩによって出力された本人の声は、通常、本人の声と完全に

同一であることはなく、類似性があるにとどまり、具体的な事実関係に即し30 

てパブリシティ権による保護の対象である本人の「声」の使用があったか否

かを個別に判断していく必要があることは、肖像の場合と同様である。 

 

(ｲ)「想定事例２について 

・ 本件各音源における歌声が、声質や歌い方の特徴を含め、歌手Ｘ又は声35 

優Ｘの声と類似している程度が高く、また、そのような特徴が視聴者に広
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く認知されているなどの事情から本件各音源の視聴者において容易に識

別可能なほどに歌手Ｘ又は声優Ｘの声に類似する場合には、歌手Ｘ又は声

優Ｘの「声」が使用されたといえる。 

・ これに対し、本件各音源に現れた歌声の声質や歌い方の特徴は歌手Ｘ又

は声優Ｘと一定程度類似しているものの、それのみでは歌手Ｘ又は声優Ｘ5 

であると識別することができるとはいい難い場合であっても、本件各音源

に付された説明、本件各音源が公開された文脈といった本件各音源外にお

ける情報等を併せ考慮すれば187、視聴者において歌手Ｘ又は声優Ｘを想起

し、当該歌声は歌手Ｘ又は声優Ｘのものであると識別することができると

きは、本人の「声」が使用されたといえる。 10 

想定事例２－１において、「ＡＩ歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」との

タイトルが付された場合には、歌手Ｘの氏名という識別性の高い情報が提

示されることにより、視聴者は、歌声自体の類似性とも相まって、本件音

源２－１は、生成ＡＩを通じて出力された歌手Ｘの声を鑑賞することがで

きるものである、つまり、本件音源２－１における歌声は歌手Ｘの声であ15 

ると識別することとなるものと考えられる。 

また、想定事例２－２においては、アニメキャラクターＣの声によく似

た歌声で歌っている音源に「ＣにＢの曲を歌わせてみた」とのタイトルを

付したものであり、キャラクター名という識別性の高い情報が提示される

ことにより、視聴者は、歌声自体の類似性とも相まって、本件音源２－２20 

における歌声は声優Ｘの声であると識別することとなるものと考えられ

る。 

・ 他方で、付加情報によって歌手Ｘ又は声優Ｘの声であることが示されて

いたとしても、本件各音源に現れた声が本人の声と聴覚的におよそ類似し

ていない場合には、本件各音源の視聴者において当該歌声は本人の声であ25 

ると識別するとは通常は考え難いから、本人の「声」が使用されたとはい

えないと考えられる。 

 

⑵ ３類型の該当性について 

 各類型の基本的な考え方は、想定事例１における記載と同様である （➡第２の30 

１⑵）。なお、以下では、歌手Ｘ又は声優Ｘの声には顧客吸引力があること、各

音源において歌手Ｘ又は声優Ｘの声であると識別することができる声が使用さ

れたと識別されること及び各音源は「商品等」に該当することを前提に検討する。 

 
187 音声が誰のものか識別されなければ顧客吸引力を利用し難いことから、音声を無断利用する者は、直接

的に声の主体に言及したり、あるいは関連情報を散りばめて声の主体を暗示したりすることがあると考え

られる。 
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ア 第１類型について 

Ｙは、いずれも既存の楽曲につき、その歌唱者として歌手Ｘ又は声優Ｘの声

を利用しているところ、視聴者は、歌手Ｘ又は声優Ｘの歌声を主要な目的とし

て各音源を聞くものといえる。各音源は、生成ＡＩを用いて、既存の楽曲に本5 

来の歌手以外の者の声を当てており、その歌声が、視聴者の関心や評価の対象

となっていると考えられることからすると、本件各音源において、本人の声そ

れ自体が独立して鑑賞の対象となっていると評価することができると考えら

れる。 

 10 

イ 第２類型について 

歌手Ｘ又は声優Ｘの歌声は、本件各音源を組成する要素として機能し、その

内容と不可分一体のものとなっていることに着目すると、本件各音源に歌手Ｘ

又は声優Ｘの歌声を無断で使用する行為は、商品等に歌手Ｘ又は声優Ｘの声を

「付す」として第２類型に該当する可能性は低い。 15 

他方で、第２類型には、肖像等を「使用する」場合をも含むと理解する場合

には、なお第２類型への該当性が問題となる。Ｙは、いずれも既存の楽曲につ

き、その歌唱者として歌手Ｘ又は声優Ｘの声を利用しているのであり、歌声と

いう楽曲における重要な価値を利用している。そして、既存の楽曲は、独立し

て楽曲としての価値を有するものであり、その上で、誰が歌うかによって当該20 

音源に対する視聴者の評価が左右されると考えられ、本件各音源に歌手Ｘ又は

声優Ｘの声を用いることは、本件各音源について、他の歌唱者による音源との

差別化を図る機能を有するものといえ、第２類型に該当する余地があると考え

られる。 

 25 

ウ 第３類型について 

想定事例１と同様、想定事例２－１及び想定事例２－２が第３類型に該当す

る可能性は乏しいと考えられる。 

 

⑶ 損害賠償請求及び差止請求について 30 

    これらの点については、想定事例１と異なるところはないと考えられる。 

 

⑷ 生成ＡＩのサービス提供行為等について（補論） 

ア 問題の所在 

本検討会は、生成ＡＩによる肖像・声の生成・利用段階におけるパブリシテ35 

ィ権等の侵害を主たる検討対象とするものである。他方で、本検討会では、生
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成ＡＩに関しては、利用者による権利侵害のコンテンツの投稿等について個別

に責任追及することには限界があり、このような権利侵害を助長する生成ＡＩ

の開発・学習 ・提供の段階に着目し、当該段階における権利侵害の有無等につ

いても検討すべきであるとの意見があった。 

生成ＡＩは、学習用データを収集・加工し学習用データセットを利用してモ5 

デル学習を行い、利用者による入力に応じて画像、音源、動画等のコンテンツ

を生成するものであるところ、生成ＡＩサービスの学習・提供行為等は、利用

者による具体的な利用行為の前段階に位置付けられる。このような前段階の行

為について、パブリシティ権等の侵害を理由として損害賠償請求や差止め等の

法的措置を講ずることができるか否かが問題となる。 10 

本報告書では、生成ＡＩのモデルやサービスの提供行為、学習用データセッ

トの販売等の行為、肖像 ・声等の学習行為について検討する。なお、本論点は、

肖像及び声のいずれにも関連する問題であり、想定事例２の範囲を超え、想定

事例１にも関連するが、補論としてここで検討する。 

 15 

イ 生成ＡＩの提供行為等に関する責任について 

(ｱ)「生成ＡＩの提供行為について 

例えば、著名な俳優の肖像や声優の声を用いた画像、音源、動画等が高頻

度で生成される生成ＡＩのモデルを開発し、これを販売して提供するといっ

た事例において、当該提供行為がパブリシティ権を侵害するものであるか否20 

かがここでの問題である。 

一般論として、生成ＡＩのモデル ・サービスそれ自体は肖像等とはいえず、

その提供行為がパブリシティ権の３類型に直接該当するとはいえないのが

原則と考えられる。 

もっとも、生成ＡＩの提供が、それ自体として、専ら俳優の肖像や声優の25 

声等が有する顧客吸引力を利用する目的であると評価される場合には、パブ

リシティ権の３類型と実質的に同一の行為としてパブリシティ権侵害と評

価される可能性があると考えられる。 

例えば、顧客吸引力を有する実在の著名人と同一又は類似の肖像・声を生

成することが容易な生成ＡＩを、当該容易性をセールスポイントとして提供30 

するような場合には、著名人の肖像・声を自由に生成して鑑賞等に用いるこ

とができることを価値としている点で、第１類型に近似し、また、上記のよ

うな生成ＡＩは、顧客吸引力を有する肖像等を生成することができることが

他の生成ＡＩとの差別化要因となるため、第２類型にも近似する。したがっ

て、上記のような特徴を有する生成ＡＩの提供は、専ら肖像等の有する顧客35 

吸引力を利用することを目的とした３類型と違法性において実質的に同一



 

資料１４－２ 

 

 94 

 

の行為として「など」に含まれると評価され、パブリシティ権を侵害するも

のと考えられる188。 

したがって、上記のような生成ＡＩの提供が行われ、これが継続している

場合には、差止めの必要性があるものとして、このような提供行為について、

パブリシティ権侵害に基づく差止請求をすることができると考えられる （こ5 

のような場合における損害賠償請求については、通常は、利用者との共同不

法行為が問題となる点につき、後記(ｲ)を参照）。また、上記のような生成Ａ

Ｉがいまだ具体的な提供にまで至っていない段階でも、上記のような生成Ａ

Ｉを提供するおそれを基礎付ける事情があり、侵害予防のための必要性があ

ると認められるときは、提供行為について、侵害予防請求をすることができ10 

ると考えられる189。 

 

(ｲ)「共同不法行為責任について 

生成ＡＩにより、その肖像・声が無許諾で使用された動画や音源が生成さ

れ、インターネット上に公開されることにより俳優や声優等のパブリシティ15 

権が侵害された場合には、これを生成、公開した利用者が、不法行為責任を

負うこととなると考えられる。 

この場合において、生成ＡＩを提供した事業者も、当該権利侵害結果の発

生を幇助したと評価される場合には、共同不法行為（民法第７１９条第２項）

に当たり、その権利侵害により生じた損害について連帯して損害賠償責任を20 

負うこととなる190。 

幇助による共同不法行為は、過失によっても成立するところ、その判断に

当たっては、生成ＡＩの提供によって生ずる権利侵害の蓋然性や重大性、事

 
188 経済産業省「ＡＩ利活用における民事責任の解釈適用に関する手引き ［第１．０版］」 ［https://www.me

ti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_utilization_civil/pdf/20260409_1.pdf］ （２０２６年）３５

～３６頁は、画像生成ＡＩのモデル、サービスの提供について、本文記載と同様の場合においてパブリシ

ティ権侵害となり得るとしている。 
189 具体的な差止めの方法として、文化審議会著作権分科会法制度小委員会 「ＡＩと著作権に関する考え方

について」［https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/94037901_01.pdf］ （２０

２４年）２９～３０頁は、著作権侵害の対象となった当該著作物が、将来においてＡＩ学習に用いられる

ことに伴って、複製等の侵害行為が新たに生ずる蓋然性が高いといえる場合は、ＡＩ学習に用いられる学

習用データセットからの当該著作物の除去が（著作権法第１１２条第２項の将来の侵害行為の予防に必要

な措置として）認められ得るとする。 
190 例えば、最判平成１３年３月２日民集５５巻２号１８５頁 〔ビデオメイツ事件〕は、カラオケ装置のリ

ース業者について、①カラオケ装置は著作権侵害を生じさせる蓋然性の高い装置であること、②著作権侵

害は刑罰法規にも触れる犯罪行為であること、③リース業者は営業上の利益を得ていること、④リース業

者は著作権侵害が行われる蓋然性を予見すべきであること、⑤リース業者は使用許諾契約の締結を容易に

確認し、著作権侵害回避のための措置を講ずることが可能であることを勘案して、カラオケ装置のリース

業者は、音楽著作物使用許諾契約を確認した上でカラオケ装置を引き渡すべき条理上の注意義務を負う旨

述べて損害賠償請求を認めた。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_utilization_civil/pdf/20260409_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/ai_utilization_civil/pdf/20260409_1.pdf
https://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/chosakuken/pdf/94037901_01.pdf
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業者における侵害発生の認識可能性等が考慮要素となるものと考えられる
191。 

例えば、提供する生成ＡＩにおいて、パブリシティ権侵害に至る可能性を

低減するための措置がされている場合192には、これを提供した時点において、

その生成ＡＩの利用者がパブリシティ権の侵害をする態様による利用をす5 

る蓋然性があるとは直ちにはいえないとの評価がされる可能性が高い。 

他方で、このような措置が講じられている場合であっても、その提供後に、

俳優の肖像、声優の声等と酷似する肖像、声を含む画像、音源、動画等を出

力することが可能となっているなどのクレームがあったときなど、パブリシ

ティ権が生じていることについての端緒を認識したような場合には、それ以10 

降の提供行為について過失が認められる可能性が高まる。 

 

ウ 学習用データセットの販売行為について 

学習用データセットの販売は、学習過程の前提として位置付けられるもので

あるが、特定の俳優の肖像や声優の声等を学習することを目的として、当該俳15 

優の肖像や声優の声等に特化した学習用データセットを商品等として販売し

た場合に、その行為がパブリシティ権侵害になるかが問題となる。 

当該データセットを用いてＡＩモデルの学習を行い、当該ＡＩモデルを用い

て特定の俳優の肖像や声優の声等を使用するコンテンツを生成し、これを鑑賞

等に供することが可能となる点において、第１類型に該当し得る。また、当該20 

学習用データセットにより当該俳優の肖像や声優の声等を学習することがで

きる旨を宣伝する場合には、第３類型に該当し得る193。 

さらに、多数の肖像や声のデータが含まれる学習用データセットの販売は、

一般論としてはパブリシティ権の３類型に当たるということが困難であると

考えられる。もっとも、そのデータの中に特定の俳優の肖像や声優の声等が含25 

まれており、このことを明らかにして当該学習用データセットを販売した場合

には、他の学習用データセットとの差別化の要因となり、第２類型に該当し得

る。さらに、学習用データセットの販売に際し、そのセットの中に特定の俳優

 
191 経済産業省・前掲注 188）３２頁 
192 経済産業省・前掲注 188）３２～３４頁は、画像生成ＡＩの利用過程では、パブリシティ権侵害の蓋然

性が類型的に高いとはいえないとしつつ、元データが生成画像に反映されてパブリシティ権の侵害に至る

可能性を低減するため、現時点の技術で講じられることが多い措置として、①データセットの規模を十分

大きくすることで過学習の可能性を低減させる、②学習時に十分に長いテキストで画像を説明する（Re-ca

ptioning）、③潜在空間での学習を行う、④生成時に有名人や有名作品の固有名詞を大規模言語モデル等で

プロンプトから取り除く（フィルタリング）等の措置を挙げているが、全ての事案において上記措置の全

てが必要となるものではなく、構築するＡＩモデルの特性に応じ、必要かつ合理的な範囲の措置を講ずれ

ば足り、結論として権利侵害の蓋然性が抑制されていることが重要となるとする。 
193 柿沼太一＝杉浦健二 ＡＩと法 実務大全』（日本加除出版、２０２５年）２４１～２４２頁 
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の肖像や声優の声等が含まれていることを宣伝する場合には、第３類型に該当

し得る。 

学習用データセットの販売行為がパブリシティ権の侵害に該当する場合に

おいて、その販売行為が継続しているなど差止めの必要性が認められるときは、

当該販売行為の差止めを請求することができると考えられる。 5 

 

エ 学習行為について 

以上に加え、本検討会では、生成ＡＩの学習過程において、特定の肖像や声

優の声等の学習をさせることそれ自体がパブリシティ権等の侵害に当たり得

るかについても議論がされた。 10 

特定の俳優の肖像や声優の声等を出力させることを目的として、そのような

生成ＡＩを開発する過程で、その特定の肖像・声を学習させる行為については、

全体として当該俳優の肖像や声優の声等が有する顧客吸引力を利用する目的

があると見て、パブリシティ権侵害と評価することができるのではないかとの

意見もあったが、このような行為がパブリシティ権の３類型又はそれと同程度15 

の権利侵害行為に該当すると考えることは困難ではないかとの意見もあった。 

ただし、仮に上記の学習行為がそれ自体としてパブリシティ権侵害とはいえ

ないとしても、上記のような生成ＡＩの開発過程において、特定の俳優の肖像

や声優の声等を出力させることを目的として、これらを学習させている事情が

あり、前記イの生成ＡＩの提供行為のような侵害行為の予防のための必要性が20 

あると認められるときは、パブリシティ権侵害のおそれがあるものとして、侵

害予防請求をすることができると考えられる194。 

 

２ 不競法について 

⑴ 混同惹起行為該当性（不競法第２条第１項第１号） 25 

ア 基本的な考え方 

基本的な考え方は、想定事例１と同様である。 

 

イ 想定事例２－１及び２－２について 

(ｱ)「「他人の商品等表示として需要者の間に広く認識されているもの」 30 

想定事例２－１及び２－２では、歌手Ｘ及び声優Ｘの声に似た音源が生成

されているが、肖像と同様に、音源における声は、当該音源の出所を当然に

示すものとはいえない。もっとも、例えば、歌手Ｘ又は声優Ｘが、その歌声

を用いて営業活動を継続的に行っており、その結果、需要者の間において当

 
194 具体的な差止めの方法に関し、前掲注 189 参照 
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該歌声が歌手Ｘ又は声優Ｘに係る営業主体による商品又は役務であること

を表示するものとして広く認識されるに至っているのであれば、歌手Ｘ又は

声優Ｘの声は、周知な商品等表示に該当すると考えられる。この点、不競小

委における整理では、声それ自体をもって商品等表示該当性が認められる場

合は稀であり、声とセリフの組み合わせ、又は声とキャラクターの組み合わ5 

せによって識別力が生じ、商品等表示該当性が認められることもあり、その

ような場合が一定程度あるのではないかと整理されている195。 

 

(ｲ)「「（同一若しくは）類似の商品等表示を使用」 

想定事例２－１及び２－２では、歌手Ｘ又は声優Ｘによく似た歌声が用い10 

られているものであるが、当該音源において用いられている歌い方の特徴の

類似性、音源に付された説明、音源が公開された文脈といった音源外におけ

る情報等も考慮し、需要者が、全体的に類似のものと受け取るおそれがある

か否かを基準に判断することとなる。また、需要者において当該歌声が歌手

Ｘ又は声優Ｘに係る営業主体による商品又は役務であることを表示するも15 

のとして広く認識されるに至っている中で歌手Ｘ又は声優Ｘの歌声を音源

に使用した場合には、それらの歌声が自他識別機能又は出所表示機能を果た

す態様で商品又は営業に用いられているとして、「使用」に該当し得る。 

 

(ｳ)「「混同を生じさせる行為」 20 

想定事例２－１及び２－２では、本件各音源において用いられている歌声

と歌手Ｘ又は声優Ｘの歌声との類似性の程度、当該音源の内容やジャンル等

の諸般の事情を基に、需要者において、Ｙが歌手Ｘ又は声優Ｘの声に係る営

業主体と同一又は緊密な関係があるなどと誤信するおそれがあるような場

合には、「混同を生じさせる行為」があるということができる。 25 

ただし、Ｙにおいて、本件各音源は歌手Ｘ又は声優Ｘとは無関係である旨

を説明欄に付す等、打消し表示がされた場合には、「混同を生じさせる行為」

であるとはいい難くなる。この点に関し、想定事例２－１において、「ＡＩ

歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」とのタイトルが付されていた場合には、混

同を生じさせる行為であるといい難くなる。他方で、想定事例２－２では、30 

「ＣにＢの曲を歌わせてみた」とのタイトルが付されており、こうした表示

に対する需要者の受け止め方も考慮しつつ、「混同を生じさせる行為」とい

えるか否かを判断することになると考えられる。 

 

 
195 Ｂ＆Ｍ・前掲注 146）３９～４０頁 
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⑵ 著名表示冒用行為該当性（不競法第２条第１項第２号） 

基本的な考え方は、想定事例１と同様である。想定事例２－１及び２－２では、

歌手Ｘ又は声優Ｘの声に係る商品等表示が全国的に知られている場合には、「混

同」の有無を問わず、著名表示冒用行為に当たり得る。 

 5 

⑶ 不正競争に該当する場合の効果 

Ｙの行為が不正競争に該当する場合には、損害賠償請求及び差止請求をするこ

とが考えられるが、その際に、損害賠償請求については、パブリシティ権侵害の

場合と同様に、損害額の推定規定の存在を踏まえつつ損害の額を検討することと

なる。 10 

 

想定事例２のPoint【配信音源への歌手・声優の声の無断利用について】【P】 

 声を無断で使用する行為は、ピンク・レディー事件最高裁判決で示された３類

型に該当するなど、専ら声の有する顧客吸引力の利用を目的とする場合には、

パブリシティ権を侵害するものとして、不法行為法上違法となる。 15 

 Ｘが著名・有名であれば、それらの声には問題なく顧客吸引力が認められる。

また、本件各音源は、いずれも、Ｘの声によく似た歌声を用いて生成されたも

ので、これらをＳＮＳ上に公開して収益を得たという利用態様自体から、歌手

Ｘ又は声優Ｘの声には顧客吸引力があることが実質的に裏付けられる。 

 生成ＡＩによって出力された人の声は、通常、本人の声と完全に同一であるこ20 

とはなく、類似性があるにとどまる。声そのものは、氏名や肖像と比較して識

別力が劣るとされるが、本件各音源がＸの声を使用するものといえるか否か

は、生成された歌声とＸの声質や歌い方の特徴といった歌声それ自体の類似性

に加え、本件各音源に付された説明、本件各音源が公開された文脈といった本

件各音源外における付加的情報を総合して判断することができると考えられ25 

る。 

 「ＡＩ歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」、「「Ｃ「（声優Ｘが声を演じるキャラクタ

ー）にＢの曲を歌わせてみた」といった本人と結びつく情報の表示は、声自体

の類似性とも相まって、Ｘの声を使用するものとの評価の肯定的要素となると

考えられる。 30 

 本件各音源をＳＮＳ上に公開して広告収入等を得た場合には、本件各音源は、

いずれも商品等に当たる。 

 本件各音源における歌声が視聴者においてＸの声であると識別される場合、視

聴者は、Ｘの歌声を聞くことを主要な目的として本件各音源を聞くものとい

え、Ｘの声それ自体を独立して鑑賞の対象としている（第１類型）ものと評価35 
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することができる（立場によっては、他の音源との差別化を図る目的でＸの声

を本件各音源に使用している（第２類型）ものと評価することもできる。）。 

 Ｘは、パブリシティ権を侵害されたと認められる場合には、Ｙに対して損害賠

償を、Ｙ又は本件各音源が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当

該投稿の削除を、それぞれ求めることができる。 5 

 Ｘの声が周知又は著名な商品等表示となっている場合には、Ｙの行為は不正競

争に当たるとして、損害賠償請求及び差止請求が認められる場合がある。 
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第４ 性的画像・音源への俳優の肖像・声優の声の無断利用がされた事案「（想定事例３） 

 

想定事例３－１ 

Ｙは、俳優Ｘに無断で、画像生成ＡＩアプリに俳優Ｘの肖像とＡの裸の画像とを入力

した上で、Ｘの顔とＡの裸を合成する指示をして、Ｘが裸になっているかのような画像5 

（以下「本件画像３－１」という。）を生成し、これをＳＮＳ上に公開して収益を得た。

この事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 

 

 10 

 

Ｘの肖像 「他人の裸の画像 「Ｙ：生成ＡＩで画像を生成   ＳＮＳ上で公開 

 

※ Ｘが俳優ではなく、一般人である場合はどうか。 

 15 

１ 肖像権侵害について（想定事例３－１） 

⑴ 肖像権侵害の判断基準 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第２の２⑵） 

肖像権侵害の判断に当たっては、具体的な事例ごとに、いかなる保護法益の20 

侵害が問題となるかを特定していく必要がある。その上で、プライバシー、名

誉感情、私生活の平穏といった保護法益を特定することができる場合には、そ

れぞれの性質を踏まえて、侵害の有無を判断することが考えられる。 

上記の保護法益に直ちに引き付けることができない場合でも、具体的な事例

ごとに、法廷内写真撮影事件最高裁判決を踏まえ、本人の社会的地位・活動内25 

容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の各要素を総合考慮し、肖像権の侵害

が社会生活上受忍の限度を超えるかどうかという観点から侵害の有無を判断

していくことが考えられる。 

 

イ 生成ＡＩにより出力された画像等の肖像権侵害の判断 30 

(ｱ)「肖像権侵害の判断枠組み 

前記アの判断枠組みは、生成ＡＩにより出力された肖像の利用行為につい

ても、同様の枠組みが妥当すると考えられる。 

 

(ｲ)「 生成ＡＩにより出力された画像等が肖像本人を対象とするものであるか35 
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否かについて 

一般に、名誉毀損については、社会的名誉が保護法益とされていることに

鑑み、読み手や聞き手において、対象者が権利者本人であると同定すること

ができることが権利侵害の判断の前提とされている。また、プライバシー情

報を公開する態様によるプライバシーの侵害についても、その成立には、対5 

象者を同定することができることが必要と考えられている196。 

これに対し、名誉感情侵害や私生活の平穏の侵害は、その保護法益の性質

に照らし、前記のような名誉毀損やプライバシーの侵害と異なり、対象者本

人が自己に関する表現であると認識することができれば、名誉感情の侵害や

私生活の平穏の侵害が成立し得る197。 10 

したがって、生成ＡＩにより出力された画像の公開による肖像権侵害の判

断においても、名誉権やプライバシーを保護法益とする事例では、当該画像

を見た者において、対象者が権利者本人であると同定することができる必要

がある一方で、名誉感情侵害や私生活の平穏の侵害を保護法益とする事例に

おいては、対象者本人が自分を対象にしたものであると認識することができ15 

れば足りる。もっとも、生成ＡＩにより出力された画像に投影された肖像が、

権利侵害を主張する者の肖像と類似しておらず、他の資料を基礎としても、

当該人物をおよそ対象としたものとはいえない場合に、肖像権侵害を認める

ことは相当とはいえず、このような事情は、社会通念上受忍限度を超えるか

の判断において、一要素として考慮されることになると考えられる198。 20 

 
196 松尾・前掲注134）１４５～１４８頁。裁判例では、 東京高判平成１３年２月１５日判時１７４１号６

８頁 〔 に泳ぐ魚事件〕が、Ｙ１が執筆する小説に知人女性Ｘをモデルとする人物 「Ａ」を登場させていた

ところ、当該小説の発行がＸの名誉を毀損し、プライバシー及び名誉感情を侵害するとして、ＸがＹ１や

出版社であるＹ２に対して損害賠償や公表の差止め等を求めた事案において、 「表現の対象となったある事

実を知らない者には当該表現から誰を指すのか不明であっても、その事実を知る者が多数おり、その者ら

にとって、当該表現が誰を指すのかが明らかであれば」、プライバシー侵害を肯定し得るとした。 
197 商事法務研究会・前掲注 116)３９頁は、「写真等の顔の部分が加工されており、一般の閲覧者には被害

者を同定できないが、被害者を揶揄する意図や態様で加工が行われて公表されていると認められるような

場合には、名誉感情の保護法益を侵害するものとして、肖像権侵害が認められ得ると考えられる。また、

顔が映っておらず、一般の閲覧者には被害者を同定できないが、写真等の内容が被害者の身体の性的な部

分を殊更に写したものである場合には、それがインターネット上に投稿され、拡散等することにより被害

者が強い羞恥心や不安感等を覚えるものであることから、プライバシーという保護法益の侵害が認められ

るかどうかはともかく、私生活の平穏という保護法益が侵害されたものとして、肖像権侵害が認められる

ことも有り得るものと考えられる」とする。 
198 福岡地判令和元年９月２６日判時２４４４号４４頁は、女子大学に性別を理由に入学願書を不受理とさ

れたＸについて、Ｙらが雑誌に掲載した記事が名誉感情侵害等に当たるとして、ＸがＹらに対して損害賠

償を求めた事案である。当該記事には、「Ａ大学に入学願書を提出したものの性別を理由に受理されなかっ

た２０代の男性」という記述のほかは、氏名や住所、容貌、経歴を含め、当該男性を特定する情報の記載は

なかったが、裁判所は、 「名誉感情侵害はその性質上、対象者が当該表現をどのように受け止めるのかが決

定的に重要であることからすれば、対象者が自己に関する表現であると認識することができれば成立し得

ると解するのが相当である。そして、本件でも、対象者である本件記事の男性、すなわち原告は本件記事

が自己に関する記事であると認識している。これに対し、一般の読者が普通の注意と読み方で表現に接し

た場合に対象者を同定することができるかどうかは、表現が社会通念上許容される限度を超える侮辱行為
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(ウ)「他人に類似する肖像が偶然生成された場合における肖像権侵害の判断 

偶然に、生成ＡＩにより他人の肖像に一定程度類似する画像等を生成し199、

当該画像等が他人の肖像に類似していることに気付かないまま、これを公開

するに至った事例では、故意又は過失の有無等の判断に影響を与える可能性5 

があるほか、類似性の程度が高いものといえない場合には、そのような事情

が受忍限度の枠内で考慮され、肖像権侵害が否定されることも考えられる。 

他方で、偶然に他人の肖像に類似する画像等を生成した場合であっても、

当該画像等が他人の肖像に類似している事実について、公表前に利用者にお

いて認識したとき （又は公表後に認識したにもかかわらず、公開を継続した10 

とき）は、その公表行為が肖像権侵害となる場合もあると考えられる。 

 

ウ 想定事例３－１について 

想定事例３－１は、俳優Ｘが裸になっているかのような画像 （本件画像３－

１）を生成し、これをＳＮＳ上に公開した事例であり、Ｘの名誉感情又は私生15 

活の平穏が保護法益として問題となる事例と考えられる。 

・ 知財高判平成２７年８月５日（平成２７年（ネ）１００２１号）〔週刊実

話事件〕は、女性芸能人の顔を中心とした肖像写真の胸部に相当する箇所に、

画像編集・加工ソフトにより、裸の胸部のイラストを合成した画像を雑誌に

掲載した事案において、注意深く見ればイラストであることに気付くことが20 

できるものの、当該記事は、肖像を無断で使用された女性にとって、自らの

乳房や裸体が読者の露骨な想像の対象となるという点において、強い羞恥心

や不快感を抱かせ、その自尊心を傷つけられるものであり、画像に付された

原告らの芸能活動に関係する性的な表現を含むコメントや露骨な性的関心

事を評価項目とするレーダーチャートも合わせ、同記事は、読者の原告らに25 

対する性的な関心をあおり、原告らに羞恥心や不快感を抱かせるものであっ

たなどと判断した。 

・ 想定事例３－１における本件画像３－１は、生成ＡＩにより生成されてお

り、俳優Ｘが裸になっているかのような印象を見る者に与えかねないもので

ある。また、本件画像３－１は、イラストの合成ではなく、生成ＡＩにより30 

生成されたものであって、画像編集・加工ソフトを用いる場合とは比較にな

らないほど精巧であると考えられる。そのため、本件画像３－１の公開は、

 
か否かの考慮要素となるにすぎない」として、名誉感情侵害を肯定した。 
199 画像生成過程で利用された情報（学習用データセット、画像プロンプト等）に本人の肖像が含まれてい

なかった場合であっても、プロンプトの調整等により本人に似せることを生成ＡＩの利用者が企図して画

像等を出力したときは、「偶然生成された場合」には当たらない。 
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俳優Ｘに強い羞恥心や不快感を抱かせ、自尊心を傷つけるものと認められ、

社会通念上受忍すべき限度を超えて俳優Ｘの名誉感情及び私生活の平穏を

不当に侵害するものとして肖像権を侵害すると評価される可能性が高いと

考えられる200。 

・ また、想定事例３－１では、俳優Ｘの顔と他人の裸を合成する指示がされ、5 

俳優Ｘと同一の顔の者が裸になっているかのような画像が生成されている

ことから、その画像に投影された人物の顔の部分から、俳優Ｘの肖像を使用

しているものと特定することができると考えられる。 

・ 加えて、俳優Ｘの活動範囲も考慮すべき場合がある。本検討会では、例え

ば俳優Ｘがアダルト作品に出演した経験があったという場合に、そのような10 

活動の経験が受忍限度の判断に影響を与えるか否かについても議論された

が、いずれにせよ、本件のように、本人の意思とは無関係にそのような作品

に出演させることは許容されないとの意見があり、このような考え方に異論

はなかった。 

・ なお、想定事例３－１は、Ｙが、本件画像３－１をＳＮＳ上に公開して収15 

益を得た場合であるが、仮にＹが収益を得る目的がなく公開した場合であっ

ても、パブリシティ権とは異なり、肖像権が精神的価値に基礎を置くもので

あることからすると、肖像権侵害の成否に直ちに影響はなく、Ｙの本件画像

３－１の公開の目的等を踏まえて個別に判断されるものと考えられる。 

 20 

⑵ 損害賠償請求について 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第２の５⑴） 

 肖像権は、精神的価値に基礎を置く権利であるから、その侵害による損害賠

償請求は、原則として、慰謝料の範囲で認められるものと考えられる。 25 

 

イ 想定事例３－１について 

 慰謝料の算定は諸事情を総合的に考慮されるが、参考として、前記⑴ウの週

刊実話事件は、羞恥心を著しく害されるなどの精神的被害を受けたことに加え、

掲載された雑誌の発行部数等を考慮して、慰謝料を７５万円と算定している。30 

想定事例３－１では、生成ＡＩにより精巧な画像が生成されていることや、本

件画像３－１のＳＮＳ上の拡散の程度等が慰謝料の考慮要素となり得るもの

と考えられる。 

 
200 なお、参考として、アイドルのヌード合成写真（いわゆるアイコラ画像）について、「極めて精巧な合成

写真」であり、「画像を見るだけでは、これが合成写真であることを見抜くことはほとんど不可能」である

ことに鑑み、そのような画像の掲載に名誉毀損罪の成立を認めた刑事事件の裁判例（東京地判平成１８年

４月２１日（平成１７年（刑わ）第５０７３号））がある。 
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⑶ 差止請求について 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第２の５⑵） 

肖像権に基づき、侵害者に対し、書籍の販売の差止めや廃棄、ウェブサイト5 

からの肖像の削除等の措置を求めることができる。また、インターネット上に

投稿されている肖像権を侵害するコンテンツの削除請求については、これを管

理運営するプラットフォーム事業者に対してもすることができる。肖像権を侵

害するインターネット上の投稿については、不法行為法上違法と認められる場

合には、（「現に行われている侵害行為を排除し、又は将来生ずべき侵害を予防10 

するため」の差止めの必要性を欠いていない限り、）その削除が認められる。 

 

イ 想定事例３－１について 

想定事例３－１において肖像権侵害が認められる場合には、ＳＮＳ上の当該

動画が既に削除されているなど、差止めの必要性を欠くといえない限り、俳優15 

Ｘは、Ｙに対し、その投稿の削除を求めることができると考えられる。また、

上記削除請求は、当該ＳＮＳを管理運営する事業者に対してもすることができ

る。 

 

⑷ 肖像の無断利用をされたのが一般人である場合について 20 

Ｘが俳優ではなく一般人である場合に、肖像権侵害の有無に違いがあるか否か

について検討する。 

肖像権は、肖像本人の精神的価値に基礎を置く権利であり、一般人の肖像であ

っても、肖像権によって保護されるものであることに変わりはない。 

想定事例３－１でＹが公開した本件画像３－１は、Ｘが裸になっているかのよ25 

うに合成した画像であり、そうした画像の公開により、肖像本人が抱く強い羞恥

心や不快感の程度、自尊心を傷つけられる度合いについて、一般人と有名人との

間に差異は見出し難い。したがって、想定事例３－１において、Ｘが一般人であ

る場合に、Ｘが俳優である場合に比して肖像権侵害の有無等に大きな差異が生ず

る可能性は低いといえる。 30 
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２ パブリシティ権侵害について（想定事例３－１） 

⑴ 本人の肖像が有する顧客吸引力の利用 

ア 肖像の「顧客吸引力」について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

顧客吸引力は、肖像等それ自体が商品等の販売を促進するものであるか5 

否かという観点から判断され、その基本的な考え方は、想定事例１におけ

る顧客吸引力の説明部分（➡第２の１⑴ア(ｱ)）で確認したとおりである。 

 

(ｲ)「想定事例３－１について 

・ 俳優Ｘが、著名 ・有名であり、商品広告にも多数出演しているといった10 

事情がある場合には、俳優Ｘの肖像には特段の問題なく顧客吸引力が認め

られる。また、俳優Ｘが、特定の分野や一部の地域において知名度がある

という場合でも、その一定の需要者層に対して商品等の販売を促進する効

力があれば、俳優Ｘの肖像には顧客吸引力が認められ得る。 

・ また、Ｙが俳優Ｘという一般人ではない者の肖像を利用して本件画像３15 

－１を生成し、これを公開して収益を得ていることからすると、その利用

態様自体から、Ｙ自身において一定の需要者層を想定し、その需要者（閲

覧者）が俳優Ｘの肖像に注目することを期待して本件画像３－１を作成し、

公開していると考えられるから、俳優Ｘの肖像には顧客吸引力があること

が実質的に裏付けられると考えられる。 20 

 

イ 本人の「肖像等」の使用について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

本人の 「肖像等」を使用したといえるためには、当該肖像等に接した需要

者において、本人の肖像等を想起し、本人の肖像等であると識別することが25 

できることが必要であり、その基本的な考え方は、想定事例１における肖像

等の使用の説明部分（➡第２の１⑴イ(ア)）で確認したとおりである。 

 

(ｲ)「想定事例３－１について 

想定事例３－１では、俳優Ｘの顔と他人の裸を合成する指示がされ、俳優30 

Ｘが裸になっているかのような画像が生成されていることから、その画像に

投影された人物の顔の部分を見れば、見る者にとって俳優Ｘの肖像を使用し

ているものと容易に識別することが可能であると考えられる。 

 

⑵ ３類型の該当性について 35 

 各類型の基本的な考え方は、想定事例１における記述 （➡第２の１⑵）と同様
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である。なお、以下では、俳優Ｘの肖像には顧客吸引力があること、本件画像３

－１において俳優Ｘの肖像が使用されたと識別されること及び本件画像３－１

は「商品等」に該当することを前提に検討する。 

 

ア 第１類型について 5 

・ 本件画像３－１は、画像生成ＡＩアプリを用いて俳優Ｘの顔とＡの裸の画

像を合成することにより作成されたものであり、俳優Ｘが裸になっているか

のような外観を有するものであるが、特定の文章や解説等に付随する素材と

して用いられているものではない201。こうした画像の性質や内容及び公開の

態様を踏まえれば、本件画像３－１は、俳優Ｘの肖像それ自体を独立して鑑10 

賞の対象とするものといえる。 

 

イ 第２類型について 

  前記アのとおり、本件画像３－１は、第１類型に該当すると考えられるとこ

ろ、俳優Ｘの肖像は、独立して存在し得る他の商品に付加されてその価値を高15 

めるものではなく、むしろ、本件画像３－１を組成する要素として機能し、そ

の内容と不可分一体のものとなっている。そのため、本件画像３－１に俳優Ｘ

の肖像等を無断で使用する行為は、商品等に俳優Ｘの肖像を 「付す」ものとし

て第２類型に該当する可能性は低いといえる。 

他方で、第２類型には肖像等を「使用する」場合をも含むと理解する立場か20 

らは、第２類型の該当性が問題となる。俳優Ｘの肖像は、本件画像３－１の重

要な構成要素となっており、本件画像３－１は他の商品等と差別化する目的で

俳優Ｘの肖像を使用したものと評価されると考えられる。 

 

ウ 第３類型について 25 

第３類型は、「肖像等を商品等の広告として使用する類型」であるが、想定

事例３－１におけるＹの行為は、俳優Ｘの肖像を商品等の「広告として使用し

た」とはいい難く、第３類型に該当する可能性は乏しい。 

 

 
201 知財高判平成２７年８月５日（平成２７年（ネ）１００２１号）〔週刊実話事件〕は、本人の肖像写真に

他人の胸部の画像を合成した画像を雑誌に掲載したものであるが、当該画像を含む記事は、記事に付され

た卑猥なコメントやレーダーチャートとあいまって、Ｘらの裸体を読者に想像させるものであり、記事に

Ｘらの肖像等を無断で使用する行為は、肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用す

るものとはいえないと判断した。想定事例３－１においても、添え物と評価することができないような記

事やコメントが付されていないかは考慮要素となるものと考えられる。 
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⑶ 損害賠償請求及び差止請求について 

ア 損害賠償請求 

損害賠償に関する基本的な考え方は、想定事例１において確認したとおりで

ある（➡第２の１⑶ア）。Ｙは、俳優Ｘに無断で、生成ＡＩを用いて俳優Ｘの

顔を合成した本件画像３－１をＳＮＳ上に公開し、収益を得ている。俳優Ｘが5 

Ｙの行為と競合する行為により利益を上げる蓋然性がない場合など、損害の発

生があるとはいえない場合には、著作権法第１１４条第２項を類推適用して損

害を算定することはできない。他方で、俳優Ｘは、著作権法１１４条第３項を

類推適用し、自己の肖像が無断で利用されたことを前提として、Ｙとの間で当

該肖像の利用の対価について事後的に合意をすると仮定した場合に定められ10 

る使用料率を基準として算定した損害額を請求していくことが考えられる。た

だし、本件画像３－１は俳優Ｘが裸になっているかのような画像であり、俳優

Ｘがそのような肖像利用をおよそ許諾することが考え難いといえる場合には、

使用料率を基準とした算定が困難であるとして、逸失利益が概算額になること

もやむを得ないものと考えられる。 15 

なお、パブリシティ権侵害による逸失利益やパブリシティ権の毀損による損

害については、肖像権侵害による慰謝料 （１⑵）とは別の損害であり、両立す

ると考えられる。 

イ 差止請求 

差止請求に関する基本的な考え方は、想定事例１において確認したとおりで20 

あり（➡第２の１⑷ア）、本件画像３－１が俳優Ｘのパブリシティ権を侵害す

るにもかかわらず、ＳＮＳ上で公開されたままの状態になっている場合には、

差止めの必要性が認められ、俳優Ｘは、Ｙに対して本件画像３－１の削除を求

めることができると考えられる。また、上記削除請求は、当該ＳＮＳを管理運

営する事業者に対してもすることができる。 25 

 

想定事例３－１のPoint【性的画像への俳優の肖像の無断利用について】【P】 

〔肖像権〕 

 想定事例３－１は、Ｘの名誉感情又は私生活の平穏が保護法益として問題とな

る事例であると考えられ、これらの保護法益の性質を踏まえ、Ｘの社会的地位・30 

活動内容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の考慮要素等を総合考慮し、社

会通念上受忍の限度を超えるかどうかにより侵害の有無を判断するものと考

えられる。 

 生成ＡＩにより出力された画像の公開による肖像権侵害について、名誉感情侵

害や私生活の平穏の侵害を保護法益とする事例では、当該画像を見た者におい35 

て対象者が権利者本人であると同定することができることまで必要ではなく、
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対象者本人が自分を対象にしたものであると認識することができれば肖像権

侵害となる可能性がある。もっとも、生成ＡＩにより出力された画像に投影さ

れた肖像が、権利侵害を主張する者の肖像と類似しておらず、他の資料を基礎

としても、当該人物をおよそ対象としたものとはいえない場合に、肖像権侵害

を認めることは相当とはいえず、このような事情は、社会通念上受忍限度を超5 

えるかの判断において、一要素として考慮されることになると考えられる。 

 本件画像３－１の公開は、画像の精巧さも影響し、Ｘに強い羞恥心や不快感を

抱かせ、自尊心を傷つけるものと認められ、社会通念上受忍すべき限度を超え

てＸの名誉感情及び私生活の平穏を不当に侵害するものとして肖像権を侵害

すると評価される可能性が高いと考えられる。 10 

 肖像権侵害が認められる場合には、ＸはＹに対して損害賠償を、Ｙ又は本件画

像３－１が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当該投稿の削除

を、それぞれ求めることができる。 

 Ｘが一般人の場合であっても、Ｘが俳優である場合と比べて肖像権侵害の有無

等に大きな差異が生ずる可能性は低い。 15 

 

〔パブリシティ権〕 

 本件画像３－１の性質や内容及び画像単体で投稿されているという公開の態

様を踏まえれば、本件画像３－１は、Ｘの肖像それ自体を独立して鑑賞の対象

とするもの「（第１類型）といえる。また、Ｘの肖像は、本件画像３－１を組成20 

する要素として機能しているから、商品等にＸの肖像を「付す」ものとして第

２類型に該当する可能性は低いが、第２類型に肖像等を「使用する」場合をも

含むと理解する立場に立つ場合には、本件画像３－１を他の商品等と差別化す

る目的でＸの肖像を使用した（第２類型）と評価されるものと考えられる。 

 パブリシティ権侵害による逸失利益やパブリシティ権の毀損による損害につ25 

いては、肖像権侵害による慰謝料とは別の損害であり、両立すると考えられる。 

 パブリシティ権侵害が認められる場合、ＸはＹに対して損害賠償を、Ｙ又は本

件画像３－１が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当該投稿の

削除を、それぞれ求めることができる。 

 30 
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想定事例３－２ 

 Ｙは、生成ＡＩアプリにより、声優Ｘの声を合成し、Ｘがわいせつなテキストを読み

上げているかのような音源（以下「本件音源３－２」という。）を生成し、これをＳＮ

Ｓ上に公開して収益を得た。 5 

この事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 

 

 

 10 

 

※ Ｘが声優ではなく、一般人である場合はどうか。 

 

３ 声をみだりに利用されない権利の侵害について（想定事例３－２） 

⑴ 声をみだりに利用されない権利の侵害の判断基準 15 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第２の２⑶） 

声をみだりに利用されない権利は、肖像権と同様に、肖像等が有する精神的

価値から生ずる人格的利益を保護するものであり、その侵害の判断基準も、肖

像権侵害の判断基準と異なるところはないものと考えられる。 20 

すなわち、侵害の判断に当たっては、具体的な事例ごとに、いかなる保護法

益の侵害が問題となるかを特定していく必要がある。その上で、プライバシー、

名誉感情、私生活の平穏といった保護法益を特定することができる場合には、

それぞれの性質を踏まえて、侵害の有無を判断することが考えられる。 

上記の保護法益に直ちに引き付けることができない場合でも、肖像権におけ25 

る判断枠組みと同様に、具体的な事例ごとに、本人の社会的地位・活動内容、

声の利用の目的・態様・必要性等の各要素を総合考慮し、本人の声をみだりに

利用されない権利の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるかどうかという観

点から侵害の有無を判断していくことが考えられる。 

 30 

イ 生成ＡＩにより出力された声の利用行為に係る声をみだりに利用されない

権利の侵害の判断 

(ｱ)「声をみだりに利用されない権利の侵害の判断枠組み 

生成ＡＩにより出力された声の利用行為についても、前記アの判断基準に

よって、侵害の有無を判断していくことが考えられる。 35 

 

Ｘの声       Ｙ：生成ＡＩで音源を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 
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(ｲ)「 生成ＡＩにより出力された音源等が権利者本人を対象とするものである

か否かについて 

生成ＡＩにより出力された音源の公開による声をみだりに利用されない

権利の侵害の判断においても、肖像権侵害の判断と同様に、名誉感情や私生

活の平穏を保護法益とする事例では、その保護法益の性質に照らし、対象者5 

本人が自分を対象にしたものであると認識することができれば、名誉感情の

侵害や私生活の平穏の侵害が成立し得る。もっとも、生成ＡＩにより出力さ

れた音源における音声が、本人の声と類似しておらず、他の資料を基礎とし

ても、およそその者を対象としたものとはいえない場合には、声をみだりに

利用されない権利の侵害を認めることは相当とはいえず、このような事情は、10 

社会通念上受忍限度を超えるかの判断において、一要素として考慮されるこ

とになる。 

 

(ウ)「 他人の声に類似する音声が偶然生成された場合における声をみだりに利

用されない権利の侵害の判断 15 

偶然に202、生成ＡＩにより他人の声に一定程度類似する音声を生成し、当

該音声が他人の声に類似していることに気付かないまま、これを公開するに

至った事例では、肖像権侵害の判断と同様に、故意又は過失の有無等の判断

に影響を与える可能性があるほか、類似性の程度が高いものといえない場合

には、そのような事情が受忍限度の枠内で考慮され、肖像権侵害が否定され20 

ることも考えられる。 

他方で、偶然他人の声に類似する音声を生成した場合であっても、当該音

声が他人の声に類似している事実について、公表前に利用者において認識し

たとき（又は公表後に認識したにもかかわらず、公開を継続したとき）は、

その公表行為が肖像権侵害となる場合もあると考えられる。 25 

 

⑵ 想定事例３－２について 

・ 本件音源３－２は、許諾なく声優Ｘの声でわいせつなテキストを読み上げる

ものであり、一般的には、Ｘに強い羞恥心や不快感を抱かせ、自尊心を傷つけ

るものとの評価がされるものと考えられ、社会通念上受忍すべき限度を超えて30 

Ｘの名誉感情及び私生活の平穏を不当に侵害するものとして、声をみだりに利

用されない権利を侵害すると評価される可能性が高いと考えられる。 

・ さらに、考慮することができる事情としては、音源の中でＸの声が読み上げ

ているわいせつなテキストの内容等が挙げられる。 

 
202 音声生成ＡＩサービスに、特定の声から特徴を学習させ、発話させることも技術的には可能であるが、

これにより意図して本人の声に類似する音声を生成した場合には、当然に権利侵害となり得る。 
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・ 加えて、本検討会においては、声優Ｘの活動範囲も考慮要素とすべき場合が

あるとの意見があった。もっとも、例えば声優Ｘがアダルト作品に出演した経

験があったという場合でも、そうした作品に出演する動機や経緯は様々である

から、アダルト作品に出演した経験があることを理由に直ちに権利侵害が否定

されるものではないことに留意すべきであるとの意見もあった。 5 

・ なお、想定事例３－２は、Ｙが、本件音源３－２をＳＮＳ上に公開して収益

を得た場合であるが、仮にＹが収益を得る目的がなく公開した場合であっても、

パブリシティ権とは異なり、声をみだりに利用されない権利が精神的価値に基

礎を置くものであることからすると、声をみだりに利用されない権利の侵害の

成否に直ちに影響はなく、Ｙの本件音源３－２の公開の目的等を踏まえて個別10 

に判断されるものと考えられる。 

 

⑶ 損害賠償請求及び差止請求について 

 これらの点については、想定事例３－１と異なるところはないと考えられる。 

 15 

⑷ 声の無断利用をされたのが一般人である場合について 

声をみだりに利用されない権利は、本人の精神的価値に基礎を置く権利であり、

一般人の声であっても、声をみだりに利用されない権利によって保護されるもの

であることは、肖像の場合（➡１⑷）と同様である。 

想定事例３－２でＹが公開した本件音源３－２は、Ｘがわいせつなテキストを20 

読み上げているかのような音源であり、そうした音源の公開により、本人が抱く

強い羞恥心や不快感の程度、自尊心を傷つけられる度合いについて、一般人と有

名人との間に差異は見出し難い。したがって、想定事例３－２において、Ｘが一

般人である場合に、Ｘが声優である場合に比して声をみだりに利用されない権利

の侵害の有無等に大きな差異が生ずる可能性は低いといえる。 25 

 

４ パブリシティ権侵害について（想定事例３－２） 

⑴ 本人の声が有する顧客吸引力の利用 

ア 声の「顧客吸引力」について 

(ｱ)「基本的考え方の確認 30 

 顧客吸引力は、肖像等それ自体が商品等の販売を促進するものであるか

否かという観点から判断され、その基本的な考え方は、想定事例１におけ

る顧客吸引力の説明部分（➡第２の１⑴ア(ｱ)）で確認したとおりである。 

 

(ｲ)「想定事例３－２について 35 

・ 声優は、その声が持つ魅力を主要な役務として提供し、当該声について
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需要者から評価を受けて活動を行う者であるから、声優Ｘが著名であれば、

その声には顧客吸引力が認められると考えられる。また、声優Ｘが、特定

の分野や一部の地域においてのみ知名度がある場合も、一定の需要者層に

対して商品等の販売を促進する効力があれば、それらの声には顧客吸引力

が認められる。 5 

・ また、Ｙは、声優Ｘの声を合成して本件音源３－２を作成し、これをＳ

ＮＳ上に公開して収益を得たものであり、Ｙ自身、声優という職業の者の

声を利用することによって当該音源の商品価値を高め、より多くの需要者

を得られることを期待していると考えられることから、そうした利用態様

自体から、Ｘの声には顧客吸引力があることが実質的に裏付けられる。 10 

 

イ 本人の「肖像等」の使用について 

(ｱ)「基本的な考え方の確認 

 人の「声」を使用したといえるか否かは、当該声に接した需要者におい

て、本人の声を想起し、本人の声であると識別することができるかという15 

観点から判断され、その基本的な考え方は、想定事例２における声の利用

についての説明部分（➡第３の１⑴イ(ｱ)）で整理したとおりである。 

 

(ｲ)「想定事例３－２について 

・ 本件音源３－２の音声が、声質や発声方法等の特徴を含め、声優Ｘの声20 

と類似している程度が高く、また、そのような特徴が視聴者に広く認知さ

れているなどの事情から、音源の視聴者において容易に識別することがで

きるほどに声優Ｘの声に類似する場合には、声優Ｘの「声」が使用された

といえる。 

・ また、本件音源３－２の音声の声質や発声方法の特徴については、声優25 

Ｘの声と一定程度類似しているにとどまり、これらのみでは視聴者におい

てＸの声と識別できない場合であっても、付加情報を併せ考慮すれば、視

聴者において当該音声が本人のものであると識別することができるとき

には、本人の「声」が使用されたものといえる。 

・ 他方で、付加情報によって声優Ｘの声であることが示されていたとして30 

も、音源に現れた声が本人の声と聴覚的におよそ類似していない場合には、

音源の視聴者において当該音声が本人の声であると識別することができ

るとは通常は考え難いから、本人の「声」が使用されたものとはいえない

と考えられる。 

 35 
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⑵ ３類型の該当性について 

 各類型の基本的な考え方は、想定事例１における記述（➡第２の１⑵）と同様

である。なお、以下では、声優Ｘの声には顧客吸引力があること、本件音源３－

２において声優Ｘの声が使用されたと識別されること及び本件音源３－２は「商

品等」に該当することを前提に検討する。 5 

 

ア 第１類型について 

本件音源３－２は、声優Ｘの声を合成して作成された音声コンテンツであり、

その性質上、視聴者は、本件音源３－２に現れた声優Ｘによる読み上げの声を

対象として本件音源３－２を視聴するものといえ、声優Ｘの声は、本件音源３10 

－２の重要な構成要素として、それ自体が独立して鑑賞の対象となっていると

いえると考えられる。 

 

イ 第２類型について 

本件音源３－２が第１類型に該当する場合には、声優Ｘの声は、独立して存15 

在し得る商品に付加されてその価値を高めるものではなく、むしろ、本件音源

３－２を組成する要素として機能し、その内容と不可分一体のものとなってい

る。そうすると、本件音源３－２に声優Ｘの声を無断で使用する行為は、商品

等に声を「付す」として第２類型に該当する可能性は低いといえる。 

他方で、第２類型には肖像等を「使用する」場合をも含むと理解する立場か20 

らは、第２類型の該当性が問題となる。声優Ｘの声は、本件音源３－２の重要

な構成要素となっており、本件音源３－２は他の商品等と差別化する目的で声

優Ｘの声を使用したと評価されるものと考えられる。 

 

ウ 第３類型について 25 

第３類型は、「声を商品等の広告として使用する類型」であるが、想定事例

３－２におけるＹの行為は、声優Ｘの声を商品等の「広告として使用した」と

はいい難く、第３類型に該当する可能性は乏しい。 

 

⑶ 損害賠償請求及び差止請求について 30 

これらの点については、想定事例３－１と異なるところはないと考えられる。 

 

想定事例３－２のPoint【性的音源への声優の声の無断利用について】【P】「  

〔声をみだりに利用されない権利〕 

 想定事例３－２は、Ｘの名誉感情又は私生活の平穏が保護法益として問題とな35 

る事例と考えられ、これらの保護法益の性質を踏まえ、Ｘの社会的地位・活動
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内容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の考慮要素等を総合考慮し、社会通

念上受忍の限度を超えるかどうかにより侵害の有無を判断していくものと考

えられる。 

 生成ＡＩにより出力された音源の公開による肖像権侵害について、名誉感情侵

害や私生活の平穏の侵害を保護法益とする事例では、対象者本人が自分を対象5 

にしたものであると認識することができれば声をみだりに利用されない権利

の侵害となる可能性がある。もっとも、生成ＡＩにより出力された音源におけ

る音声が、本人の声と類似しておらず、他の資料を基礎としても、およそその

者を対象としたものとはいえない場合には、声をみだりに利用されない権利の

侵害を認めることは相当とはいえず、このような事情は、社会通念上受忍限度10 

を超えるかの判断において、一要素として考慮されることになる。 

 本件音源３－２の公開は、一般的には、Ｘに強い羞恥心や不快感を抱かせ、自

尊心を傷つけるものとの評価がされるものと考えられ、社会通念上受忍すべき

限度を超えてＸの名誉感情及び私生活の平穏を不当に侵害するものとして、声

をみだりに利用されない権利を侵害すると評価される可能性が高い。音源の中15 

でＸの声が読み上げているわいせつなテキストの内容等も考慮要素になる。声

をみだりに利用されない権利の侵害が認められた場合には、Ｘは、Ｙに対して

損害賠償を、Ｙ又は本件音源３－２が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者

に対して当該投稿の削除を、それぞれ求めることができる。 

 Ｘが一般人の場合であっても、Ｘが声優である場合と比べて声をみだりに利用20 

されない権利の侵害の有無等に大きな差異が生ずる可能性は低い。 

 

〔パブリシティ権侵害〕 

 本件音源３－２は、その性質上、Ｘの声それ自体を独立して鑑賞の対象とする

もの「（第１類型）といえる。また、Ｘの声は、本件音源３－２を組成する要素25 

として機能しているから、商品等にＸの声を「付す」ものとして第２類型に該

当する可能性は低いが、第２類型に肖像等を「使用する」場合をも含むと理解

する立場に立つ場合には、本件音源３－２は他の商品等と差別化する目的でX

の声を使用した（第２類型）と評価されるものと考えられる。 

 パブリシティ権侵害による逸失利益やパブリシティ権の毀損による損害につ30 

いては、肖像権侵害による慰謝料とは別の損害であり、両立すると考えられる。 

 パブリシティ権侵害が認められる場合、Ｘは、Ｙに対して損害賠償を、Ｙ又は

本件音源３－２が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当該投稿

の削除を、それぞれ求めることができる。 

 35 
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第５ 収益目的なく俳優の肖像・声優の声の無断利用がされた事案（想定事例４） 

 

想定事例４ 

想定事例１及び想定事例２－１において、Ｙに収益を得る目的がなく、単なる興味

本位で本件動画１又は本件音源２－１をＳＮＳ上に公開した場合には、パブリシティ

権及び肖像等をみだりに利用されない権利の侵害が認められるか。 

 

想定事例１ 

Ｙが、俳優Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ｘによく似た顔の者がアクショ

ンシーンを演じている動画（本件動画１）を生成し、これをＳＮＳ上に公開して収

益を得た事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 

 

 

 

 

 

想定事例２ 

次の各事例における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

２－１ Ｙが、歌手Ｘに無断で、生成ＡＩアプリにより、Ａの楽曲を歌手Ｘによく

似た歌声で歌っている音源（本件音源２－１）を生成し、これをＳＮＳ上に公開

して収益を得た事例 

 ※ 本件音源２－１に「ＡＩ歌手ＸにＡの曲を歌わせてみた」とのタイトルが付

されていた場合はどうか。 

 

 

 

 

 

 
 

 

１ パブリシティ権侵害 

⑴ 基本的な考え方の確認 5 

（➡第１章第１の３⑵キ） 

 ３類型に付け加えられた「など」は、３類型と違法性において実質的に同一で

Ｘの肖像       Ｙ：生成ＡＩで動画を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 

Ｘの声       Ｙ：生成ＡＩで音源を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 Ｘの声       Ｙ：生成ＡＩで音源を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 
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ある（「均等」）と評価されるような場合にパブリシティ権の禁止効の及ぶ範囲を

例外的に拡張するものとして、基本的には予測できない利用態様が将来発生し得

ることに配慮してその余地を残したものであり、３類型が明示された趣旨を踏ま

えて解釈する必要がある。 

 5 

⑵ 想定事例４について 

・ 想定事例４では、Ｙは収益を得る目的を有しておらず、単なる興味本位で本

件動画１又は本件音源２－１をＳＮＳ上に公開したというものであるから、

「商品等」として肖像等を利用する３類型に該当するとはいい難い。そのため、

「専ら顧客吸引力の利用を目的」とした３類型と違法性において実質的に同一10 

である（「均等」）と評価することができるか（「など」に該当するか）否かを

検討する必要がある。 

・ 収益を得ない方法であったとしても、Ｙが、本人の肖像等をＳＮＳ上に公開

し、多くの閲覧数 ・再生数を獲得して拡散させ、本人の営業上の利益に影響を

与え得る。 15 

本検討会では、人気のあるタレントの場合には、その人気を持続させる観点

から、肖像等の露出を一定の範囲に抑制して管理することが行われており、そ

れにもかかわらず、大量の肖像等が拡散されたときは、本人の肖像等の顧客吸

引力としての価値が毀損され、営業上の利益を害することとなる旨の指摘があ

り、営業上の利益の侵害の判断に当たっては、こうした点も考慮の対象となる20 

可能性がある。例えば、Ｙ自身のＳＮＳが既に多数のフォロワー数を誇ってい

る場合や、Ｙがフォロワー数や閲覧数を獲得したりすることも意図してコンテ

ンツを公開し、多数の注目を浴びるようになった場合において、ＳＮＳ上に公

開したコンテンツの再生数が多数に上り、これによって俳優Ｘ又は歌手Ｘに営

業上の不利益が生じていると認められるときは、実質的には俳優Ｘ又は歌手Ｘ25 

の肖像等の顧客吸引力を利用し、パブリシティ権者に対して損害を与えている

ものと評価し得るのであって、３類型と違法性において実質的に同一であると

評価し得る（「など」に該当し得る）と考えられる203。これに対し、例えば、Ｙ

 
203 なお、委員からは、仮にパブリシティ権侵害が認められない場合でも、例外的に不法行為の成立が認め

られることもあるのではないかとの指摘があった。 

 すなわち、最判平成２３年１２月８日民集６５巻９号３２７５頁〔北朝鮮著作物事件〕は、著作権法第

６条各号所定の著作物に該当しない著作物の利用行為は、同法が規律の対象とする著作物の利用による利

益とは異なる法的に保護された利益を侵害するなどの特段の事情がない限り、不法行為を構成するもので

はないとした上で、当てはめにおいて、自由競争の範囲を逸脱するような営業の自由に対する侵害は、著

作権法の規律対象とする利益と異なる利益に当たり得ることを示唆しているとされる。その後、同判決に

いう「特段の事情」があるとして不法行為を認めた事例は多くはないが、下級審裁判例においては、①他

人が販売等の目的で採譜したバンドスコアを同人に無断で模倣してバンドスコアを制作し販売等する行為

（東京高判令和６年６月１９日判タ１５３４号１０５頁）、②新聞社に独占利用許諾が与えられている将棋

の棋譜を無断で動画配信し収益を上げる行為（東京高判令和８年３月１２日（令和７年（ネ）第３３４３
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が単なる興味本位でコンテンツを公開し、多数の閲覧を獲得する目的を有して

いなかった場合において、たまたまそれが予想に反して多数の再生数、閲覧数

を浴びるようになったときは、パブリシティ権侵害とは評価することは困難で

あると考えられる。 

・ なお、裁判例には、ウェブサイトが、閲覧者をグッズ販売サイトやファンク5 

ラブサイトに誘導し、グッズの購入及びファンクラブへの入会を促す役割を果

たす場合に、当該ウェブサイトに肖像等を利用することは、商品販売等の広告

として使用するものというべきであるとしたものがあり204、この裁判例を踏ま

えると、本件動画１や本件音源２－１自体は興味本位によって公開した場合で

あっても、それを公開したＳＮＳの投稿上で、Ｙが自身の商品やサービスを紹10 

介していたり、商品販売等のウェブサイトに誘導するＵＲＬ等の記載がされて

いたりしており、それらに視聴者を誘引するときは、第３類型に該当するもの

としてパブリシティ権侵害となり得ると考えられる。 

２ 肖像等をみだりに利用されない権利の侵害 

⑴ 基本的な考え方の確認 15 

（➡第１章第２の２⑵） 

 肖像権侵害の判断に当たっては、具体的な事例ごとに、いかなる保護法益の侵

害が問題となるかを特定していく必要がある。 

その上で、プライバシー、名誉感情、私生活の平穏といった保護法益を特定す

ることができる場合には、それぞれの性質を踏まえて、侵害の有無を判断するこ20 

とが考えられる。これらの保護法益に直ちに引き付けることができない場合でも、

具体的な事例ごとに、法廷内写真撮影事件最高裁判決を踏まえ、本人の社会的地

位・活動内容、肖像の利用の目的・態様・必要性等の各要素を総合考慮し、肖像

権の侵害が社会生活上受忍の限度を超えるかどうかという観点から侵害の有無

を判断していくことが考えられる。 25 

 生成ＡＩにより出力された肖像の利用行為についても、同様の枠組みで判断し

ていくことが考えられる。 

 

⑵ 想定事例４について 

ア 保護法益 30 

想定事例１において、自分とよく似た顔の者がアクションシーンを演じてい

る動画がＳＮＳ上で公開されることによって、本人のプライバシーや、名誉感

 
号）〔竜王戦事件〕、大阪高判令和７年１月３０日 （令和６年（ネ）第３３８号等））等において、自由競争

の範囲を逸脱するような営業の自由に対する侵害であるとして「特段の事情」の存在を認め、不法行為の

成立を肯定した事例がある。 
204 知財高判令和５年９月１３日（令和５年（ネ）第１００２５号）〔ＦＥＳＴ  ＶＡＩＮＱＵＥＵＲメン

バー事件〕 
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情、私生活の平穏等の人格的利益が侵害されるとの判断が当然にされるものと

はいい難い。想定事例２－１で、自分とよく似た歌声で歌っている音源をＳＮ

Ｓ上で公開された歌手についても同様である。 

本検討会では、各想定事例において考えられる保護法益として以下のものが

挙げられた。 5 

 

(ア)「自己の肖像の管理に関する利益 

生成ＡＩによって出力された肖像は絵画やイラストと比べて再現性が高

く、本人に極めて近似した肖像を生成可能である205ことからすると、肖像権

が自己の肖像を管理する権利又は自己の肖像の複製作成や複製物利用につ10 

いての決定権としての側面を有すると解し206、自分の肖像を他人の管理下に

置かれたくないという精神的利益も肖像権の保護法益の一つとして解する

場合207には、生成ＡＩにより出力した他人に類似する肖像を公表する行為は、

このような本人の精神的利益を侵害し、肖像権侵害を構成する可能性がある
208。生成ＡＩにより出力した他人の声に類似する音声を公表する行為につい15 

ても同様である。 

 

(イ)「自己決定権 

自身の肖像や音声を利用して、身に覚えのない行動や発言について、これ

を実際にした事実があるかのように見る者に受け取られかねない画像、動画、20 

音声等を作成し、公表された者については、自己決定権や、他の精神的自由

が害されていると見る余地もある209。 

 

 
205 君嶋ほか・前掲注 6）１５１頁〔隈元利佳〕は、ＣＡ（サイバネティック・アバター）について、ＣＡ

という具体的肖像は、（特に有体物ＣＡの場合には）絵画や写真と比べて本人再現の度合いが質・量ともに

高いとして、その有する特徴は、肖像画のケースとは同一視できないとする。 
206 大家重夫 肖像権（改訂新版）』（太田出版、２０１１年）１８頁 
207 東京地判平成元年８月２９日判時１３３８号１１９頁 〔サウナ風呂広告事件〕は、Ｙが販売する家庭用

サウナに関して新聞紙に掲載する広告に一回限り、他の消費者と並べて小さく顔写真を掲載する依頼に承

諾したＸが、その後も複数紙に複数回掲載がされたり、顔写真を大きく掲載され、述べてもいない感想と

ともに掲載されたりしたことについて、Ｘの肖像権、氏名権を侵害する不法行為等に当たるとして損害賠

償を求めた事案である。裁判所は、「人がその意思に反して氏名を使用されず、また肖像を他人の目にさら

されずにいられる自由は、法的保護に値する利益である」などとして損害賠償を認めた。広告利用の事案

ではあるが、裁判所の上記判示は、同様の立場に立っていると見る余地もある。 
208 このように解する可能性について、君嶋ほか・前掲注6）１４７頁〔隈元〕 
209 氏名権の侵害に関する発信者情報開示請求の裁判例ではあるが、東京高判平成３０年６月１３日判時２

４１８号３頁は、控訴人の通称のほか、控訴人のアカウントに掲載されているものと同じ顔写真を使用し、

控訴人が自ら開設した私的なアカウントであるかのように装ったＳＮＳアカウントの開設、使用について、

控訴人の氏名を他人に冒用されない権利を侵害するものである旨判断しており、参考となる。 
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イ 侵害の判断基準 

プライバシー、名誉感情、私生活の平穏といった保護法益に直ちに引き付け

ることができない場合でも、具体的な事例ごとに、法廷内写真撮影事件最高裁

判決を踏まえ、本人の社会的地位・活動内容、肖像の利用の目的・態様・必要

性等の各要素を総合考慮し、肖像等をみだりに利用されない権利の侵害が社会5 

生活上受忍の限度を超えるかどうかという観点から侵害の有無を判断してい

くものと考えられる。 

 

ウ 想定事例４について 

・ 本件動画１及び本件音源２－１における肖像や声が、視聴者をして、俳優10 

Ｘの肖像や歌手Ｘの歌声であると受け取られるようなものであった場合に

は、俳優Ｘや声優Ｘが、自身のあずかり知らないところで、その肖像や声が

加工され、自分が今まで演じたことのないシーンを演じていたり、歌唱した

ことのない歌を歌っていたりするかのような高い再現性のある動画や音声

がインターネット上に流通し、真実と異なる情報が拡散していくことは、自15 

分の肖像を他人の管理下に置かれたくないという利益や自己決定権を害す

る可能性がある。 

・ また、このような動画等を公表する目的として、例えば、ＹがＸを揶揄す

る目的であった、ＳＮＳのフォロワー数、再生・閲覧数を獲得する目的であ

った、あるいは広告として利用する目的であった等の事情は、侵害を肯定す20 

る方向の考慮要素となり得る。 

・ 他方で、一般論として、公務員又は公職選挙の候補者等については、政治

的批判の文脈で用いるなど、その肖像や声の利用行為等を受忍すべき場合も

あり、こうした点も、総合的に考慮されるものと考えられる。 

・ 別の要素として、俳優Ｘ及び歌手Ｘが肖像等のＡＩ利用について拒絶の意25 

思を公に表明していた等の事情がある場合には、自分の具体的肖像を他人の

管理下に置かれたくないという本人の意思を客観的に把握するものとして、

社会生活上受忍の限度を超えるかどうか判断する際の考慮要素となるもの

と考えられる。 

 30 

想定事例４のPoint【収益目的のない俳優の肖像・声優の声の無断利用について】

【P】 

〔パブリシティ権〕 

 ピンク・レディー事件最高裁判決で示された３類型は、専ら肖像等の有する顧

客吸引力を商品等に利用するものであり、Ｙが収益を得る目的を有していない35 

場合には、本件動画１又は本件音源２－１は、「「商品等」であるとはいえない。 
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 もっとも、Ｙ自身のＳＮＳが既に多数のフォロワー数を誇っている場合や、Ｙ

がフォロワー数や閲覧数を獲得したりすることも意図してコンテンツを公開

し、多数の注目を浴びるようになった場合において、ＳＮＳ上に公開したコン

テンツの再生数が多数に上り、これによってＸに営業上の不利益が生じている

と認められるときは、実質的にはＸの肖像等の顧客吸引力を利用し、パブリシ5 

ティ権者に対して損害を与えているとして、パブリシティ権を侵害すると評価

し得る。【Ｐ】 

 

〔肖像権〕 

 想定事例４において、想定される肖像等をみだりに利用されない権利の保護法10 

益としては、①自己の肖像の管理に関する利益や、②自己決定権が挙げられる。 

 想定事例４においては、上記法益を踏まえ本人の社会的地位・活動内容、肖像

の利用の目的・態様・必要性等の各要素を総合考慮し、肖像権等の侵害が社会

生活上受忍の限度を超えるかどうかという観点から侵害の有無を判断してい

くことが考えられる。 15 

 本件動画１及び本件音源２－１における肖像や声が、視聴者をして、Ｘの肖像

や歌声であると受け取られるようなものであった場合には、Ｘが、自身のあず

かり知らないところで、その肖像や声が加工され、自分が今まで演じたことの

ないシーンを演じていたり、歌唱したことのない歌を歌っていたりするかのよ

うな高い再現性のある動画や音声がインターネット上に流通し、真実と異なる20 

情報が拡散していくことは、自分の具体的肖像を他人の管理下に置かれたくな

いという利益や自己決定権を害する可能性がある。 
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第６ 本人が所属事務所に対してパブリシティ権の独占的利用許諾又は譲渡を約定し

ている事案（想定事例５） 

 

想定事例５ 

想定事例１及び想定事例２－１において、Ｘは、芸能事務所である株式会社Ｚとの間5 

で、以下の５－１又は５－２の内容の約定をしていた。この事例におけるＺのＹに対す

る損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 ５－１ Ｘが、Ｚに対し、Ｘが有するパブリシティ権の独占的な利用を許諾する旨の

約定 

 ５－２ Ｘが、Ｚに対し、Ｘが有するパブリシティ権を譲渡する旨の約定 10 

 

１ パブリシティ権の独占的な利用を許諾する旨の約定がある場合 

⑴ 損害賠償請求について 

ア 基本的考え方の確認 

（➡第１章第１の４⑶イ(ｲ)） 15 

 パブリシティ権の侵害があった場合には、パブリシティ権者本人が損害賠償

請求権を有することとなる。パブリシティ権者本人からパブリシティ権の独占

的利用許諾を受けた者 （独占的ライセンシー）は、権利者のパブリシティ権を

侵害する者に対し、独占的利用許諾契約に基づき享受することができるはずの

利益が害されたとして、債権侵害を理由とする損害賠償を求めることができる20 

場合がある。例えば、①パブリシティ権の独占的ライセンシーが現実に市場を

独占している状況下において、②警告等をしてもなお、当該第三者が無断利用

行為を継続している場合には、損害賠償請求が認められる可能性がある。 

 

イ 想定事例５－１について 25 

 想定事例５－１においては、芸能事務所であるＺが、Ｘからパブリシティ権

の独占的利用許諾を受けてその肖像又は声の商業的価値の利用を独占してい

る状況下において、Ｘの肖像又は声を無断利用するＹに対し、Ｙの行為はＺの

独占的利用に係る利益を害するものであるなどと警告してもなおＹがＸの肖

像又は声の利用を継続するような場合には、債権侵害としての故意が認められ30 

ると考えられる210,211。 

 
210 なお、元々パブリシティ権を侵害する行為は法的に許されない行為であり、独占的ライセンシーが存在

することについての予測可能性を保障する必要はないことを理由に、侵害者にパブリシティ権侵害につい

ての過失があれば足りるとする見解（田村・前掲注54）５３７～５３８頁）によれば、故意までは必要と

されない。 
211 なお、独占的ライセンシーが被った損害額について、大阪高判平成２９年１１月１６日判時２４０９号

９９頁〔Ｒｉｔｍｉｘ事件〕は、 「Ｘ（独占的ライセンシー）は、Ｙの行為により、画像の使用を許諾する
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⑵ 差止請求について 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第１の４⑶イ(ｳ)） 

 パブリシティ権の侵害があった場合には、パブリシティ権者本人が差止請求5 

権を有し、独占的ライセンシーは固有の差止請求権を有しないとされている。

もっとも、独占的ライセンサーが独占的ライセンシーに対して第三者によるパ

ブリシティ権侵害を排除すべき義務を負う場合には、ライセンシーは、自己の

利益を保全するため、債権者代位権の行使により当該差止請求権を代位行使す

ることができる可能性がある。 10 

 

イ 想定事例５－１について 

 想定事例５－１において、ＸがＺに対して第三者による侵害の排除義務を負

う旨の明示又は黙示の合意が認められる場合には、Ｚは、転用型の債権者代位

権を用いて、Ｘの有する差止請求権を代位行使することができると考えられる。15 

もっとも、このような侵害排除義務の有無は、ＸとＺとの間の契約内容その他

の具体的事情に即して判断されるべきであるが、パブリシティ権者本人が契約

上の法的義務として侵害排除義務を負うと解される場合は例外的であると考

えられる。 

 20 

２ パブリシティ権を譲渡する旨の約定がある場合 

⑴ パブリシティ権の譲渡性に関する議論の確認 

（➡第１章第１の４⑶ウ） 

 パブリシティ権の譲渡性については、裁判例及び学説においても見解が分かれ

ている。パブリシティ権の譲渡性については、パブリシティ権が人格権に由来す25 

る権利であってその人物の一身に専属するとして譲渡性を否定する立場と、肖像

等の商業的価値から生ずる財産的利益を保護するパブリシティ権について当然

に一身専属権とまでいうべきではなく一定の範囲で譲渡性が認められるとの立

場があり、本検討会においても見解は一致しなかった。 

 30 

⑵ 想定事例５－２について 

 想定事例５－２において、ＸがＺに対しパブリシティ権を譲渡する旨の約定

がされている場合であっても、当該約定の法的性質については、これをパブリ

シティ権そのものの移転と解するか、又は独占的利用許諾契約と解するかが問

 
場合に通常受領すべき金銭に相当する額の損害を受けたものと認められる」として、許諾料相当額の損害

賠償を認めている。 
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題となる。譲渡性を認める立場からは、損害賠償請求権や差止請求権について

は本人と同様の権利行使ができると考えられ、その場合の結論は、想定事例１

や想定事例２－１と同様であると考えられる。これに対して譲渡性を認めない

立場からは、パブリシティ権を譲渡する旨の約定は、独占的利用許諾契約とし

て解釈されることとなると考えられ、その場合の結論は、想定事例５－１と同5 

様であると考えられる。 

 

３ 不競法について 

なお、本人以外の者による請求に関し、芸能事務所Ｚは、不競法を援用して直接

Ｙに対して損害賠償請求や差止請求を行うことができる場合がある。すなわち、想10 

定事例１で検討したとおり、俳優Ｘ又は歌手Ｘの肖像等に係る営業主体は必ずしも

Ｘ本人に限定されるものではなく、当該商品又は役務の出所であると需要者に認識

されている者であれば足りる。そこで、芸能事務所であるＺが、Ｘの肖像等を商品

化し又は営業上の表示として継続的に使用するなどして、Ｘの肖像等がＺの商品等

表示に当たると認められる場合には、Ｙの行為は、その他の要件を満たす限り、混15 

同惹起行為又は著名表示冒用行為の不正競争に該当し、Ｚは自ら差止請求 （不競法

第３条）及び損害賠償請求（同法第４条）をすることができる。 

 

想定事例５のPoint【本人が所属事務所に対してパブリシティ権の独占的利用許

諾又は譲渡を約定している事案】【P】「  20 

 Ｘのパブリシティ権に係る独占的ライセンシーであるＺは、現実に市場を独占

している状況下において、警告等をしてもなおＹが無断利用行為を継続してい

る場合には、債権侵害を理由とする損害賠償請求権が認められる可能性があ

る。また、ＸがＺに対して侵害排除義務を負う場合には、Ｚは、ＸのＹに対す

る差止請求権を転用型債権者代位権を用いて代位行使することができると解25 

する余地があるが、Ｘが侵害排除義務を負うと解される場合は例外的であると

考えられる。 

 パブリシティ権の譲渡性については、一致した見解を見出し難いが、譲渡性を

認める立場によれば、Ｚは、損害賠償請求権や差止請求権についてＸと同様の

権利行使ができるものと扱われ、他方で、譲渡性を認めない立場によれば、パ30 

ブリシティ権を譲渡する旨の約定は、独占的利用許諾契約であると解釈した上

で、Ｚは、損害賠償請求権や差止請求権について独占的ライセンシーと同様の

権利行使ができるものと扱われることとなると考えられる。 

 なお、Ｘの肖像又は声がＺの周知又は著名な商品等表示となっている場合に

は、Ｚは、Ｙの行為は不正競争に当たるとして、自ら不競法に基づき損害賠償35 

請求及び差止請求をすることができる場合がある。 
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第７ 本人の死後に映像作品への俳優の肖像の無断利用がされた事案（想定事例６） 

 

想定事例６ 

Ｙは、生成ＡＩアプリにより、故人である俳優Ｘによく似た顔の者がアクションシー

ンを演じている動画を生成し、これをＳＮＳ上に公開して収益を得た。この事例におけ5 

る損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

  

 

 

 10 

 

 

１ パブリシティ権侵害について 

⑴ 問題の所在 

 故人の肖像が無断利用された事例においては、当該利用行為がパブリシティ権15 

の侵害に該当するか否かを検討する前提として、そもそも死後においてパブリシ

ティ権が存続するか否か、すなわちパブリシティ権の相続性が問題となる212。 

 

⑵ パブリシティ権の相続性に関する議論の確認 

（➡第１章第１の４⑶ウ） 20 

 パブリシティ権の相続性については、パブリシティ権が人格権であってその人

物の一身に専属し、相続の対象にもならない（民法第８９６条）として相続性を

否定する立場と、肖像等の商業的価値から生ずる財産的利益を保護するパブリシ

ティ権について当然に一身専属権とまでいうべきではなく一定の範囲で相続が

認められるとの立場があり、本検討会においても見解は一致しなかった。 25 

 

⑶ 想定事例６について 

 想定事例６は、Ｙが、生成ＡＩアプリにより、既に死亡している俳優Ｘによく

似た顔の者がアクションシーンを演じている動画を生成したものである。パブリ

シティ権の相続性を否定する立場に立つ場合には、俳優Ｘの死亡によって俳優Ｘ30 

の肖像に係るパブリシティ権は消滅するため、パブリシティ権侵害は問題となら

ない。他方で、パブリシティ権の相続性を肯定する立場に立つ場合には、俳優Ｘ

 
212 なお、パブリシティ権の相続性が問題となるのは本人の死後に無断利用行為が行われた場合である。生

前にパブリシティ権の侵害行為が行われた場合には、その時点で不法行為が成立し、パブリシティ権者は

損害賠償請求権を取得することから、その後に本人が死亡したときは、相続人は当然に当該損害賠償請求

権を相続する。 

Ｘの肖像       Ｙ：生成ＡＩで動画を生成「  「ＳＮＳ上で公開し収益を獲得 
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の相続人は、Ｙに対し、俳優Ｘが生存していれば俳優Ｘが行使することができた

であろう損害賠償請求権及び差止請求権を行使することができるものと考えら

れる213 （ただし、例えば、生前に俳優ＸがＹに対してパブリシティ権の利用を許

諾していた場合など、個別具体的な事情によっては、相続人が行使することがで

きる権利内容や権利行使可能な期間が制限される可能性があると考えられる。）。 5 

 

２ 不競法について 

 前記１のとおり、パブリシティ権の相続性については見解の対立がある。他方で、

故人のパブリシティ価値を保護し得る枠組みとして、不競法上の混同惹起行為（不

競法第２条第１項第１号）又は著名表示冒用行為（同項第２号）の適用に関する議10 

論があり、本検討会でも、一定の場合には不競法を適用する余地があると整理され

た。そこで、ここでは、想定事例６について不競法の適用について若干検討する。

なお、それぞれの要件に関する基本的な考え方は、前記第２の２で整理したとおり

である。 

 15 

⑴ 混同惹起行為該当性 

ア 他人の商品等表示として需要者の間に広く認識されているもの 

故人自身が事業活動を行う主体となることは通常想定し難いから、故人であ

る俳優Ｘが主体となる商品等表示は想定し難い。もっとも、故人の肖像であっ

ても、例えば、俳優による営業活動のマネジメント事業を行うプロダクション20 

や、俳優の遺族等が、俳優が行った業務により制作された映像、出版物、写真、

商標権、その他の権利関係の管理を行っていることがあり、そうした管理が俳

優の死後も存在する場合には、当該俳優の肖像については、単なる俳優本人を

特定するための情報ではなく、こうしたプロダクション等の管理者を中心とし

た商品化グループの商品等表示として保護される可能性があると考えられる25 

（➡第１章第１の３⑴ア・イ）。 

想定事例６では、俳優Ｘの肖像についてこのような管理が行われ、俳優Ｘの

肖像がプロダクション等の管理者を中心とした一定の商品化グループによる

商品であるなどと需要者の間に広く認識されるときは、俳優Ｘの肖像は、他人

の商品等表示として需要者の間に広く認識されているものに当たるといえる。30 

他方で、プロダクション等による俳優Ｘの肖像に関する管理等が行われていな

い場合には、商品等表示該当性を肯定することは困難であると考えられる。 

 

 
213 パブリシティ権侵害の有無、損害賠償の内容及び差止請求の可否等については、想定事例１を参照 
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イ 「（同一若しくは）類似の商品等表示を使用」 

 想定事例６では、Ｙが投稿した動画中の人物の肖像につき、動画に出演する

人物の外観と俳優Ｘの類似性の程度、当該人物の動画内における役割等の諸般

の事情を基に、外観その他の情報から、需要者である動画の視聴者が俳優Ｘと

動画中の人物を全体的に類似のものと受け取るおそれがあるときは、「類似」5 

であるといえる。そして、俳優Ｘの肖像がプロダクション等の管理者を中心と

した一定の商品化グループによって作成された商品であるなどと需要者の間

に広く認識されるときに、これを動画に使用することは、当該商品又は営業の

出所を示す表示として使用していると評価されると考えられる。 

 10 

ウ 「混同を生じさせる行為」 

 想定事例６では、動画に出演する人物の外観と俳優Ｘの類似性の程度、当該

人物の動画内における役割等の諸般の事情を基に、需要者が、当該動画は、プ

ロダクション等の管理者を中心とした一定の商品化グループの一員によって

作成された商品であると誤信するおそれがある場合には、「混同」があるとい15 

える （打消し表示がある場合に「混同」が否定されることは、想定事例１と同

様である。）。 

 

⑵ 著名表示冒用行為該当性 

前記⑴アの検討において、俳優Ｘの肖像に係る商品等表示が全国的に知られて20 

いる場合であれば、前記⑴ウの 「混同」の有無を問わず、著名表示冒用行為に当

たる。 

 

⑶ 損害賠償請求及び差止請求の主体  

不正競争に対しては、不競法の規定により差止請求及び損害賠償請求をするこ25 

とができる（同法第３条、第４条）ところ、その請求主体については、営業上の

利益を侵害された者（差止請求については侵害されるおそれがある者も含む。）

とされている。この「利益」とは、事業者が営業上得られる経済的価値をいい、

収支計算上の利益が中心となるが、事業活動における信用・名声・ブランド価値

等の事実上の利益を含むものとされている214。なお、差止請求のほか、廃棄請求30 

をすることもできる（同法第３条第２項）。 

想定事例６においては、俳優Ｘの肖像がプロダクション等の管理者を中心とし

た商品化グループの商品等表示に該当する場合であれば、当該プロダクション等

の俳優Ｘの肖像等を管理する者が、損害賠償請求及び差止請求の主体となること

 
214 経済産業省知的財産政策室・前掲注147）１６７頁 
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ができるものと考えられる。 

 

想定事例６のPoint「【本人の死後に映像作品への俳優の肖像の無断利用がされた事

案】【P】 

 本人が死亡した場合に、パブリシティ権が相続の対象となるか否かについて5 

は、一致した見解を見出し難いが、パブリシティ権の相続性を否定する立場に

よれば、Ｘの死亡によってＸの肖像に係るパブリシティ権は消滅するため、パ

ブリシティ権侵害は問題とならず、他方で、パブリシティ権の相続性を肯定す

る立場によれば、Ｘの相続人は、Ｙに対し、Ｘが生存していればＸが行使する

ことができたであろう損害賠償請求権及び差止請求権を行使することができ10 

るものと考えられる「（ただし、相続人が行使することができる権利内容や権利

行使可能な期間について制限される可能性はある。）。 

 不競法による損害賠償請求及び差止請求の請求主体は、当該商品等表示につい

て営業上の利益を有する者であって、必ずしも肖像等に係る本人に限定され

ず、商品等表示の主体であると認められる限り、芸能事務所や独占的ライセン15 

シーであっても、差止請求や損害賠償請求の請求主体となる場合があり、この

ことは、本人が死亡したことによって直ちに影響を受けるものではない。その

ため、Ｘの肖像がＺの周知又は著名な商品等表示となっている場合には、Ｚは、

Ｙの行為は不正競争に当たるとして、自ら不競法に基づき損害賠償請求及び差

止請求をすることができる場合がある。 20 
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第８ 本人の死後に性的画像への俳優の肖像の無断利用がされた事案（想定事例７） 

 

想定事例７ 

Ｙは、画像生成ＡＩアプリに故人である俳優Ｘの肖像とＡの裸の画像とを入力した上

で、Ｘの顔とＡの裸を合成する指示をして、Ｘが裸になっているかのような画像（以下5 

「本件画像７」という。）を生成し、これをＳＮＳ上に公開して収益を得た。この事例

における損害賠償請求及び差止請求についてどのように考えるか。 

 

 

 10 

 

Ｘの肖像 「他人の裸の画像 「Ｙ：生成ＡＩで画像を生成   ＳＮＳ上で公開 

 

※ Ｘが俳優ではなく、一般人である場合はどうか。 

 15 

１ 故人の肖像権侵害を理由とする損害賠償請求及び差止請求の可否 

（➡第１章第２の６⑴） 

肖像等をみだりに利用されない権利は、人格権に由来する権利であるから、一身

専属権として、譲渡や相続の対象とはならないものと解される215。 

したがって、想定事例７において、俳優Ｘの遺族が、既に死亡しているＸの肖像20 

権が侵害されたと主張し、その侵害を理由とする損害賠償請求及び差止請求をする

ことは困難であると考えられる。 

 

２ 故人に対する遺族の敬愛追慕の情に基づく損害賠償請求及び差止請求の可否 

⑴ 故人に対する遺族の敬愛追慕の情の侵害の判断基準 25 

ア 基本的な考え方の確認 

（➡第１章第２の６⑵・⑶） 

故人の肖像等を無断利用し、これにより遺族の故人に対する敬愛追慕の情を、

その受忍限度を超えて侵害したときは、当該遺族に対する不法行為を構成する

ものと解するのが相当であり、故人の肖像等の利用が遺族の故人に対する敬愛30 

追慕の情を受忍限度を超えて侵害するものであるか否かについては、当該利用

行為の行われた時期（死亡後の期間）、故人と遺族との関係等のほか、当該利

 
215 なお、想定事例と異なり、生前に本人の肖像権が侵害された場合には、その時点で不法行為が成立し、

本人が損害賠償請求権を取得するから、その後、本人が死亡して相続が開始した場合には、相続人は当該

損害賠償請求権を相続により取得することになる。慰謝料請求権が、被害者の生前の意思表示なくして相

続の対象となることにつき、最大判昭和４２年１１月１日民集２１巻９号２２４９頁。 
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用行為の目的、態様、必要性や、故人の社会的地位や活動内容等の個別具体的

な事情を総合考慮して判断すべきである。 

 

イ 想定事例７について 

・ 本件画像７は、生成ＡＩにより生成されており、俳優Ｘが裸になっている5 

かのような印象を見る者に与えかねないものである。また、本件画像７は、

生成ＡＩにより生成したものであり、一定の精巧さを備えていると考えられ

る。そのため、本件画像７は、Ｘの存命中に公開されていた場合には、Ｘに

強い羞恥心や不快感を抱かせ、自尊心を傷つけるものと認められ、社会通念

上受忍すべき限度を超えてＸの名誉感情及び私生活の平穏を不当に侵害す10 

るものとして肖像権を侵害すると評価される可能性が高いと考えられる内

容であり（➡第４の１⑴）、これがＸの死後に公開された場合には、遺族の

Ｘに対する敬愛追慕の情を受忍限度を超えて侵害するものであると評価さ

れる可能性が高い。 

・ その上で、本件画像７の公開が遺族のＸに対する敬愛追慕の情を受忍限度15 

を超えて侵害するものであるか否かについては、公開された時期（死亡後の

期間）、請求者である遺族とＸの関係等も考慮して判断される。一般に、死

亡から期間が経っていない場合や、遺族が故人の近親者である場合には、生

成ＡＩにより故人の肖像を無断生成し、これを利用する行為自体が、（受忍

限度の枠を超えるかは別としても）遺族の故人に対する敬愛追慕の情を侵害20 

していると評価され得ることに留意する必要がある。 

・ なお、想定事例７は、Ｙが本件画像７をＳＮＳ上に公開して収益を得た場

合であるが、仮にＹが収益を得る目的がなく公開した場合であっても、敬愛

追慕の情が精神的価値に基礎を置くものであることからすると、その侵害の

成否に直ちに影響するものではなく、Ｙの本件画像７の公開の目的等を踏ま25 

えて個別に判断されるものと考えられる。 

 

⑵ 損害賠償請求について 

（➡第１章第２の６⑸） 

故人に対する敬愛追慕の情は、人格的利益として保護されるものであることか30 

ら、その侵害による損害賠償請求は、原則として、慰謝料の範囲で認められるも

のと考えられる。慰謝料の算定は諸事情を総合的に考慮されるが、想定事例７に

おいては、生成ＡＩにより精巧な画像が生成されていることや、本件画像７のＳ

ＮＳ上の拡散の程度等が想定される考慮要素として挙げられる。 

 35 
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⑶ 差止請求について 

（➡第１章第２の６⑹） 

敬愛追慕の情が人格的利益である以上、表現の内容や死亡後の期間等の諸事情

を考慮して、敬愛追慕の情が違法に侵害されていると認められる場合には、損害

賠償請求に加え、敬愛追慕の情に基づく差止請求 （削除請求）もし得るものと考5 

えられる。また、削除請求は、ＳＮＳを管理運営する事業者に対してもすること

ができる。 

 

⑷ 肖像の無断利用をされたのが一般人である場合について 

遺族の故人に対する敬愛追慕の情は、人格的利益として保護されるものであり、10 

故人が一般人であっても、遺族の人格的利益として保護されるものであることに

変わりない。 

想定事例７は、Ｘが裸になっているかのように合成した画像であり、これが仮

にＸの存命中に公開されていた場合に、Ｘに強い羞恥心や不快感を抱かせ、自尊

心を傷つける程度や、社会通念上受忍すべき限度を超えてＸの名誉感情及び私生15 

活の平穏を不当に侵害するであろうことについて、一般人と有名人との間に差異

は見出しにくく、また、これがＸの死後に公開された場合に、遺族のＸに対する

敬愛追慕の情を侵害する程度についても、同様に、Ｘが一般人である場合と有名

人である場合で差異は見出し難い。したがって、想定事例７においては、Ｘが一

般人である場合に、Ｘが俳優である場合に比して、本件画像７の公開によりＸの20 

遺族のＸに対する敬愛追慕の情を侵害するかどうか等につき大きな差異が生ず

る可能性は低いといえる。 

 

想定事例７のPoint【本人の死後における性的画像への俳優の肖像の無断利用に

ついて】【P】 25 

〔肖像権〕 

 想定事例７において、Ｘの遺族が、故人であるＸの肖像権が侵害されたと主張

し、その侵害を理由とする損害賠償請求及び差止請求をすることは困難である

と考えられる。 

 30 

〔敬愛追慕の情〕 

 本件画像７は、その精巧さも影響し、Ｘの存命中に公開されていた場合には、

Ｘに強い羞恥心や不快感を抱かせ、自尊心を傷つけるものと認められ、社会通

念上受忍すべき限度を超えてＸの名誉感情及び私生活の平穏を不当に侵害す

るものとして肖像権を侵害すると評価される可能性が高いと考えられる内容35 

であり、これがＸの死後に公開された場合には、遺族のＸに対する敬愛追慕の
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情を受忍限度を超えて侵害するものであると評価される可能性が高い。敬愛追

慕の情の侵害が認められる場合には、Ｘの遺族は、Ｙに対して損害賠償を、Ｙ

又は本件画像７が投稿されたＳＮＳを管理運営する事業者に対して当該投稿

の削除を、それぞれ求めることができる。 

 Ｘが一般人の場合であっても、Ｘが俳優である場合と比べて敬愛追慕の情の侵5 

害の有無等に大きな差異が生ずる可能性は低い。 
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（別紙） 

 

 

○最判平成２４年２月２日民集６６巻２号８９頁〔ピンク・レディー事件〕判決全文 

 5 
主     文 

 

                本件上告を棄却する。 

                上告費用は上告人らの負担とする。 

 10 
理     由 

 

 上告代理人中村稔ほかの上告受理申立て理由について 

１ 本件は、上告人らが、上告人らを被写体とする１４枚の写真を無断で週刊誌に掲載した被上告人に

対し、上告人らの肖像が有する顧客吸引力を排他的に利用する権利が侵害されたと主張して、不法行15 
為に基づく損害賠償を求める事案である。 

２ 原審の適法に確定した事実関係の概要等は、次のとおりである。 

 ⑴ア 上告人らは、昭和５１年から昭和５６年まで、女性デュオ「ピンク・レディー」（以下、単に「ピ

ンク・レディー」という。）を結成し、歌手として活動をしていた者である。ピンク・レディーは、

子供から大人に至るまで幅広く支持を受け、その曲の振り付けをまねることが全国的に流行した。 20 
  イ 被上告人は、書籍、雑誌等の出版、発行等を業とする会社であり、週刊誌「女性自身」を発行

している。 

 ⑵ 平成１８年秋頃には、ダイエットに興味を持つ女性を中心として、ピンク・レディーの曲の振り

付けを利用したダイエット法が流行した。 

 ⑶ア 被上告人は、平成１９年２月１３日、同月２７日号の上記週刊誌（縦２６㎝、横２１㎝のＡＢ25 
変型版サイズで約２００頁のもの。以下「本件雑誌」という。）を発行し、その１６頁ないし１８

頁に「ピンク・レディーｄｅダイエット」と題する記事（以下「本件記事」という。）を掲載した。 

  イ 本件記事は、タレント（以下「本件解説者」という。）がピンク・レディーの５曲の振り付けを

利用したダイエット法を解説することなどを内容とするものであり、本件記事には、上告人らを

被写体とする１４枚の白黒写真（以下「本件各写真」という。）が使用されている。 30 
 ⑷ア 本件雑誌１６頁右端の「ピンク・レディーｄｅダイエット」という見出しの上部には、歌唱し

ている上告人らを被写体とする縦４．８㎝、横６．７㎝の写真が１枚掲載されている。 

  イ 本件雑誌１６頁及び１７頁には上下２段に分けて各１曲の振り付けを、同１８頁の上半分には

残りの１曲の振り付けをそれぞれ利用したダイエット法が解説されている。上記の各解説部分に

は、それぞれのダイエット効果を記述する見出しと４コマのイラストと文字による振り付けの解35 
説などに加え、歌唱している上告人らを被写体とする縦５㎝、横７．５㎝ないし縦８㎝、横１０

㎝の写真が１枚ずつ、本件解説者を被写体とする写真が１枚ないし２枚ずつ掲載されている。 

  ウ 本件雑誌１７頁の左端上半分には、ピンク・レディーの曲の振り付けを利用したダイエット法

の効果等に関する記述があり、その下には水着姿の上告人らを被写体とする縦７㎝、横４．４㎝

の写真が１枚掲載されている。また、同頁の左端下半分には、本件解説者が子供の頃にピンク・40 
レディーの曲の振り付けをまねていたなどの思い出等を語る記述がある。 

  エ 本件雑誌１８頁の下半分には「本誌秘蔵写真で綴るピンク・レディーの思い出」という見出し

の下に、上告人らを被写体とする縦２．８㎝、横３．６㎝ないし縦９．１㎝、横５．５㎝の写真

が合計７枚掲載されている。その下には、本件解説者とは別のタレントが上記同様の思い出等を

語る記述があり、その左横には、上記タレントを被写体とする写真が１枚掲載されている。 45 
 ⑸ 本件各写真は、かつて上告人らの承諾を得て被上告人側のカメラマンにより撮影されたものであ

るが、上告人らは本件各写真が本件雑誌に掲載されることについて承諾しておらず、本件各写真は、

上告人らに無断で本件雑誌に掲載された。 

３⑴ 人の氏名、肖像等（以下、併せて「肖像等」という。）は、個人の人格の象徴であるから、当該個
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人は、人格権に由来するものとして、これをみだりに利用されない権利を有すると解される（氏名

につき、最高裁昭和５８年（オ）第１３１１号同６３年２月１６日第三小法廷判決・民集４２巻２

号２７頁、肖像につき、最高裁昭和４０年（あ）第１１８７号同４４年１２月２４日大法廷判決・

刑集２３巻１２号１６２５頁、最高裁平成１５年（受）第２８１号同１７年１１月１０日第一小法

廷判決・民集５９巻９号２４２８頁各参照）。そして、肖像等は、商品の販売等を促進する顧客吸引5 
力を有する場合があり、このような顧客吸引力を排他的に利用する権利（以下「パブリシティ権」

という。）は、肖像等それ自体の商業的価値に基づくものであるから、上記の人格権に由来する権利

の一内容を構成するものということができる。他方、肖像等に顧客吸引力を有する者は、社会の耳

目を集めるなどして、その肖像等を時事報道、論説、創作物等に使用されることもあるのであって、

その使用を正当な表現行為等として受忍すべき場合もあるというべきである。そうすると、肖像等10 
を無断で使用する行為は、①肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用し、②

商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付し、③肖像等を商品等の広告として使用するなど、

専ら肖像等の有する顧客吸引力の利用を目的とするといえる場合に、パブリシティ権を侵害するも

のとして、不法行為法上違法となると解するのが相当である。 

 ⑵ これを本件についてみると、前記事実関係によれば、上告人らは、昭和５０年代に子供から大人15 
に至るまで幅広く支持を受け、その当時、その曲の振り付けをまねることが全国的に流行したとい

うのであるから、本件各写真の上告人らの肖像は、顧客吸引力を有するものといえる。 

   しかしながら、前記事実関係によれば、本件記事の内容は、ピンク・レディーそのものを紹介す

るものではなく、前年秋頃に流行していたピンク・レディーの曲の振り付けを利用したダイエット

法につき、その効果を見出しに掲げ、イラストと文字によって、これを解説するとともに、子供の20 
頃にピンク・レディーの曲の振り付けをまねていたタレントの思い出等を紹介するというものであ

る。そして、本件記事に使用された本件各写真は、約２００頁の本件雑誌全体の３頁の中で使用さ

れたにすぎない上、いずれも白黒写真であって、その大きさも、縦２．８㎝、横３．６㎝ないし縦

８㎝、横１０㎝程度のものであったというのである。これらの事情に照らせば、本件各写真は、上

記振り付けを利用したダイエット法を解説し、これに付随して子供の頃に上記振り付けをまねてい25 
たタレントの思い出等を紹介するに当たって、読者の記憶を喚起するなど、本件記事の内容を補足

する目的で使用されたものというべきである。 

   したがって、被上告人が本件各写真を上告人らに無断で本件雑誌に掲載する行為は、専ら上告人

らの肖像の有する顧客吸引力の利用を目的とするものとはいえず、不法行為法上違法であるという

ことはできない。 30 
４ 以上によれば、本件各写真を本件雑誌に掲載する行為が不法行為法上違法であるとはいえないとし

た原審の判断は、以上の趣旨をいうものとして是認することができる。論旨は採用することができな

い。 

  よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり判決する。なお、裁判官金築誠志の補足意見があ

る。 35 
 

 裁判官金築誠志の補足意見は、次のとおりである。 

 パブリシティ権の侵害となる場合をどのような基準で認めるかについては、これまでの下級審裁判例

等を通じいくつかの見解が示されているが、パブリシティ権が人の肖像等の持つ顧客吸引力の排他的な

利用権である以上、顧客吸引力の無断利用を侵害の中核的要素と考えるべきであろう。 40 
 もっとも、顧客吸引力を有する著名人は、パブリシティ権が問題になることが多い芸能人やスポーツ

選手に対する娯楽的な関心をも含め、様々な意味において社会の正当な関心の対象となり得る存在であ

って、その人物像、活動状況等の紹介、報道、論評等を不当に制約するようなことがあってはならない。

そして、ほとんどの報道、出版、放送等は商業活動として行われており、そうした活動の一環として著

名人の肖像等を掲載等した場合には、それが顧客吸引の効果を持つことは十分あり得る。したがって、45 
肖像等の商業的利用一般をパブリシティ権の侵害とすることは適当でなく、侵害を構成する範囲は、で

きるだけ明確に限定されなければならないと考える。また、我が国にはパブリシティ権について規定し

た法令が存在せず、人格権に由来する権利として認め得るものであること、パブリシティ権の侵害によ

る損害は経済的なものであり、氏名、肖像等を使用する行為が名誉毀損やプライバシーの侵害を構成す

るに至れば別個の救済がなされ得ることも、侵害を構成する範囲を限定的に解すべき理由としてよいで50 
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あろう。こうした観点については、物のパブリシティ権を否定した最高裁平成１３年（受）第８６６号、

第８６７号同１６年２月１３日第二小法廷判決・民集５８巻２号３１１頁が、物の名称の使用など、物

の無体物としての面の利用に関しては、商標法等の知的財産権関係の法律が、権利の保護を図る反面と

して、使用権の付与が国民の経済活動や文化的活動の自由を過度に制約することのないよう、排他的な

使用権の及ぶ範囲、限界を明確にしていることに鑑みると、競走馬の名称等が顧客吸引力を有するとし5 
ても、法令等の根拠もなく競走馬の所有者に排他的な使用権等を認めることは相当でないと判示してい

る趣旨が想起されるべきであると思う。 

 肖像等の無断使用が不法行為法上違法となる場合として、本判決が例示しているのは、ブロマイド、

グラビア写真のように、肖像等それ自体を独立して鑑賞の対象となる商品等として使用する場合、いわ

ゆるキャラクター商品のように、商品等の差別化を図る目的で肖像等を商品等に付する場合、肖像等を10 
商品等の広告として使用する場合の三つの類型であるが、これらはいずれも専ら顧客吸引力を利用する

目的と認めるべき典型的な類型であるとともに、従来の下級審裁判例で取り扱われた事例等から見る限

り、パブリシティ権の侵害と認めてよい場合の大部分をカバーできるものとなっているのではないかと

思われる。これら三類型以外のものについても、これらに準ずる程度に顧客吸引力を利用する目的が認

められる場合に限定することになれば、パブリシティ権の侵害となる範囲は、かなり明確になるのでは15 
ないだろうか。 

 なお、原判決は、顧客吸引力の利用以外の目的がわずかでもあれば、 「専ら」利用する目的ではないこ

とになるという問題点を指摘しているが、例えば肖像写真と記事が同一出版物に掲載されている場合、

写真の大きさ、取り扱われ方等と、記事の内容等を比較検討し、記事は添え物で独立した意義を認め難

いようなものであったり、記事と関連なく写真が大きく扱われていたりする場合には、 「専ら」といって20 
よく、この文言を過度に厳密に解することは相当でないと考える。 

 

（裁判長裁判官 櫻井龍子 裁判官 宮川光治 裁判官 金築誠志 裁判官 横田尤孝 裁判官 白木 

勇） 

 25 

 




